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第１章 大学の使命・目的 

１ 目的 

（１）学則 

大学の目的（学則（抜粋）） 

（大学の目的) 
第１８条 本学は，愛知教育大学憲章を踏まえ，学術の中心として，深く専門の学芸を教授研究するとともに，幅広く深い教養及び総合的な判断力

を培い，豊かな人間性を涵養する学問の府として，大学の自治の基本理念に基づき，教育研究活動を通して世界の平和と人類の福祉及び文化と学
術の発展に努める。 

教育学部の目的（学則（抜粋）） 

（目的） 
第６３条 教員養成４課程は，多様な教員養成プログラムを通して，平和な未来を築く子どもたちの教育を担う優れた教員の養成をめざすことを目

的とする。 

２ 教育支援専門職養成課程は，心理・社会福祉・教育行政等の専門性を深め，教育活動と子どもたちを支援する専門職の養成をめざすことを目的
とする。 

大学院（修士課程、教職大学院、後期３年博士課程）の目的（学則（抜粋）） 

（課程等の目的） 
第７４条 修士課程は，教科専門並びに教育実践に関わる研究能力を有する教員の育成を図ることを目的とする。併せて現代的課題の探求に取り組

む学芸諸分野の有為な人材の育成をめざす。また，現職教員及び社会人においては，修士課程を専門性の更なる向上を図る場として位置付ける。 
２ 教職大学院の課程は，学校教育に関わる理論と実践の融合を基本とし，理論の応用並びに実践の理論化に関わる諸能力の修得によって実践的指

導力を備えた教員を養成するとともに，一定の教職経験を有する現職教員に対しては，確かな指導理論と実践力・応用力を備え，指導的役割を果
たし得る教員を養成することを目的とする。また，教職大学院の課程を実践的なキャリアアップの場として位置づけ，学校・地域及び教育関係諸
機関との連携を活かしつつ，教師教育の更なる質的向上を図る。 

３ 後期３年博士課程は，専攻分野について，研究者として自立して研究活動を行い，又はその他の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の
研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。 

特別支援教育特別専攻科の目的（特別支援教育特別専攻科規程（抜粋）） 

（目的） 
第２条 特別専攻科は，特別支援教育の充実に資するため，大学教育の基礎の上に精深な程度において特別支援教育に関する専門の事項を教授し，

特別支援教育の分野における資質の優れた教員を養成することを目的とする。 

 

（２）愛知教育大学憲章 

愛知教育大学の理念 
愛知教育大学は、学術の中心として、深く専門の学芸を教授研究するとともに、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養
する学問の府として、日本国憲法、教育基本法、ユネスコの高等教育に関する宣言等の理念を踏まえ、教育研究活動を通して世界の平和と人類の
福祉及び文化と学術の発展に努めることが、普遍的使命であることを自覚し、愛知教育大学憲章を定める。 
愛知教育大学は、学部及び大学院学生、大学教職員、附属学校教職員等を構成員とし、大学の自治の基本理念に基づき、大学における自律的運営
が保障される高等教育機関として、また国により設置された国立大学として、その使命を果たすため、本学の教育目標と研究目標、教育研究及び
運営のあり方を定め、これを広く社会に明らかにするものである。 

愛知教育大学の教育目標 
愛知教育大学は、平和で豊かな世界の実現に寄与しうる人間の教育をめざす。 
学部教育においては教養教育を重視し、教員養成諸課程では多様な教員養成プログラムを通して、平和な未来を築く子どもたちの教育を担う優れ
た教員の養成をめざし、学芸諸課程では、社会の発展と文化の継承及び創造に貢献できる広い教養と深い専門的能力を持った多様な社会人の育成
をめざす。 
大学院教育においては学部教育を基礎に、学校教育に求められるさらに高度な能力を有する教員の養成をめざすとともに、諸科学の専門分野及び
教育実践分野における理論と応用能力を備えた教育の専門家の育成をめざす。また、大学院を教員の再教育の場としても位置付け、教師教育の質
的向上を図る。 

愛知教育大学の研究目標 
愛知教育大学は、教育諸科学をはじめ、人文、社会、自然、芸術、保健体育、家政、技術分野の諸科学及び教育実践分野において、科学的で創造
性に富む優れた研究成果を生み出し、学術と文化の創造及び発展に貢献する。さらに、その成果を社会へ還元することを通して、人類の平和で豊
かな未来の実現、自然と調和した持続可能な未来社会の実現に寄与する。 

愛知教育大学の教育研究のあり方 
１.学問の自由と大学の自治 
愛知教育大学は、自発的意思に基づく学術活動が、世界平和と持続可能な社会の形成に寄与することを期して、学問の自由を保障する。また、大
学の自治が保障された自律的共同体として、教育が国民全体に責任を負って行われるべきであることを自覚し、不当な支配に服することなく、社
会における創造的批判的機能を果たす。 
２.世界の平和と人類の福祉への貢献 
愛知教育大学は、学術の基礎研究と応用研究をはじめ、未来を拓く新たな学際的分野にも積極的に取り組み、世界の平和と人類の福祉及び学術と
文化の発展に貢献する。 
３.教師教育に関わる教育研究の推進 
愛知教育大学は、広く人間発達に関わる諸学問と教育方法の結合を図りながら、教員養成や教員の再教育などの教師教育に関する実践的教育研究
を行うとともに、教師の専門性と自律性の確立をめざした教育研究を推進する。 
４.国際交流の推進 
愛知教育大学は、国内外の高等教育諸機関との連携や国際交流を推進し、留学生の積極的受け入れ及び派遣を通して、アジアをはじめ、世界の教
育と文化的発展に貢献する。 
５.大学の社会に対する責任と貢献 
愛知教育大学は、学外への情報公開及び広報活動を通して、社会に対する説明責任を果たし、学外からの声に恒常的に応え、社会に開かれた大学
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を実現する。また、教育界をはじめ広く社会と連携し、社会からの要請に応えて、教育研究の成果を還元し、社会の発展に貢献する。 

愛知教育大学の運営のあり方 
１.大学の民主的運営 
愛知教育大学は、全ての構成員が、それぞれの立場において、本学の目標を達成するため、大学の諸活動へ参画することを保障し、民主的運営を
実現する。構成員は、大学の自治を発展させるための活動を相互に尊重するとともに全学的調和をめざす。 
２.学生参画の保障 
愛知教育大学は、学生の学修活動を支援し、教育改善への学生参画を保障する。 
３.教育研究環境の整備充実 
愛知教育大学は、豊かな自然環境を保全活用し、施設設備を含む教育研究環境の整備充実を図るとともに、障害者にもやさしい大学づくりを進め
る。 
４.自己点検評価と改善 
愛知教育大学は、本学の教育目標と研究目標に照らして、恒常的な自己点検評価により、不断の改善に努める。 
５.人権の尊重 
愛知教育大学は、全ての構成員が相互に基本的人権と両性の平等を尊重し、教育研究活動における、あらゆる差別や抑圧などの人権侵害のない大
学を実現する。 

 

（３）ミッションの再定義 

  
愛知教育大学教員養成分野 
 

 
学部等の教育研究 
組織の名称 

 
教育学部（８７５名） 
教育学研究科（Ｍ：１００名、Ｄ：４名） 
教育実践研究科（Ｐ：５０名） 
特別支援教育特別専攻科（３０名） 
 

 
沿革 

 
明治 ６ 年（１８７３年） 愛知県養成学校を設置 
明治３２年（１８９９年） 愛知県第一及び第二師範学校(昭和１８年から愛知第一及び第二師範学校と改称）

を設置 
大正 ７ 年（１９１８年） 愛知県農業補習学校教員養成所(昭和１９年より愛知青年師範学校と改称)を設置 
昭和２４年（１９４９年） 愛知第一及び第二師範学校と愛知青年師範学校を母体に愛知学芸大学学芸学部を設

置 
昭和４１年（１９６６年） 愛知教育大学教育学部に改称 
昭和５３年（１９７８年） 教育学研究科（修士課程）を設置 
昭和６２年（１９８７年） 総合科学課程を設置 
平成２０年（２００８年） 教育実践研究科教職実践専攻を設置 
平成２４年（２０１２年） 教育学研究科共同教科開発学専攻(後期３年博士課程)を設置 
 

 
設置目的等 

 
愛知教育大学教育学部・教育学研究科・教育実践研究科の母体の一つである愛知県養成学校は、小学校教員

の養成（師範教育）を目的に明治６年に設置され、これが愛知県における教員養成のはじめであり、愛知県師
範学校の前身をなすものである。 

新制国立大学の発足時には、旧制諸学校である愛知第一師範学校、愛知第二師範学校、愛知青年師範学校を
母体に、愛知学芸大学学芸学部として設置された。 

その後、べビーブームによる児童生徒の急増を背景に、学科・定員が拡充され、さらに昭和５３年には、高
度な能力を有する教員の養成を目的に教育学研究科（修士課程）を設置した。その後、教員採用者数の減少に
よる教員就職率の低下が予測されたため、昭和６２年に教員養成課程の一部を、教員以外の職業分野の人材や
高い教養と柔軟な思考力を身につけた人材を養成することを目的とした総合科学課程に改組した。さらに平成
１２年には、教員養成課程の入学定員を削減し、併せて総合科学課程を学芸４課程に改組した。その後団塊世
代の教員の大量退職を迎え、教員の大量採用に備えて平成１８年と平成１９年に学芸４課程を現代学芸課程に
改組し、教員養成課程に一部を振替、全国に先がけて教員養成課程の入学定員を拡充した。 

また、専門性の高い教員を養成するために教職大学院が平成２０年に設置された。 
さらに、教科開発学の専門研究者等を養成するため教育学研究科共同教科開発学専攻（後期３年博士課程）

が平成２４年に設置された。 
 

 
強みや特色、社会的な役割 

 
○ 愛知教育大学の教員養成分野は、教育委員会等との連携等により、義務教育諸学校に関する教員養成機能

における広域の拠点的役割を目指すことを基本的な目標とし、教員養成機能の更なる強化に向けて質的転換
を図り、我が国の学校教員の質の向上に貢献する。このため、大学運営においては特に以下の二点について
取り組む。 
ⅰ 実践的指導力の育成・強化を図るため、現在約１０％の学校現場（小・中・高・特別支援学校等）で指

導経験のある大学教員を、第２期中期目標期間における改革を行いつつ、第３期中期目標期間末には２０％
を確保する。 

なお、大学教員の実践面での力量向上策として、学校現場で生じている教育課題の把握及び実践的指導
力向上を目的に、附属学校等を利用した研修の機会を増やす。 

ⅱ 大学に教育委員会や公立の連携協力校の長等が構成員となる常設の会議を設置し、学部や大学院の教員
養成カリキュラムの在り方、養成する教員の人材像、現職教員の再教育の在り方などについて定期的に意
見交換を行い、教員養成教育への社会や国民の要請を受けとめ、その質の向上を図る。 

 
○ 学士課程教育では、附属学校や公立の連携協力校等を積極的に活用するなど、実践的な能力を育成しつつ、

教科及び教職に関する各授業科目を有機的に結びつけた体系的な教育課程によって義務教育諸学校の教員を
中心に養成することにより、広域の教員養成機能の拠点的役割を担う。 

なお、卒業者に占める教員就職率（臨時的任用を含む）について、現状は８０％であるが、将来の教員採
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用需要見通しを踏まえ、第２期中期目標期間における改革を行いつつ、第３期中期目標期間中は８５％を確
保する。 

さらに、現代学芸課程については、第３期中期目標期間末までに規模の縮小とともに社会的要請を踏まえ
た抜本的な見直しを図る。 

 
○ 教職大学院では、愛知県教育委員会等との連携・協働により、学部修了者を対象として、より実践的な指

導力・展開力を備え、新しい学校づくりの有力な一員となり得る新人教員の養成を行う。また現職教員を対
象として、地域や学校における指導的役割を果たし得る教員等として不可欠な確かな指導的理論と優れた実
践力・応用力を備えたスクールリーダーを養成する。このため実務家教員と研究者教員のティーム・ティー
チングによる授業を拡充したり、学校での実習を基礎とする授業科目を拡充したりするなどして、理論と実
践を融合した教育の充実を図る。 

なお、修了者（現職教員を除く）の教員就職率は、現状は１００％であり、第２期中期目標期間における
改革を行いつつ、第３期中期目標期間中は９５％を確保する。 

 
○ 修士課程では、我が国の学校教育において必要とする教科指導力の在り方を踏まえ、従来の教科教育に関

する領域を再構築し、実践的課題解決に資する体制を構築することにより、高度専門職業人としての教員を
養成する。 

なお、修了者（現職教員、進学者、外国人留学生、学校教育臨床専攻修了者を除く（平成２３年度））の教
員就職率は、現状は７１％であるが、第２期中期目標期間における教育実践科目の導入などの改革を行いつ
つ、第３期中期目標期間中は８０％ を確保する。 

 
○ 共同教科開発学専攻（博士課程）については、修士レベルの教員養成機能の強化充実の上に、教員養成分

野の高度化に対応できる研究者養成の役割を果たしていく。 
 
○ 附属学校等と協働して学校における実践的課題解決に資する研究活動を行うとともに、免許状更新講習の

実施、教育委員会等が行う現職教員研修のプログラム開発、校外研修への組織的な参画により、我が国の教
員の資質能力向上に寄与するなど、教員の研究活動等を通じて積極的な社会貢献活動を行う。 

 
○ 広域拠点型教育大学として、北海道・東京・大阪の大規模教育大学等と連携して、教員養成の質保証・教

員養成の高度化・教員養成における国際化・現代的課題への対応、教育委員会を中心とした地域連携の推進、
教職を軸にしたキャリア支援などの諸課題に取り組む。 

 
○ 「ものづくり」の盛んな中部地域にある教育大学として、「科学・ものづくり教育」、「外国人児童生徒の学

習支援」など、教育委員会等と広く連携協力し、地域の特徴を活かした多様な課題に取り組む。 
 

 

（４）アドミッションポリシー・カリキュラムポリシー・ディプロマポリシー 

アドミッションポリシー カリキュラムポリシー ディプロマポリシー 
教育学部 

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をは
たす教育大学として、人間理解と真理探究
に努め、教育が直面する現代的課題への対
応力を有し、子どもたちの未来を拓くこと
ができる豊かな人間性と確かな実践力を身
につけた専門職業人の養成を使命としてい
ます。 

教員養成課程では、幼稚園・小学校・中
学校・高等学校・特別支援学校等の教員と
して活躍できる専門的な知識・技能を有し、
教育諸課題に適切に対応できる教員の養成
をめざします。 

教育支援専門職養成課程では、心理・社
会福祉・教育行政等の専門的な知識と技能
を有し、教育活動と子どもたちを支援する
ことができる専門職の養成をめざします。 

そこで、次のような人を求めています。 
 

◎子どもの成長に関わることに喜びを感じ、
将来、教員や専門職として学校教育に携わ
る強い意欲を持つ人 
◎確かな基礎学力を有し、関連する幅広い
分野の学びに関心を持つ人 
◎知的な創造力や探究心をみがくことに意
欲を持つ人 
◎多様な考えや価値観を持つ人を認め、協
働できる人 
◎学校と地域社会の関わりに関心があり、
地域の活動に参加することができる人 
 
（入学者選抜の基本方針） 
大学入試センター試験を課さない推薦入試
（推薦Ａ）の他、大学入試センター試験を
課す推薦入試（推薦Ｂ）及び一般入試（前
期日程、後期日程）により入学者を選抜し

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をはたす教育大
学として、人間理解と真理探究に努め、教育が直面す
る現代的課題への対応力を有し、子どもたちの未来を
拓くことができる豊かな人間性と確かな実践力を身に
つけた専門職業人の養成を使命としています。 

この使命を達成し、ディプロマ・ポリシーに基づい
た学生を育成するために、以下の科目等で教育課程を
編成・実施します。 

 
◎大学での学びの入り口として、深い教養を身に付け
る必要感やめざす教師及び専門職の価値を認識し、主
体的な問題発見及び問題解決能力を育成するための基
礎教養教育科目 
・多様な学修歴をもつ入学者に対応できるように、大
学生活や社会に出る準備段階としての学修意欲を高め、
学習規律を身に付ける【初年次演習】を設定します。 
・学校現場で求められている「課題を発見する力」「情
報を読み取る力」「複眼的に物事をとらえる力」「他者
と協働する力」「解決に導く力」等の主体的な問題発見
及び問題解決能力や能動的な学修活動能力を育成する
【課題探究科目】を設定します。 
◎教師及び教育を支える専門職等に必要な資質・能力
の基礎を育成するための教師教養科目 
・教師教養科目として、特別支援教育、外国人児童生
徒支援教育、危機管理等に関する【現代的教育課題対
応科目】を設定します。 
・子どもの生活実態を知ったり、子どもとのコミュニ
ケーション能力を養ったり、感性を磨くなど、教員等
としての実践力を高めることを目的に、附属学校や国
内外の連携協力校、地域社会等の協力を得て実施する
【実践力育成科目】を設定します。 
◎各課程において教職または教育支援専門職としての
キャリアの形成及びその専門性を高めるための専門教
育科目 
・学校教育とそれを支える分野の理論と実践に関わる

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をは
たす教育大学として、人間理解と真理探究
に努め、教育が直面する現代的課題への対
応力を有し、子どもたちの未来を拓くこと
ができる豊かな人間性と確かな実践力を身
につけた専門職業人の養成を使命としてい
ます。 

そこで、規定の年限在学し、以下のよう
な資質・能力を身に付けるとともに、所定
の単位を取得した人に学士（教育学）の学
位を授与します。 
 
◆教員養成課程 
◎教員として求められる基本的な資質・能
力と実践的指導力 
・初等教育教員養成課程では、子ども理解
に基づいて、生活指導や学級経営、学習指
導、保育を適切に行うことができる力 
・中等教育教員養成課程では、綿密な教材
研究に基づく的確な学習指導と、子ども理
解に基づく適切な生徒指導を行うことがで
きる力 
・特別支援学校教員養成課程では、多様な
障がいのある子どもの状態と教育的ニーズ
を把握し、生活指導や学習指導、自立活動
等の指導及び支援を適切に行うことができ
る力 
・養護教諭養成課程では、学校におけるす
べての教育活動を通して、健康教育と健康
管理を適切に行い、子どもの発育・発達の
支援に向けてコーディネートすることがで
きる力 
◎同僚、保護者や地域社会等と連携し協働
しようとする態度 
◎自己を振り返り、絶えず向上心をもって
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ます。 
推薦入試における大学入試センター試験

を課さない推薦Ａでは、教員や教育支援専
門職となるにふさわしい知識、技能、適性、
資質、意欲、態度を出身学校の調査書、小
論文、面接、実技検査等ではかり、総合的
に評価します。また、大学入試センター試
験を課す推薦Ｂでは、大学入試センター試
験の成績、出身学校の調査書、面接により
総合的に評価します。 

一般入試における前期日程では大学入試
センター試験の成績とともに、個別学力検
査（小論文（教員養成課程のみ）、教科に関
する問題または総合問題または実技検査ま
たは面接）、出身学校の調査書により総合的
に評価します。後期日程では、大学入試セ
ンター試験の成績とともに、面接、出身学
校の調査書により総合的に評価します。 

これらの選抜以外に、所定の出願資格を
満たす人を対象とした帰国子女入試と外国
人留学生入試があります。 

知識と経験を修得する【専門教育科目】（「教科研究科
目」「専攻科目」「教職科目」「教科又は教職に関する科
目」「教育学基礎科目」「教育支援科目」等）を設定し
ます。 
◎大学での学びと実践を結びつけるための実習科目 
・教員養成課程では、身に付けた専門性を試す場、自
らを振り返る場として、３・４年次に【主免実習】【隣
接校実習】等を設定します。 
・教育支援専門職養成課程では、支援の実際を学び、
知識と技術を統合する場として【心理臨床・実践領域
科目】【社会福祉実習】【学校・自治体インターンシッ
プ】等を設定します。 
◎大学での学びの集大成としての卒業研究 
・専門分野に関わり、自ら研究テーマを設定し、文献
調査、実地調査、質問紙調査、実験、制作などを通し
て学術的に探究し、まとめ、発表する【卒業研究】を
設定します。 

学び続ける姿勢 
 
◆教育支援専門職養成課程 
◎教育を支える専門職として求められる基
本的な資質・能力と実践力 
・子ども、保護者及び教員が抱える問題に、
幅広い教養と市民感覚にもとづいて柔軟に 
対応することができる力 
・専門職としての知識・技能をいかして、
諸課題に取り組むことができる力 
◎同僚、保護者や地域社会等と連携し協働
しようとする態度 
◎自己を振り返り、絶えず向上心をもって
学び続ける姿勢 

 
アドミッションポリシー カリキュラムポリシー ディプロマポリシー 
大学院教育学研究科（修士課程） 

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をはた
す教育大学として、人間理解と真理探究に努
め、教育が直面する現代的課題への対応力を
有し、子どもたちの未来を拓くことができる
豊かな人間性と確かな実践力を身につけた専
門職業人の養成を使命としています。 

教育学研究科修士課程では、教科専門なら
びに教育実践に関わる研究能力を有する教
員・研究者の育成をめざします。本課程では、
学士課程や教育現場で培った能力に加え、教
員や専門職、研究者への強い志を持った、次
のような人を求めています。 

 
◎子どもの成長に関われることに喜びを感
じ、教員や専門職、研究者として教育の場で
先導的役割を担う意欲を持つ人 
◎教育に関する基本的な知識・技能を有し、
さらに深く学び研究する意欲を持つ人 
 
（入学者選抜の基本方針） 

一般選抜、及び現職教員、社会人等を対象
とした特例措置選抜を行ないます。 

一般選抜では、研究能力を有する教員・研
究者となるにふさわしい知識、技能、適性、
資質、意欲、態度を学力検査（領域別外国語
科目、専攻に関する科目）及び口述試験、出
身大学の成績証明書等ではかり、総合的に評
価します。 

特例措置選抜では学力検査は課さず、小論
文、実技検査、口述試験、教育研究業績等に
より総合的に評価します。 

これらの選抜以外に、所定の出願資格を満
たす外国籍の人を対象とした外国人学生特別
選抜入試があります。 

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をはたす教育大
学として、人間理解と真理探究に努め、教育が直面す
る現代的課題への対応力を有し、子どもたちの未来を
拓くことができる豊かな人間性と確かな実践力を身に
つけた専門職業人の養成を使命としています。 

この使命を達成するために、教育学研究科修士課程
では、児童生徒に関する喫緊の教育課題や指導法の改
善等の研究を行いつつ、各自の専門に関する幅広い知
識や深い理解を強みとし、基礎的学問分野も含め、教
科専門ならびに教育実践に関わる研究能力を有する教
員や専門職の育成をめざし、以下の科目等で教育課程
を編成・実施します。 

 
◎教育学の高度な専門的知識を身につけるための教育
学領域・教育心理学領域の科目 
◎高度な実践的指導力を身につけるための実践研究の
科目 
◎自専攻の専門性及び研究能力を高めるための専攻科
目 
◎修士論文の作成等に関する研究指導を中心とした特
別研究科目 

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をはた
す教育大学として、人間理解と真理探究に努
め、教育が直面する現代的課題への対応力を
有し、子どもたちの未来を拓くことができる
豊かな人間性と確かな実践力を身につけた専
門職業人の養成を使命としています。 

教育学研究科修士課程では、規定の年限在
学し、かつ、所定の単位を修得し、以下のよ
うな資質や能力を獲得するとともに、必要な
研究指導を受けて修士論文を作成し、修士論
文の審査及び最終試験に合格した人に「修士
（教育学）」の学位を授与します。 

 
◎子どもに関する基礎的知識や指導技術に加
え、専門に関する高度な知識を有し、思考力・
判断力・表現力等を育成する高度な実践力 
◎広い視野を持ち、社会の変化に伴って生じ
る現代的な課題に柔軟に対応できる力 
◎学校教育に関わる理論的な研究及び人
間・社会・自然・芸術の分野において基礎的
研究を遂行する力 

 
アドミッションポリシー カリキュラムポリシー ディプロマポリシー 
大学院教育学研究科（後期３年博士課程） 

共同教科開発学専攻は、愛知教育大学と静
岡大学が共同して教育課程を構成している後
期３年のみの博士課程です。本共同専攻では、
子どもたちを取り巻く環境を視野に入れ、教
科との関わりの中で学校教育が抱える複雑
化、多様化した諸課題に対応した教育及び研
究を行っています。 

本共同専攻は、教科開発学について高度で
専門的な教育及び研究を行うことで、次のよ
うな能力を持つ者の育成を目指しています。 

 
◎教育事象の因果関係を把握し、教科との関
わりの中で学校教育が抱える諸問題に対応し
た研究を自立して遂行できる能力 
◎学術的及び専門的知見を教科内容として
構成し、教育論、教科内容の構成原理や教育
方法、教材を開発する能力 
◎学校教育の実践を理論化し、その理論を実

共同教科開発学専攻における教育は、授業科目の履修
と学位論文の作成に関する指導によって行われます。
本共同専攻では、子どもたちを取り巻く環境を視野に
入れ、教科との関わりの中で学校教育が抱える複雑化
し、多様化した諸課題に対応した教科開発学の分野に
おける研究を行いつつ、専門に関する幅広い知識や深
い理解に基づき研究を遂行する能力及び実践力を有す
る大学教員をはじめとした研究職を志向する者の育成
をめざし、以下の科目等で教育課程を編成し実施しま
す。 
 
◎教科開発学の原理的諸課題や教科開発学の研究方法
論を習得したり、大学教員としての教育実践力、教員
ＦＤ等、実践的諸課題を探究したりするための専攻基
礎科目 
◎教育環境学と教科学の先進的かつ多様な知見を習得
するとともに、その知見を教科開発、教育方法、教材
開発などに活用することを追究するための専攻分野科

共同教科開発学専攻は、学校教育が抱える
複雑化し、多様化した諸問題に対応した高度
な教科学と教育環境学を融合した教科開発
学を学び、学位取得後に国公私立大学の教員
養成系の学士課程、教職大学院を含む大学院
課程等の高等教育機関において、自立した教
科開発学分野の教育者及び研究者として、高
度な資質を持った教員養成を行うことのでき
る者を育成することを目的としています。 

本共同専攻では、規定の年限在学し、かつ、
所定の単位を修得し、以下のような能力を獲
得するとともに、指導教員の指導の下で必要
な研究指導を受けて学位論文を作成し、学位
論文の審査及び当該論文を中心とした最終
試験に合格した者に「博士（教育学）」の学
位を授与します。 
 
◎教育事象の因果関係を把握する能力を身
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践に活かす能力 
 
本共同専攻では、大学院修士課程又は専門

職学位課程や教育現場等で培った十分な学
力、研究力、実践力に加え、新たな学問分野
に挑戦する意欲を有し、博士の学位取得後、
教科開発学の分野において自立して研究と実
践を行い、大学教員をはじめとした研究者と
して、広く教育界に貢献する意志がある者を
求めています。 

目 
◎教員から提示された研究課題や自己の研究課題につ
いて、成果発表を通した学生自身の課題追究、各学生
の研究進捗状況をフォローアップするための専攻応用
科目 

につけ、教科との関わりの中で学校教育が抱
える諸問題に自立して対応し得る研究能力 
◎学術的な専門的知見を教科内容として構
成できる能力を身につけ、教育論、教科内容
の構成原理や教育方法、教材を開発する能力 
◎理論と実践の検証能力を身につけ、学校教
育の実践を理論化し、その理論を実践に活か 
す能力 

 
なお、学位論文の審査にあたっては、客観

性及び厳格性を確保するため、「学位論文審
査基準」を定めており、学位論文はこの基準
を満たすものであることが求められます。 

 
アドミッションポリシー カリキュラムポリシー ディプロマポリシー 
大学院教育実践研究科 

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をはた
す教育大学として、人間理解と真理探究に努
め、教育が直面する現代的課題への対応力を
有し、子どもたちの未来を拓くことができる
豊かな人間性と確かな実践力を身につけた専
門職業人の養成を使命としています。 

教育実践研究科（教職大学院）では、確か
な指導理論と実践力・応用力を備え、学校教
育の場で指導的役割を果たし得る教員の育成
をめざします。本課程では、学士課程や教育
現場で培った能力に加え、教員への強い志を
持った、次のような人を求めています。 

 
◎子どもの成長・発達に喜びを感じられる教
員を目指す強い意志と情熱を持つ人 
◎教科指導・学級経営等に関する確かな基礎
知識を有し、教育実践や学級・学校経営に活
用できる理論を導き出すことに興味関心を持
つ人 
◎自分の行為を振り返り、問題を発見し、そ
の解決に向けて工夫できる人 

 
（入学者選抜の基本方針） 

学部直進者を対象とした推薦選抜と一般
選抜、社会人を対象とした一般選抜と特例措
置選抜、現職教員を対象とした入学者選抜を
行ないます。 

一般選抜においては、学校教育の場で指導
的役割を果たし得る教員になるにふさわしい
知識、技能、適性、資質、意欲、態度を学力
検査、小論文、研究計画、プレゼンテーショ
ンではかり、総合的に評価します。また、社
会人特例措置選抜では学力検査の一部は課
しません。 

推薦選抜や現職教員を対象とした選抜にお
いては、学力検査は課さず、小論文、研究計
画、プレゼンテーションにより総合的に評価
します。 

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をはたす教育大
学として、人間理解と真理探究に努め、教育が直面す
る現代的課題への対応力を有し、子どもたちの未来を
拓くことができる豊かな人間性と確かな実践力を身に
つけた専門職業人の養成を使命としています。 

この使命を達成するために、教育実践研究科（教職
大学院）では、自らの教育実践を理論に基づき振り返
ることができる実習を教育課程の中心に置くことによ
り、理論と実践の往還を持続的に発展させていくこと
を基本的な教育方法とし、以下の科目等で教育課程を
編成・実施します。 

 
◎教職の基本となる５領域を学ぶための共通科目 
◎各履修モデルの専門性を高めるための専門科目 
◎理論と実践の融合をはかるための実習科目 

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をはた
す教育大学として、人間理解と真理探究に努
め、教育が直面する現代的課題への対応力を
有し、子どもたちの未来を拓くことができる
豊かな人間性と確かな実践力を身につけた専
門職業人の養成を使命としています。 

教育実践研究科（教職大学院）では、規定
の年限在学し、かつ、所定の単位を修得し、
以下のような資質や能力を獲得するととも
に、必要な指導を受けて課題実践報告又は実
習ポートフォリオ報告を作成し、その審査に
合格した人に「教職修士（専門職）」の学位
を授与します。 

 
◎理論と実践を往還させ、新たな学びをデザ
インすることができる力 
◎広い視野を持ち、社会の変化に伴って生じ
る現代的な課題に柔軟に対応できる力 
◎高度な専門性を有し、幅広い分野で指導性
を発揮することができる力 
◎組織の一員として協働関係を構築し、地域
社会等との連携を円滑に進めるためのマネー
ジメント力 

 
アドミッションポリシー カリキュラムポリシー 
特別支援教育特別専攻科 

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をはたす教育大学として、人間理
解と真理探究に努め、教育が直面する現代的課題への対応力を有し、子
どもたちの未来を拓くことができる豊かな人間性と確かな実践力を身に
つけた専門職業人の養成を使命としています。 

特別支援教育特別専攻科（特別支援教育専攻）では、子どもたちの障
害の多様化、重度化、重複化が進む特別支援教育現場に対応するため、
知的障害、肢体不自由、病弱に関する充実した専門教育を通して、実践
的な指導力のある教員の養成をめざします。 

そこで、次のような人を求めています。 
 
◎障害のある子どもの成長・発達に喜びを感じられる特別支援教育に関
わる教員を目指す強い意志と情熱を持つ人 
◎特別支援教育に関わる教員として必要な基礎学力があり、高い教育実
践力を身に付けようとする意欲にあふれる人 
◎主体性をもって多様な人々と協働できる人 
 
（入学者選抜の基本方針） 

一般選抜、及び教育委員会派遣現職教員等を対象とした特例措置選抜
を行ないます。 

一般選抜においては、特別支援教育に関わる教員となるにふさわしい

愛知教育大学は、広域の拠点的役割をはたす教育大学として、人間理
解と真理探究に努め、教育が直面する現代的課題への対応力を有し、子
どもたちの未来を拓くことができる豊かな人間性と確かな実践力を身に
つけた専門職業人の養成を使命としています。 

この使命を達成するために、特別支援教育特別専攻科（特別支援教育
専攻）では、知的障害者、肢体不自由者及び病弱者の教育領域を担当で
きる教員を養成することをめざし、教育課程を以下の科目等で編成・実
施します。 

 
◎特別支援教育の基礎理論に関する科目 
◎特別支援教育領域に関する科目 
◎免許状に定められることとなる特別支援教育領域以外の領域に関する
科目 
◎心身に障害のある幼児、児童又は生徒についての教育実習 
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知識、技能、適性、資質、意欲、態度を筆記試験、小論文、最終出身学
校の成績証明書ではかり、総合的に評価します。 

特例措置選抜においては、筆記試験は課さず、小論文、口述試験、最
終出身学校の成績証明書により総合的に評価します。 
 

 

２ 中期目標・中期計画・年度計画 
中期目標（平成28年4月1日～平成34年3月31日） 

（前文）大学の基本的な目標 

愛知教育大学は，明治６年に設置された愛知県養成学校を礎として140年以上にわたる教員養成を行ってきた歴史を有し，教員就職者数は平成24
年３月卒業者から３年連続で全国一位という実績をあげている。加えて，卒業生は名古屋市や愛知県の校長及び教頭に登用されたり，教育委員会の
指導主事等に任命されたりしており，愛知県や名古屋市を中心とした学校教育を牽引するリーダーの資質能力の育成にも貢献してきた。また，本学
には７つの附属学校があり，先進的な教育実践を提示することでモデル校的な役割を果たしている。附属学校では全教員が教育委員会との人事交流
による採用であることから，転出後は愛知県下の公立学校において指導的立場を担うなど，地域におけるスクール・リーダー養成の拠点的な役割も
果たしてきた。さらに，平成18年度に開設した６年一貫教員養成コース及び平成20年度に設置した教育実践研究科（教職大学院）の修了生たちは教
育実践に富んだ高度な学修成果を生かして教職に就いている。 

他方，近年の教育現場では，特別支援教育，メンタル対応，危機管理，外国人児童生徒支援，キャリア教育等の現代的課題が深刻化しており，授
業力のみならず，課題解決力や子どもたちへの支援力をもつ教員を大学において着実に育てる必要性が生じている。また，これらの課題に対応し，
かつ質の高い学校教育を行うためには，多忙な教員に協力する地域コミュニティや教育に精通した専門家の力が強く求められる。 

そこで，愛知教育大学は従来以上に教育委員会や公立の連携協力校，附属学校等との連携を深め，わが国の学校教員の質の向上を目指し，「高度化」
を主軸として，「実践力の育成」「現職教員の再教育」を行う。また，学校が直面する現代的課題への対応力を有し，これからの社会を担う子どもた
ちの未来を拓くことができる教員の養成と学校教育を支援する人材の養成を目的として次の目標を掲げ，広域拠点型教育大学としての確かな実績を
提供する。 

① 学士課程教育においては，教員養成課程は現代の教員に求められる基本的な資質能力や実践的指導力を担保するよう教育内容・教育方法を充実さ
せる。また，現代学芸課程は教育支援人材養成課程（仮称）に改組する。両課程において共通科目として，教師教養や体験学習に関する科目を開講
して，豊かな人間性と現代的諸課題への対応力に優れた専門職業人を育成する。 

② 大学院課程教育においては，教育学研究科修士課程における実践力育成科目の充実を図り，教育実践研究科（教職大学院）の拡充に向けた「横の
接続」（開講科目や授業担当教員の相互協力体制）を強化する。また，高度な実践力を有する教員養成を目指して，教育学研究科修士課程と教育実践
研究科（教職大学院）の教育研究を発展・統合させるという「縦の接続」を図り，教育学研究科後期３年博士課程（共同教科開発学専攻）を充実さ
せる。現職教員が就学しやすくなるための条件整備として，名古屋キャンパスをはじめとした複数箇所でのサテライト授業の実施，時間割の柔軟化
等を行う。 

③ 実践的指導力の育成・強化を図るため，学校現場で指導経験のある大学教員の採用に向けた新たな人事計画（キャリア教員又はシニア教員（いず
れも仮称）等の導入等を含む）を策定し，多様な経歴を有する人材の確保と柔軟な教員配置を進める。 

④ 教員採用率の向上を目指して，本学卒業生のネットワークを今まで以上に活用し，大学の教育成果が学校現場の教育活動につながるような系統性
のある指導体制を構築する。併せて中部地区にとどまらない全国の教員採用試験に対応した対策を講じ，広域に本学卒業生・修了生を教員として輩
出する。 

⑤ 教育委員会や公立の連携協力校の長等が構成員となる会議の意見を反映させて，地域に開かれた大学，現職教員の学び直しの場を提供する大学と
しての教育研究活動，貢献活動を具体化する。 

⑥ 附属学校における教育実践の成果を大学教育のカリキュラムに反映させたり，大学における教育研究の成果を附属学校のカリキュラムに反映させ
たりして，大学と附属学校との教育研究の相互乗り入れを活発化することで一体的な教員養成を行う。 

⑦ 愛知県等の教育プランを受けて，附属学校が県内・中部地区の拠点となるよう条件整備を行う。 

⑧ アジアの人材養成プロジェクト等を通じて得た関係を踏まえて，海外の国際学術交流協定締結校との間で，学生交流，教職員交流を活発に行い，
広域拠点型教育大学としての特性を生かしたグローバルな人材育成に貢献する。 
中期目標の期間及び教育研究組織 

１ 中期目標の期間 
平成28年４月１日～平成34年３月31日 

２ 教育研究組織 
この中期目標を達成するため，別表に記載する学部及び研究科を置く。 

別表（学部、研究科等） 

 

 

 

 

 

学部 教育学部 

研究科 
教育学研究科 
教育実践研究科 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
１ 教育に関する目標（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
① 「高度化」「実践力の育成」「現職教員の再教
育」を目指す広域拠点型教育大学として，学部
改組並びに研究科の組織再編成を踏まえたアド
ミッション・ポリシー，カリキュラム・ポリシ
ー，ディプロマ・ポリシーを一体的に再構築 
する。 

①【1】 本学は，ミッションの再定義において
教員養成分野における広域拠点型の大学として
位置づけられたことから，アドミッション・ポ
リシー（入学者受入れの方針），カリキュラム・
ポリシー（教育の実施に関する基本的な方針），
ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与に
関する基本的な方針）を抜本的に見直す。学士
課程のアドミッション・ポリシーにおいて，教
員養成課程では教職に就く志の強い人，設置予
定の教育支援人材養成課程（現代学芸課程を改
組，仮称）では，学校の教育事情を理解して学
校を支援する人材になる志の強い人を入学者と

【1-1】アドミッション・ポリシー，カリキュ
ラム・ポリシー，ディプロマ・ポリシーに基づ
く大学教育を展開する。また，３ポリシーに基
づく教育の実績に関しての情報発信を積極的に
行う。 

企画課 
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して受け入れることを明示する。大学院課程の
アドミッション・ポリシーにおいては，教育学
研究科修士課程と教育実践研究科（教職大学院）
のそれぞれの設置目的や教育理念を踏まえた上
で，高度な実践力の育成を主眼とすることを明
示する。カリキュラム・ポリシー及びディプロ
マ・ポリシーにおいては，本学の改革の柱であ
る「高度化」「実践力の育成」「現職教員の再教
育」に関する内容を盛り込み，アドミッション・
ポリシーと一体的なものとして再度策定する。 

【1-2】アドミッション・ポリシー，カリキュ
ラム・ポリシー，ディプロマ・ポリシーに基づ
く大学院教育を展開する。また，３ポリシーに
基づく教育の実績に関しての情報発信を積極的
に行う。 

② 学士課程では，附属学校や連携協力校等を積
極的に活用し，教員としての資質を高め，実践
的な能力を育成するために多様な学修形態・学
修内容を保障する。 

②【2】 学士課程では，現代学芸課程の改組に
伴って教育大学として開講すべき教養科目の内
容を検討し，教育委員会や教育現場からの要望
や国の新たな教育課題である特別支援教育や
ICT 教育（情報通信技術教育），日本語教育（外
国人児童生徒支援），キャリア教育，危機管理教
育等に対応した「教師教養科目」を第３期はじ
めに開設し，６単位以上を履修させる。学生自
身が主体的に科目選択する体制を整えることで
４年間の学修意欲を喚起し，各選修，専攻，コ
ース等の枠にとらわれず，教員として求められ
る現代的教育課題に対応する基礎的能力を育成
する。 

【2-1】平成29年度入学生から第１，２学年時
に，「教師教養科目」として，「特別支援教育基
礎」「発達障害のある児童生徒理解基礎」「外国
人児童生徒支援教育科目」「危機管理科目」の４
科目８単位を,また，「基礎教養科目」として「キ
ャリアデザインⅠ」１単位を必修科目として位
置付け，第１学年で実施する。 

③【3】 教員としての実践力を高めるために，
附属学校や連携協力校の協力を得て，これまで
は２週間～４週間であった教育実習に加えて，
２年次に「学校サポート活動」を毎週実施する。
併せて，学事暦を工夫して前期と後期の間の２
～３カ月間に，子どもの多様な生活背景に対応
できる実践的な能力を育成するため，「多文化体
験活動（海外のショート・ビジットを含む）」「自
然体験活動」「企業体験活動」等の「実践力育成
科目」（４単位以上）を新設する。 

【3-1】「初年次学校体験活動」（必修１単位）
を平成29年度入学生から本格的に実施する。ま
た，「学校サポート活動Ⅱ」「多文化体験活動」
「自然体験活動」「企業体験活動」（いずれも選
択必修１単位）の実施要項を作成し，２年次以
降の実施に向けて準備を進める。 

③ 大学院課程にあっては，教員の資質能力向上
のための教員養成システムとして教育学研究科
修士課程，後期３年博士課程と教育実践研究科
（教職大学院）のそれぞれの大学院段階での教
員養成機能を明確化する。 

④【4】 教育学研究科修士課程では，修了に必
要な30単位中に指導法や現代的課題に対応した
実践的教育科目を４～６単位導入することで，
高度な実践的指導力を有する教員を養成する。 

【4-1】教育学研究科修士課程のカリキュラム
に実践的教育科目を導入するカリキュラム改訂
を受け，１年生より実施する。 

⑤【5】 平成24年に静岡大学との共同大学院と
して設置した教育学研究科後期３年博士課程で
は，教育環境学と教科学の融合した学問分野で
ある教科開発学の研究者育成等を図ってきたが，
現代的教育課題にも対応できる素養をもった卓
越した人材を育てるために，担当教員の増員を
図り，第２期中から開設している教科学（３分
野）と教育環境学の計４つの分野科目に加えて，
第３期は教育行政，学校経営，学校安全，危機
管理，家庭教育等に関する授業科目を新たに開
講する。これにより，教育学研究科修士課程や
教育実践研究科（教職大学院）との連続性や系
統性を担保した教育学研究科後期３年博士課程
とする。 

【5-1】現代的教育課題に対応した科目，又は
新学習指導要領に対応した科目を１科目開講す
る。 

⑥【6】 教育実践研究科（教職大学院）では，
本学が受験資格としていない幼稚園教諭や養護
教諭も受験が可能となる設計に変えることで，
全校種と全教員に対応した本学固有の総合的な
教職大学院とし，スクール・リーダーの養成コ
ースも充実させる。また，第３期では教育学研
究科修士課程の教員が兼任の形で教科毎に授業
づくり科目を開設し，学生の多様な要望に応え
る。さらに，教育現場の種々の課題を解決する
能力を養成するために，教育学研究科からの専
任教員の移動を早期に実現し，特別支援教育や
幼児理解，健康教育，教育臨床に関する科目等
が共通科目として履修できる特色ある大学院に
なるよう体制を整備する。 

【6-1】教職大学院の受験資格に幼稚園教諭や
養護教諭を加えるという決定に対応した入試制
度を導入する。 
【6-2】教職大学院の授業づくりの科目を中心
に修士課程の教員が担当する内容を検討し，担
当者を増やす。 
【6-3】修士課程教員の教職大学院への移動を
進めるために共通科目等に授業科目を配置する。 

【6-4】共通科目として，特別支援教育や幼児
理解，健康教育，教育臨床に関する科目等を開
講できるようにカリキュラムを見直す。 

④ 授業方法を改善し，学生の主体的かつ能動的
な学修を支援するための体制を全学的に構築す
る。 

⑦【7】 学校現場で求められている「課題を発
見する力」「情報を読み取る力」「複眼的に物事
をとらえる力」「他者と協働する力」等の主体的
な問題発見能力や能動的な学修活動能力を育成
するために，アクティブ・ラーニング（学生の
能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習
法）等を取り入れた授業を学士課程，大学院課
程ともに全開講授業の６割以上で導入する。ま
た，学士課程及び大学院課程の学生が本学の提
示する教育目標を達成しているかどうかを自己

【7-1】学士課程及び大学院課程において，４
つの視点（主体的な学びの視点／対話的な学び
の視点／深い学びの視点／教員養成としての視
点）のアクティブ・ラーニング授業指針を設定
し，いずれかの視点を取り入れたアクティブ・
ラーニング授業を50%以上で実施し，授業の成
果と課題を検討してアクティブ・ラーニング開
発のためのFDを行って，アクティブ・ラーニン
グを推進するための授業改善PDCAサイクルを
構築する。 



第１章 大学の使命・目的 

12 

検証するための評価システムを導入し，特に，
学士課程では４年次の教職実践演習等の授業に
おいて，アクティブ・ラーニング等による指導
力をチェックできるようにする。 

【7-2】前年度のFDの成果を踏まえて，自己評
価システムを検討し，試行的に実施する。 

⑧【8】 第２期から行っている他大学との連携
事業「愛知県内教員養成高度化支援システムの
構築」（愛知県内５大学による大学間連携共同教
育推進事業），「大学間連携による教員養成の高
度化支援システムの構築－教育ルネッサンス・
HATOプロジェクト－」（教員養成４大学による
国立大学改革推進事業）による成果を踏まえ，
教育内容の多様化を図るために，ｅラーニング
等を使うことで他大学との単位互換システムを
構築する。また，愛知県内の教員養成に関わる
33大学で構成されている「愛知教員養成コンソ
ーシアム」において単位互換制度を活性化し，
中部地区の教育学部を有する大学との単位互換
システムについても第３期中に実現する。 

【8-1】連携事業の成果を踏まえ，ｅラーニン
グ事業を「愛知教員養成コンソーシアム」の親
組織である愛知学長懇話会が有する単位互換制
度に位置づける。 

【8-2】HATOプロジェクトの本学主幹の先導的
プログラムにおいて単位互換システムが実施で
きるように準備する。 

⑤ ディプロマ・ポリシーに見合った学位評価を
行うために，各授業科目に関する授業目標，シ
ラバス，評価基準を明示することを継続し，厳
格な成績評価や卒業認定を実施するとともに，
学生自身による学修到達度の評価を行う。 

⑨【9】 第２期では，授業目標，シラバス，評
価基準に基づき，個々の科目の成績評価を行っ
てきたが，第３期では，学生による授業評価等
の結果を踏まえることで，不断の授業改善を行
う。また，卒業・修了時にはディプロマ・ポリ
シーに見合った到達度であることを客観的に評
価するシステムを開発し実行する。特に複数の
教員による同一科目群については各シラバスの
授業目標と成績評価基準との整合性を高めるた
め，担当教員グループ内で妥当性を検証する仕
組みを構築する。 

【9-1】「共通科目」について学生による授業評
価を実施し，授業の改善に役立てる。 

【9-2】教員養成課程でディプロマ・ポリシー
を意識して開発中の評価システムを試行する。 

【9-3】複数教員による同一科目については，
平均（GPC）が，2.5ポイント以上の開きがあ
る科目群をなくすように取り組む。 

⑥ 学士課程や大学院課程における教育の成果
を検証するとともに，大学院修了生支援の仕組
みを整備する。 

⑩【10】 第２期では，大学における教育の成
果を客観的に評価するために，「大学間連携によ
る教員養成の高度化支援システムの構築」事業
で配置された教学IR（教学に係る計画策定，政
策形成，意思決定を支援するための情報を提供
する目的で行われる調査研究）と連携し，GPA
（学生の履修した授業の成績評点の平均値をデ
ータ化したもの）による学修成績データ，教育
実習の成績，教員採用試験結果の相関を調べた。
第３期では，これらの結果を学生の学修指導，
教員採用試験対策等に反映させ，授業改善や成
績向上，教員採用率向上等の成果を得る。 

【10-1】教学IRデータをもとに，「キャリアデ
ザイン科目」と「実践力育成科目」を，その系
統性をふまえて実施し，教員就職への意欲を高
めさせる。 

⑪【11】 第２期において，卒業・修了時と卒
業・修了後２～３年経過時に，書面・インタビ
ュー等の方法による追跡調査を行って報告書「教
師が語るⅠ」「教師が語るⅡ」をまとめた。第３
期では，学士課程や大学院課程における学びの
成果が生かされ，学校をはじめとする社会に還
元されているかについての更なる分析・検証を
行う。特に，第２期から行っている教育実践研
究科（教職大学院）のフォローアップ研修や修
了生相談窓口の開設等の修了生支援の取り組み
を，教育学研究科修士課程にも導入することに
よって，全大学院修了者に対して修了後も継続
的な支援を行う。 

【11-1】前年度の抽出調査結果を分析した後，
更なる卒業・修了者への追跡調査を実施する。 
 

【11-2】教育学研究科では，ホームカミングデ
ー等を活用し，「修了生への支援」を具体的に行
う。 

【11-3】教育実践研究科では，前年度の聞き取
り調査結果を生かして「フォローアップ研修」
の内容を再度検証する。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
１ 教育に関する目標（２）教育の実施体制等に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
① 学士課程にあっては，教員養成課程と現代学
芸課程の抜本的な見直しにより適正な教員組織
による新たな教育課程を再編成する。大学院課
程にあっては，教育学研究科修士課程と教育実
践研究科（教職大学院）の教育課程等の見直し
を踏まえて再編成するとともに，相互連携も含
め柔軟な教育指導体制を構築する。教育学研究
科後期３年博士課程では，担当教員の増員など
計画的に組織の充実を図る。 

①【12】 各教科や課程等，学生の教育単位で
組織している現行の講座制を，ミッションの再
定義をふまえて新たに構想する２つの教育課程
（教員養成課程及び教育支援人材養成課程（仮
称））の教育組織に対応させて再編成し，学生指
導を含めた教育上の責任体制を明確化する。 

【12-1】教員養成課程と教育支援人材養成課程
の教育課程を年次進行で実施する。 

②【13】 教育学研究科後期３年博士課程は，
第３期に更なる充実を図るため，教育環境学分
野・各教科学分野の各担当教員について，教育
行政，学校経営，学校安全，危機管理，家庭教
育等の教育を取り巻く現代的課題に対応した科
目を開設し，各分野の担当教員を50％以上増員
する。 

【13-1】教育環境学の分野・各教科学分野の担
当教員を増員し，現代的課題に対応した科目等
を開設する。 

③【14】 第３期では，教育実践研究科（教職
大学院）に対する学生の進学意欲を高めるため，
教育実践研究科（教職大学院）の所属教員が学
部授業も担当する体制に変更する。また，大学

【14-1】教職大学院の専任教員が学部授業を担
当する授業コマを増やす。 
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の人的資源を有効に活用して多様かつ豊富な授
業の履修機会を増やすため，教育学研究科修士
課程の担当教員と教育実践研究科（教職大学院）
との授業交流により，授業づくり履修モデルの
科目等の授業の多様性を確保し，それを学生に
提供する。 

【14-2】修士課程の教員が教職大学院の学級づ
くりの科目を中心に担当できる授業科目を増や
す。 

② 学生の主体的な学修を支援するために，新た
な学修の場を提供するとともに，教員による学
生へのきめ細かなサポート体制や学生の実践力
を系統的・総合的に身につけさせるための実施
体制を構築し，授業改善，教育の質的改善に繋
げる。 

④【15】 教員養成課程では，学事暦の見直し
等により柔軟な時間割を編成できるようにして，
すでに実施している，１年次の基礎実習，３，
４年次の教育実習（主免実習，隣接校実習）に
加えて，２年次に学校現場で諸活動をサポート
するサポート活動を導入し，学生が４年間を通
じて学校現場で学ぶ機会を提供する。さらに，
新設予定の実践力育成科目（４単位以上）を加
えることで，学生が４年間を通じてこれらの授
業科目を系統的・総合的に履修できる体制を構
築する。 

【15-1】学事暦を変更し，１年次の「基礎実習」
に替わる「初年次学校体験活動」（必修１単位）
を実施する。また，３，４年次の主免実習・隣
接校実習に生かせるよう，「実践力育成科目」で
身に付ける力について検討する。 

⑤【16】 特別支援教育における対応力を高め
るために，現代学芸課程の改組に合わせて，全
学部学生が履修する「教師教養科目」を新設し，
その中に「特別支援教育の理解と対応に関する
科目」（仮称）を2単位以上，必修科目として開
講する。さらに，これまでの本学における特別
支援教育特別専攻科（１年課程）の実績を踏ま
え，大学院においても，特別支援教育に対する
高度な実践力を育成するための授業を新たに開
講する。 

【16-1】必修科目の「教師教養科目」として，
「特別支援教育の理解と対応に関する科目」を
開講する。 

⑥【17】 第２期には，学生の学修環境・教育
環境の充実を目指して教育未来館等の新築・改
修を行い，ラーニング・コモンズ（複数の学生
が集まって，電子情報も印刷物も含めた様々な
情報資源から得られる情報を用いて議論を進め
ていく学習スタイルを可能にする「場」を提供
するもの）のスペースを確保してきた。第３期
では，学内各所の更なる整備を進め，そこを活
用した学生の自学自習を支援する。また，成績
不振者，中途退学者を減少させるためにGPA結
果に基づく個別面談やオフィス・アワー（大学
で，教員が学生の質問や相談を受けられるよう
に研究室などにいるように設定された時間）を
活用した相談業務，メンター（指導者，助言者）
による修学アドバイスを継続し，更に修学アド
バイザーを配置するなど，入学時から卒業まで
の学修や学生生活全般についてのきめ細かな指
導体制を構築する。 

【17-1】教員によるオフィス・アワーを活用し
た相談業務やメンターによる修学アドバイスを
継続するとともに，ラーニング・コモンズを利
用した学習サポート活動を展開し，修学アドバ
イザーの配置の体制を整える。 

⑦【18】 教員の教育能力や指導能力の向上を
図ることを目的として，第２期はFD（大学教員
の教育能力を高めるための実践的方法）を推進
するための組織を教員養成高度化センター内に
設置してFD活動を実施してきた。第３期では，
新たに設置した教職キャリアセンターのFD部門
等が中心となって推進し，全教員が少なくとも
年１回，他の教員の授業を参観し，授業方法に
ついての研修会，ICT教育に関する研修会等に
参加することを義務づける。また，現在新任教
員に限って実施している，附属学校・協力校を
利用した研修会に加え，学校現場で生じている
教育課題の把握及び実践的指導力向上を図るこ
とを目的とした研修会への参加を，准教授及び
教授昇任時の必須条件とするよう，教員選考基
準を改める。 

【18-1】前期，後期で行うそれぞれ１週間ずつ
の授業参観週間の企画内容や周知方法を改善
し，より一層の積極的な授業参観と事後検討会
への参加を促す。 

【18-2】新任教員研修を実施するとともに，昇
進時研修を試行的に実施する。 

③ 教員養成及び教育人材養成の質向上を図り,
学校教育に対する社会からの付託に応えるため，
北海道教育大学（H）・愛知教育大学（A）・東京
学芸大学（T）・大阪教育大学（O）の４大学が
連携してHATOプロジェクトの成果を全国の教
員養成大学･学部に発信することによって,全国
の学校教育の質の高度化や地域の特質へ適合し
た教育の実践を図る。 

⑧【19】 HATOプロジェクト全体としては，
教員養成と教育支援人材養成を行う全国の大
学・学部に対してプロジェクトの研究成果を情
報発信し，かつ継続的に相互交流と相互支援を
実施する中心的役割を担う機能を各大学に整備
する。また，現在の重要な教育課題及び新たに
提起されてくる課題の解決に資すさまざまなカ
リキュラム，教材等の方策を具体化し，大学，
学校，教育委員会等に実践的な支援サービスを
提供する。さらには教育委員会や学校と連携し，
現場のニーズや課題に対応した実践に生かせる
課題解決に向けて，研修会や実践的な研究会等
を開催する。 

【19-1】平成29年度末にHATOプロジェクトは
終了するので，教員養成開発連携センターの機
能を継続・発展させる方策を具体化する。また，
本学の先導的プロジェクトの研究成果について，
教育委員会や学校に対して公表し，教育現場の
活用に向けた意見を把握する。 

⑨【20】 HATOプロジェクトにおける本学の
先導的実践プログラムとしては，理科離れ克服
の科学・ものづくり教育の推進プロジェクトで

【20-1】理科離れ克服の科学・ものづくり教育
の推進プロジェクトでは，コンソーシアムを具
体的に動かす方策を策定する。特別支援教育の
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は，最終目標であるコンソーシアム設置に向け
た取り組みを行う。特別支援教育の多面的・総
合的支援プロジェクトでは，教員養成大学・学
部における特別支援教育のカリキュラム開発，
専門性を備えた人材創出のためのプログラム開
発を行う。外国人児童生徒学習支援プロジェク
トでは，外国人児童生徒の指導を理解し，学習
支援にかかわる教材を共同で開発する。 

多面的・総合的支援プロジェクトでは，開発し
た特別支援教育のカリキュラムを使って，授業
実践を行う。外国人児童生徒学習支援プロジェ
クトでは，開発した教材を用いた授業を構想す
る。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
１ 教育に関する目標（３）学生への支援に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
① 学生が入学当初に持つ意欲を保ちつつ，子ど
もたちの未来を担う優れた教員あるいは教育支
援を担う者として，幅広い社会性を持った社会
人となるよう，学修，生活，就職等に関する支
援を行う。 

①【21】 学生の大学生活への適応支援を行う
ために，新入生オリエンテーション及び初年次
教育の内容や方法を見直し，第２期中に導入し
たピア（仲間）による学生学修サポート事業を
充実させて，退学者，休学者の低減に努めると
ともに，現在設置されている学生相談窓口及び
オフィス・アワーの在り方を見直し，学生生活
を全学的にバックアップする。また，学生証に
よる出席管理システムの導入，発達障害学生へ
の対応を含む修学特別支援プログラム等を充実
するとともに，大学生活不適応学生の発見ポイ
ントに関する教員向け資料等を作成・活用し，
指導教員による個別面談を拡大する。 

【21-1】新入生オリエンテーション及び初年次
教育の内容や方法の見直しについて検証し，更
なる改善点をとらえる。「初年次演習」の全学共
通講義の機会を活用して出席確認やアンケート
調査を行い，大学生活を順調に開始できたかを
確認する。 

【21-2】なんでも相談室，障がい学生サポート
委員会，学生相談窓口連絡会及び修学特別支援
プログラムを整理し，全学的な学生支援連携体
制を整備して，退学率を１％以下とする。 

【21-3】出席管理システムを活用し，連続欠席
者を早期把握して，修学困難者の早期対応につ
なげる体制を確立する。 

②【22】 入学から卒業までの学生指導を的確
に行うために，学生が自分自身の学修全般を振
り返り，学修成果を可視化できるように学修カ
ルテ（仮称）を作成し，学修状況を把握すると
同時に，それを迅速な履修指導に繋げる。 

【22-1】正課に加えて，正課外活動歴も含めた
学修カルテの入力を開始する。 

③【23】 第２期まで行ってきた単位認定とは
関わらないインターンシップ，ボランティア活
動等の社会的な活動をより積極的に支援するた
めに，これらを第３期では教育現場で行うサポ
ート活動科目として導入し，単位認定を行う。
それぞれの担当部署で対応していた社会的活動
の対応窓口を一本化し，教職キャリアセンター
が中心となってキャリア開発・キャリア形成の
各段階に応じた学修になるようなプログラムと
して進める。 

【23-1】学校現場で必要とされる授業補助や課
外活動補助などの派遣体制を整備する。「学校サ
ポート活動」の単位認定に含まれる活動内容の
検証，精選を行う。学校現場での活動実績を体
験報告会として開き，情報の共有を図る。 

④【24】 平成26年度から，学生の自主的活動
の活性化及び社会人としての基礎力育成のため
に実施している，「愛知教育大学の活性化と学生
のスキルアップを目指した“AUE 学生チャレン
ジ・プログラム”」（AUE：本学の英語表記の略称）
を，第３期に更に活性化させるため，成果報告
の対象を学内の学生や教職員だけではなく，大
学の後援会や同窓会等にも広げ，活動の成果が
学外の人にも認められるような仕組みを構築す
る。また，留学生にも成果発表への参加を求め，
学生たちの取り組みにグローバルな視点が取り
入れられるような機会を提供する。 

【24-1】学生の活動成果を学内と学外に発表す
る方法として，「後援会だより」,「同窓会広報」
に加え，「保護者懇談会」や「大学祭」等におい
て活動報告する。 

⑤【25】 クラブ・サークルの中には，聴覚障
害学生のノートテイクサポートや不登校児童生
徒の学習支援，小・中学校での部活動支援，地
域活動支援等を行っている団体があることから，
学内の学生や地域の子どもたちへの学習支援等
を積極的に行う団体を「パートナーシップ団体
（仮称）」として認定する支援制度を創設し，活
動認定証明，活動場所・時間の確保，研修・指
導体制の整備等を行う。 

【25-1】認定した団体の活動状況を把握し，研
修・指導体制の整備を行う。 

⑥【26】 現在実施している，教育実践研究科
（教職大学院）の現職教員である学生の修学を
サポートする経済支援策に加え，本学独自の授
業料免除制度を拡充するなど経済的支援を充実
させ，教育学研究科修士課程の学生まで対象を
広げ，より多くの学生の修学を保障する。 

【26-1】経済状況等の調査及びヒアリング結果
を踏まえ，経済支援策を策定する。 

⑦【27】 第２期では，４年生を主対象として
教育現場における校長経験者等による教員採用
試験対策のための講座・面接練習・小論文指導
等を行ってきた。第３期では，対象を他の学年
にも広げ，早い時期から進路についての悩みな
どに応える相談・支援の場を定期的に設定して，
各人に応じたキャリア支援を徹底する。また，

【27-1】１，２年生を対象としたキャリア支援
に関するガイダンス等をそれぞれの学年で３回
以上実施する。 
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学生向け情報伝達システムの「学務ネット」を
用い，キャリア支援に関わる情報を確実にかつ
迅速に伝達・受信する仕組みを設けることで，
教員養成課程卒業生に占める教員への就職率
（臨時的任用を含む，以下同様）85％，教育学
研究科（修士課程）修了者の教員への就職率
80％，現職教員を除く教育実践研究科（教職大
学院）修了者の教員への就職率95％を達成する。 

【27-2】教員採用試験における面接練習などの
データを蓄積し，学生一人ひとりの情報を把握
できるシステムを構築する。 

② 留学生に対しても日本語支援も含め，日本人
学生同様の学修，生活，就職等に関する支援を
行う。 

⑧【28】 留学生に対する日本語教育を含む学
習支援，健康・経済等の生活支援，就職支援等
を第３期も継続し，留学生が支障なく卒業・修
了できるよう，いつでも・どんなことでも相談
できる窓口の利用案内を定期的に行うとともに，
留学生の使用言語に合わせた各種情報を提供す
るなどの支援体制の整備を行う。 

【28-1】学期毎に日本語能力別クラス分けを行
って，個々の能力に応じた授業の工夫を行う。
また，チューター同士が情報を共有して，個別
の対応を充実させる支援制度を整備する。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
１ 教育に関する目標（４）入学者選抜に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
① 学力の三要素(「知識・技能」「思考力・判断
力・表現力」「主体性・多様性・協働性」)を踏
まえ，記述式試験問題や小論文，面接，プレゼ
ンテーション，実技試験，調査書等を活用して
多面的・総合的な選抜を行う。 

①【29】 第３期には，アドミッション・オフ
ィスを設置し，教学IR（HATOプロジェクトの
教員養成開発連携センターIR部門）が集約して
きた選抜方法ごとの入学後の成績や卒業後の進
路データ等の提供を受けて，将来教職に就く者
又は学校を支援する人材として活躍する者の能
力，意欲，適性を多面的，総合的に評価する選
抜方法を具体化して，新たな入学者選抜に反映
させる。 

【29-1】在学生及び卒業生を対象にアンケート
を実施して現行の入試制度の検証を行う。また，
アドミッション・オフィス設置案を学内に周知
して設置に向けた意見を集約する。 

②【30】 第１期・第２期より附属高等学校と
の間で行っている高大連携教育システムを第３
期に検証し，そこで得られる研究成果を生かし
て高大接続を視野に入れた入学者選抜方法の改
善を行う。 

【30-1】高大連携教育システムの分析を行い，
入学者選抜の改善策を検討し，高大接続入試の
制度を設計する。 

③【31】 本学のアドミッション・ポリシーに
基づき，知識偏重ではなく，高等学校における
諸活動の実績等を適正に評価できるよう，６年
一貫教員養成高度化コース（仮称）特別選抜や
AO入試等の多様な選抜方法を策定するととも
に，推薦入試枠については現行の10.6％から
30％以上に拡大し，高い学修意欲を有する人を
積極的に受け入れる。 

【31-1】６年一貫教員養成高度化コース（仮称）
を含め，多様な選抜方法の導入について検討し，
新たな制度を設計する。 

④【32】 大学院入試では，第２期で行ってき
た学部直進者及び現職教員・社会人それぞれに
適合した選抜方法を再検討し，現職教員や社会
人の場合は教育経験や社会経験を重視した選抜
方法を整える。 

【32-1】学部直進者の選抜方法の改善を行う。 

② 広域拠点型教育大学として愛知県内を中心
に中部地区全域から教職を目指す入学志願者を
募るため，広報活動に取り組み，本学のアドミ
ッション・ポリシーや本学での学び，教員の魅
力を伝える。さらに，外国人に向けた広報活動
にも取り組む。 

⑤【33】 愛知県内を中心に中部地区の高校生
が本学を訪れて模擬授業に参加したり，研究室
を訪問したりする機会を増やすほか，出前授業
や進学説明会等に積極的に参加し，また，オー
プンキャンパスにおいても本学の特色，教員の
魅力を伝えることで学部入学志願者増に繋げる。
特に，第３期前半は，岐阜県・三重県を中心に，
後半には，静岡県・長野県・福井県まで範囲を
拡げ，国公私立の高等学校に向けた広報活動を
精力的に行う。さらに，大学院入学志願者を確
保するため，大学や教育委員会等に大学院案内
やポスター等のPR媒体を配布し，入試広報活動
に取り組むとともに，Webサイトを刷新する。 

【33-1】岐阜県及び三重県内の高等学校に訪問
希望調査を行い，県外への広報活動を強化する。 

⑥【34】 留学生増に向けた広報活動を推進す
るため，第２期で作成した英語・中国語版の大
学紹介DVD に続き，第３期では韓国語版やサ
マースクール（夏に開催しているショートステ
イ・プログラム）への参加が多いブラジルの学
生のために，ポルトガル語版について整備を行
うほか，Webサイトでの入試情報等も日本語以
外に英語・中国語・韓国語・ポルトガル語に翻
訳し表示する。また，大学院の出願に関しては，
東アジアの国際学術交流協定締結校からの留学
生増に向け，出願要件として課していた日本語
能力試験のレベルの緩和を第３期前半で行い，
後半でその実効性について分析・検証する。 

【34-1】留学生対象進学相談会への参加を増や
すと共に，日本語能力試験のレベルを緩和した
入試を実施して留学生増に向けた広報活動を強
化する。 
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
２ 研究に関する目標（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
個々の教員がそれぞれの専門性を生かし，多

様な分野で独創的な学術研究を行い，策定した
本学独自の研究評価基準に照らし，優れた研究
成果を創出するとともに，教育委員会や他大学
と連携・共同し，教員養成の高度化に資するプ
ロジェクト研究にも取り組み，研究成果の発信
等を通して学術や文化の創造及び教育の発展に
貢献する。 

①【35】 第２期に作成した，本学における研
究評価基準を活用し，第３期では，優れた研究
成果を集約，公表することで，教育科学，人文
社会科学，自然科学，創造科学の諸分野におけ
る特色ある個別専門研究，並びに学内共同研究
の実施を推進し，優れた研究成果（SS及びS）
が第２期を上回るようにする。また，大学にお
ける質の高い研究活動を展開するため，学内研
究費の重点配分を一層促進し，予算的措置を施
すことで，活性化につなげる。 

【35-1】優れた研究成果を創出し，質の高い研
究活動を活性化するために，研究成果を集約，
公表するシステムを構築するとともに，見直し
を行った学内研究費の重点配分基準の妥当性を
評価する。 

②【36】 教育実践研究を推進するために，第
２期に協定を結んだ大学との協力関係を生かし，
学外の教育の専門家や医学部等の異分野の研究
者とプロジェクトチームを編成し，アクティブ・
ラーニングによる新たな学習指導方法や教員研
修プログラム等の開発並びに学校におけるいじ
め・不登校，特別支援教育等の現代的教育課題
解決に資する医教等の連携による研究を実施す
る。 

【36-1】現代的教育課題の解決に向けたいじ
め・不登校プロジェクトや医教連携プロジェク
ト，また，教員養成の高度化に向けた新たな学
習指導方法や教員研修プログラムの開発プロジ
ェクト等を推進する。 

③【37】 機関リポジトリや研究者総覧をはじ
めとしたWebサイト等を活用し，第３期には，
更に最新の研究活動を恒常的に公開するととも
に，アカデミック・カフェ等の開催回数を増や
し，本学における優れた特色ある研究成果を社
会に発信することで研究成果を広く社会に還元
する。 

【37-1】研究成果を広く社会に還元するために，
機関リポジトリへの登録数の向上，研究者総覧
の恒常的な更新に努め，特色ある研究のアカデ
ミック・カフェを開催し，その内容をWebサイ
トに公表する。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
２ 研究に関する目標（２）研究実施体制等に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
個別研究及びプロジェクト共同研究を推進す

るための研究支援の事務サポート体制を充実さ
せるとともに，研究環境の向上のため学内の研
究設備等を効率的に活用する。また，研究の質
的強化のため外部評価を含めた研究成果の評価
システムを整備する。 

①【38】 研究環境をソフトとハードの両面か
ら改善するために，第３期には学部研究活動を
支援推進するためのリサーチ・アドミニストレ
ーション・オフィスの機能を有する組織を設置
し，研究活動の企画・マネジメント及び科学研
究費助成事業等の外部資金の獲得を支援する体
制を強化する。また，学内の研究施設，設備等
を定期的に保守，点検し，共同利用体制を整え
る。 

【38-1】研究活動の活性化に向けて，リサーチ・
アドミニストレーション・オフィスの機能を有
した研究支援体制並びに研究施設・設備の共同
利用体制を整備する。 

②【39】 研究の質的な向上を推進するために，
研究成果の自己点検並びに外部評価を取り入れ
た客観的評価システムを整備する。 

【39-1】研究の質的な向上を推進するために，
研究成果の自己点検システム及び外部評価のた
めの研究成果を集約する仕組みを整備する。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
ものづくりが盛んな中部地区において，科学・

ものづくり教育や外国人児童生徒支援教育等の
地域社会の要請に応えるため，教育関係機関と
の連携を深め，地域に根ざした「教育の総合大
学」としての特性を生かした社会貢献を実施す
る。 

①【40】 教育研究活動の成果を社会に還元す
るために，第３期では，現職教員を対象とした
公開講座を増やし，年間15講座以上開講する。
また，教育委員会等との協働による研修プログ
ラムの新たな開発を行い，アクティブ・ラーニ
ングや現職教員のキャリア・ステージに応じた
育成指導目標の作成等の再教育システムを構築
し，現職教員の研修をサポートする。 

【40-1】現職教員を対象とした公開講座を15
講座以上開設するとともに，愛知県教育委員会
あるいは名古屋市教育委員会と共同して開発し
た中堅教員研修を本格実施し，アンケートによ
り研修プログラムを検証する。 

 

②【41】 ものづくりが盛んで外国人労働者の
多い中部地区では，日本語学習を中心とした支
援（日本語教育指導）を必要とする外国人児童
生徒及び労働者が多いことから，地方公共団
体・NPO 等と連携して，ボランティア活動に
参加する人が指導技術を身につけるためのプロ
グラム等を策定し，修了者には「AUE日本語指
導員講習修了認定証（仮称）」を交付して，日本
語教育の支援活動を普及させる。 

【41-1】平成28年度の調査結果をもとに「AUE
日本語指導員講習修了認定証（仮称）」を交付す
るためのプログラムを開発する。また，近隣に
在住する外国人児童生徒及びその保護者に対す
る日本語教育支援事業（研修会・講習会）を充
実させるために，参加希望学生数250名以上，
研修会・講習会の開催数９回以上及び参加者数
260名以上を目標とし，参加学生や研修会等へ
の参加者への外国人児童生徒への理解度を測る
アンケート調査を行う。 

③【42】 第２期に実施した一般市民向けの大
学公開講座等の開設を更に拡充させ，第３期で
は10％増の年間30講座以上を開講し，社会人教
育の充実に向けた短期プログラムの開発に取り
組む。 

【42-1】一般市民向けの大学公開講座を28講
座以上開設し，短期プログラムを開発する。 

④【43】 学外からの要望が多い心理教育相談
や発達支援相談活動を充実させるために非常勤
カウンセラー等を導入する。また，図書館での
絵本の常設展示，大学生協購買部での育児本フ
ェア等を開催して，育児相談事業との接続をは
かりながら，子育て支援や就学前児童の支援を

【43-1】心理教育相談や発達支援相談活動の充
実策及び相談室スタッフの適正な人数や勤務体
制を検討する。 

【43-2】学内施設を開放し，子育て支援を行う
計画を試行する。 
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積極的に行う。 

⑤【44】 企業連携については，第２期に締結
又は実施したICT教育に関する共同研究，環境
エネルギー教育の推進，ビオトープを活用した
環境教育等の活動を継続的に発展させるととも
に，第３期では更にNIE教育（新聞を教材とし
て活用した教育）を中部地区の新聞社との共同
事業により推進し，さらに刈谷ロータリークラ
ブ（地元の中堅企業代表が参加）や刈谷市所在
の行政機関（官公庁関係）等との連絡会議を定
期的に開催することで各種の企業体験やインタ
ーンシップ，フレンドシップ事業等の連携を強
化し，学生や教職員の社会性や地域貢献への意
欲を向上させる。 

【44-1】企業連携を推進するために「企業と大
学との連絡会議」（仮称）を開催する。 

⑥【45】 地域創生を目指し，第２期では，近
隣の刈谷市ほか５市と包括協定を締結し，科
学・ものづくり教育の推進や中心市街地の活性
化等に取り組んできた。第３期では，本学の登
録商標である「しょくまるファイブ」を活用し
て刈谷市等が行っている食育推進を国内外に広
めるなど，より広範な地域貢献を目指し，新た
な市町村との包括協定の締結に向けて積極的に
取り組む。 

【45-1】締結率55％以上を目標に，愛知県内
市町村との包括協定あるいは教育委員会との相
互連携に関する協定及び覚書の締結を拡充する。
また，現職教員の資質・能力の向上に貢献する
ために，協定あるいは覚書に基づき，教育委員
会との連携による研修講座を年２回開催する。 

⑦【46】 第２期に愛知県のユネスコスクール
の基幹校に任命されたことから，第３期は県内
のユネスコスクールの活動支援を積極的に行う
とともに，教育委員会等と連携し，各学校の成
果発表及び情報交換会等を開催して，「持続可能
な開発のための教育（ESD）」を進める。 

【46-1】ユネスコスク－ルの成果発表及び情報
交換会を開催し，本学の活動支援が適正であっ
たかを評価する。 

⑧【47】 第２期に作成した，本学に在職する
教員の専門領域，支援実績，支援可能内容等を
一覧にした「学校教育支援データベース」の更
新を定期的に行うとともに，データベースの冊
子を県内の教育委員会及び学校等に配布するだ
けではなく新たに中部地区の教育委員会等にも
配布することで，広域拠点型教育大学としての
使命を有する本学の人的資源の有効活用を推進
する。 

【47-1】データベースの更新作業を継続し，配
布先を対象に，利用しやすい形式や媒体につい
て調査する。また，中部地区の教育委員会等へ
の配布を行う。 

⑨【48】 国公私立の枠組みを超えた教員養成
の高度化を目指し，県内他大学と愛知教員養成
コンソーシアムの組織を活用して，共同教育，
単位互換，大学院生の受け入れ等の取り組みを
行う。 

【48-1】連携事業の成果を踏まえ，ｅラーニン
グ事業等を連携大学間で実施する。 

⑩【49】 第２期には，子どもまつり（学生が
主体となって年２回大学キャンパスを開放して
地域の子どもたちと交流する企画。毎年約2,000 
人参加）や科学・ものづくりフェスタ＠愛教大
（理科や技術科の学生と教員が中心となって，
11月に講義棟を開放して子どもたちに科学やも
のづくりの面白さを体験させる企画。毎年約
1,000 人参加）等を開催して，大学の施設設備
を活用しながら，子どもたちの学習や交流の場
を設けてきた。これらのイベントを第３期も継
続し，更に緑豊かなキャンパスの特性を生かし
て，就学前の子どもを有する親たちが集い，地
域の方々にも憩いの場所となるようなエリアの
整備を国の財政措置の状況を踏まえ行う。 

【49-1】各種イベントを開催し，地域の方々の
憩いの場としてキャンパスを開放する。また，
各種イベント時のアンケートや地域の役員との
懇談会等を活用して，キャンパスの開放等のあ
り方についての意見聴取を行う。理科離れ克服
の科学・ものづくり教育推進事業（訪問科学実
験）の参加学生の達成度・満足度及び参加児童・
生徒の理解度・満足度率65％以上を目標にする。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
４ その他の目標（１）グローバル化に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
ものづくりが盛んで，多くの外国人労働者の

集まる中部地区において，外国に繋がりのある
子どもたちの発達保障とその親へのサポートは，
この地域の教育大学である本学が学校，企業，
自治体，他大学，NPO等と連携して取り組むべ
き重要課題であることから，大学のグローバル
化を一層推進し，グローバルな視野を持った教
員を養成するとともに，アジアの教育人材育成
にも貢献する。 

①【50】 本学教員及び学生が多文化理解を深
めるため，国際学術交流協定締結校から研究者
及び教員志望の学生を一定期間受け入れ，授業
を含めた本学学生との交流プログラム（インタ
ーナショナル・カフェ，ランチタイムの交流会
等）を実施する。また，より多くの留学生を受
け入れるため，学生寮全体の７％以上を留学生
に開放して混住型学生寮とするなどの住環境を
整備するとともに，学生寮内に共有スペースを
設け，その場をラーニング・コモンズとしても
活用することで，学生と留学生が交流できる機
会を提供する。 

【50-1】協定校からの研究者（招へい教職員年
間３名（期間３ヶ月）），及び交換留学生（年間
３名：教育研究基金奨学金）の受入を維持する。
また，留学生との交流機会の充実を図るため，
教育交流館を活用して，インターナショナル・
カフェ（学期毎に２回），インターナショナルラ
ンチオンミーティング（年４回）を開催する。 

【50-2】学生寮全体の７％以上に継続して留学
生を受け入れ，寮内の共有スペースにラーニン
グ・コモンズを設置することを学生たちの意見
を取り入れて決定する。 
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②【51】 グローバルな視野を持った教員を養
成するために，TOEIC・TOEFL 等を活用する
ことで，英語学習を全学的に支援し，その成果
を定量的に評価する。また，アジア地域をはじ
め国外の高等教育機関と連携して，第２期で実
施したオーストラリアの海外教育実習プログラ
ムに類するプログラムを他の国際学術交流協定
締結校でも実施する。さらに，学事暦を柔軟化
させ，海外留学プログラム，海外短期交流，海
外教育実習，多文化体験等の活動を実施しやす
い環境を整備し，「グローバル教員養成プログラ
ム（仮称）」の開発に取り組む。 

【51-1】全学的に支援し行っているTOEIC 等
による英語学習の成果を評価する方法の方針を
決定する。 

【51-2】協定校における海外教育実習プログラ
ム，短期交流のプログラム，多文化体験のプロ
グラムの具体化に向けた方針を決定する。 

③【52】 アジア地域における教員養成の高度
化に貢献するため，第２期で実施した韓国晋州
大学校との単位互換制度を他の国際学術交流協
定締結校へも適用し，アジア地域をはじめとす
る国際学術交流協定締結校から教育学研究科修
士課程に学生を積極的に受け入れる環境を整備
する。また，アジア地域の教育人材養成リーダ
ーを育成するため，博士学位の取得を目指す留
学生を教育学研究科後期３年博士課程で受け入
れる環境も合わせて整備し，アジア地域におけ
る教育研究者養成を支援する。 

【52-1】協定校と単位互換制度適用を増やす方
策に基づき，具体化に向けて試行する。 

【52-2】ニーズ調査の結果に基づき，学内での
受入れに関する調査を実施する。 

④【53】 グローバル化を推進するため，教職
員に対してTOEIC等の語学試験の受験，国際理
解研修及び海外研修への参加の推奨等，本学教
職員の積極的な国際交流活動を促すための仕組
みを整備し，学部においては30コマ以上，大学
院においては10コマ以上で英語による授業を導
入する。 

【53-1】グローバル化を推進するため，TOEIC
等の教職員の受験，国際理解研修，海外研修を
支援する体制を整備する。 

【53-2】教職員の積極的な国際交流活動を促す
ための仕組みを整備し，英語による授業を学部・
大学院ともに導入する。 

⑤【54】 地域における国際理解を推進するた
め，刈谷市国際交流協会等の地域の各機関や組
織等と連携し，地域の外国人児童・家族支援，
発達支援，ライフコース支援等を行う。 

【54-1】刈谷市国際交流協会等の地域の各機関
や組織等へのヒアリング調査を行い，ニーズを
整理する。 

⑥【55】 アジアを中心とする国際人材育成と
大学連携による国際化の加速度的推進のため，
名古屋大学，三重大学との連携（３大学連携）
を軸に，JICA，JICE，CIESF等の国際協力機関
や組織とも連携し，学校教育指導者の養成や健
康教育の普及によりアジアの教育人材育成を支
援する。 

【55-1】３大学連携によるカンボジア実地研修
の子どもの発育調査を継続して年１回実施する
中で健康教育の普及を支援するとともに，協定
校であるカンボジア国立教育研究所研修員を１
～２名を受け入れ，アジアの教育人材育成を支
援する。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
４ その他の目標（２）附属学校に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
大学の持つ多様な人的・物的資源を生かして，

それぞれの附属学校の特色ある教育研究を支援
するとともに，地域から派遣された教員によっ
て運営される附属学校の人的資源及び教育研究
成果を大学の教育研究のみならず地域の教員の
スキルアップ，教育課題の解決等に活用するこ
とで，附属学校としての使命を果たすとともに，
国の拠点校並びに地域のモデル校としての存在
意義をより明確にする。 

①【56】 本学が有する附属学校（幼稚園，小
学校，中学校，高等学校，特別支援学校）のそ
れぞれが，地域の拠点校並びにモデル校として
の役割を果たすために，研究開発学校の指定等
に応募することで，新学習指導要領を見越した
国が示す新たな教育課題等に率先して取り組む。
また，アクティブ・ラーニングやICTを活用し
た授業実践研究等に先導的・実験的に取り組み，
その成果を研究発表会等を通して発信し，地域
の学校の要請に応じて指導・助言のために教員
を派遣する。愛知県の教育プラン（特別支援教
育の充実）を受けて，附属特別支援学校は県内
の特別支援学校の拠点となるようラーニング・
コモンズやICTを活用した情報提供などの整備
を行う。 

【56-1】研究開発学校の指定等（教育課程研究
指定校事業含む）や国が公募するプロジェクト
に２件以上応募し，１件以上の採択を目指す。
また，先進的な授業実践研究の成果を教育研究
発表会等を通して公表するとともに，指導者・
助言者として地域の学校に還元する。 
【56-2】特別支援学校小学部を改修し，インク
ルーシブ教育開発室（仮称）を設置する。 

②【57】 学生の実践的指導力の育成のために，
教育実習や第３期に導入する学校サポート活動
において，附属学校ならではのアクティブ・ラ
ーニングやICTを活用した先進的な授業実践を
学ぶ機会を提供するとともに，大学と附属学校
の授業連携を推進するための連携センター等の
組織を附属学校に設置し，実習校としての機能
を向上させる。 

【57-1】新設された学校サポート活動の受講生
を積極的に受け入れるとともに，大学と附属学
校の授業連携を推進するための組織を準備する。 

③【58】 大学教員の学校現場における教育課
題の把握及び実践的指導力の向上のために，附
属学校を活用した研修内容を充実させるととも
に，地域の現職教員の指導力の向上のために，
附属学校と大学，並びに地域の教育委員会や研
究会組織等との連携を強め，教員研修会や授業
研究会等の開催を通して，地域の現職教員のス
キルアップに貢献する。 

【58-1】大学教員の附属学校におけるFD研修
の内容を精査するとともに，地域の現職教員の
スキルアップのために，大学・附属学校・教育
委員会等と連携して研修会等の開催に協力す
る。 

④【59】 第２期は，大学及び附属学校両者の 【59-1】実践的教育課題を解決するための共同
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教育研究を向上させるために，多様な専門家か
らなる大学のリソースを活用して，高大連携研
究プロジェクトの実施をはじめ，いじめ・不登
校，発達障害支援等の学校における実践的教育
課題を解決するための共同研究プロジェクト等
を推進してきた。第３期は，ユネスコスクール
として全附属学校が認定されたことを受け，学
部生や大学院生による学校サポート活動を交え
「持続可能な開発のための教育（ESD）」を推進
するための共同研究活動を行い，研究成果を大
学及び附属学校の教育研究活動に反映させる。 

研究プロジェクトを実施し，学校サポート活動
を交えた「持続可能な開発のための教育（ESD）」
の推進を目指した共同研究活動を実施する。 
 

⑤【60】 各地区の附属学校の機能を更に充実
させるために，名古屋地区では「グローバル教
育等を展望した幼・小・中の連携」，岡崎地区で
は「インクルーシブ教育（障害の有無によらず，
誰もが地域の学校で学べる教育）等を展望した
小・中・特支の連携」，刈谷地区では「科学教育
研究活動等を展望した高大接続」を柱とする改
革プランを大学及び地域との協働により実現す
る。 

【60-1】作成した改革プランの実施計画に基づ
き，各地区ごとに大学と協力して実行に移す。 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
１ 組織運営の改善に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
① 第２期は，ガバナンス機能の強化を行うため
に，平成27年度から施行された学校教育法及び
国立大学法人法の改正に伴い，学内規程等を整
備した。第３期は改正を踏まえ，更なる学長の
リーダーシップを発揮するために，教育改革等
を推進し，戦略的な資源配分を行う。 

①【61】 第２期末には，学長の指示によって
理事４人のもとに副学長６人を置き，学長・理
事・副学長による懇談会を隔週で実施し，ガバ
ナンス機能を強化した。第３期は，学長のリー
ダーシップの更なる発揮を目指して，内部統制
の観点から理事・副学長に学系長も加えた部局
長の役割と責任を明確化し，ガバナンスの点検
体制を整えて，定期的に達成状況の確認と見直
しを行う。なお，監事は常勤化することで，ガ
バナンス体制及び内部統制の運用についての監
査機能を強化する。また，教育，研究，社会貢
献の機能を最大限に発揮するために，平成27年
度に設置した教職キャリアセンターの３つの柱
（キャリア開発，キャリア育成，キャリア高度
化）を本学の教育改革の中核に位置づけ，具体
的なロードマップを作成し，それに沿った事業
を展開する。 

【61-１】部局長による達成状況の確認及び見
直しを行う。また，教育改革のロードマップに
沿ったアクティブ・ラーニングやチーム学校体
制の支援専門職養成などのキャリア開発・育成
関連の事業，６年一貫教員養成高度化コース（仮
称）や現職教員再教育などのキャリア高度化関
連事業を展開するとともに，事業実施の中枢を
担う教職キャリアセンターの内部組織の充実を
図る。 

②【62】 第２期には，学長裁量経費の中に教
育研究重点配分経費を設け，本学の教育改革や
機能強化に貢献する教育研究に研究費の重点配
分を行った。第３期も重点配分の制度を継続す
る一方で，ミッションの再定義で示した学校現
場での指導経験を有する教員の採用及び実践力
育成に関わるシニア教員（仮称）又はキャリア
教員（仮称）を採用する。また，教育実践研究
科（教職大学院）の拡充と教育学研究科後期 
３年博士課程の教育研究の充実に向けて，学内
の担当教員を増員する。 

【62-1】教育研究重点配分経費を継続する一方
で，学校現場での指導経験を有する教員の率に
ついて前年度の水準を保ちつつ，財源の確保も
視野に入れ，当該教員の採用計画の実現に向け
た作業を進める。実践力育成に関わるシニア教
員（仮称）又はキャリア教員（仮称）のシステ
ムの詳細な制度設計を行う。 
【62-2】次年度の博士課程担当教員増員のため
に，教育環境学分野を中心に手続きを進める。 

【62-3】教職大学院においては，必要な履修上
の区分やカリキュラム等を決定するとともに，
修士課程教員の教職大学院への配置換を開始
し，次年度も継続して段階的に増員するための
手続きを進める。 

② 男女共同参画社会基本法に沿って働きやす
い職場環境を整備するため，男女共同参画を推
進する。また男女比率を考慮にいれた女性教職
員の採用，管理職への登用については，これま
での率を維持しつつ，更に向上させる。 

③【63】 第２期には「男女共同参画推進オフ
ィス」を設置し，学内託児の試行など，女性が
働きやすい職場環境の整備等を行ってきた。現
在，教職員全体に占める女性の割合は23.9％，
女性研究者19.1％（附属学校教員は含まない），
役員における女性率14.3％，女性管理職の
13.8％であり，いずれも国の示す基準を大幅に
上回っている。第３期においてはマスタープラ
ンに基づき年次計画を作成し，「学内託児」の本
格実施への移行，Webサイトを利用しての相談
体制の確立及び育児休業からの復職支援等，男
女共同参画の取組を一層推進し，女性研究者率，
女性管理職率を向上させる。 

【63-1】Webサイト等を利用した相談体制を確
立させる。また，女性職員の育児休業制度の利
用率（現在100％）を維持し，さらに，育児休
業からの復職支援を継続する。女性研究者率お
よび女性管理職率の向上のため，女性登用計画
を作成する。 
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③ 社会的要請を的確に反映するために，経営協
議会及び教員養成の質向上に関する会議，監事
等の外部有識者の意見を本学の運営に活用す
る。 

④【64】 経営協議会の運用の工夫改善を図り
つつ，教員養成の質向上に関する会議，教育委
員会等との各種連絡協議会等における外部有識
者からの意見を教育研究や経営の効率化等，法
人の運営に反映させることにより，社会的要請
に的確に応える。また，財務，会計のみではな
く，教育研究や社会貢献の状況，学長選考方法，
大学のガバナンス体制等についても監事が監査
を行い，その意見及び指摘内容を役員会，教育
研究評議会等に報告し，その内容を業務の改善
に生かす。なお，監事の業務サポートを行うた
め，担当の職員２人を配置した監事監査室を引
き続き活用する。 

【64-1】経営協議会，教員養成の質向上に関す
る会議，教育委員会等との各種連絡協議会等に
おける外部有識者からの意見を法人の運営に反
映させる。監事による監査をサポートし，意見
や指摘内容を業務改善に生かす。なお，監事の
業務サポートを行うため，担当の職員２人を配
置した監事監査室を引き続き活用する。 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
① 教育学部組織の見直しを行い，質の高い付加
価値のある教員養成課程にする。現代学芸課程
はミッションの再定義を受けて改組し，スクー
ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカー
等の養成を行ってチーム学校において活躍する
人材を育てる。 

①【65】 教員養成課程にあっては，以前より
本学が行ってきた複数免許状の取得を，新たに
制度化される小中一貫教育等への対応を視野に
入れて充実させる。また，中部地区に多い外国
人児童生徒に対応するため，初等教育教員養成
課程に新たに日本語選修を設置するなどの組織
改編を行うとともに，現代的教育課題に対応す
る教師教養科目の設定，実践力育成のための体
験的学習の充実等を目指してカリキュラムの改
訂を行い，講義担当体制の見直しも行う。なお，
卒業者に占める教員就職率（臨時的任用を含む）
について，第３期終了までに85％を確保する。
また，現代学芸課程は改組し，チーム学校に貢
献する教育支援人材を養成することを目的とし
た課程に再編する。 

【65-1】新入学生より，教員養成課程「生活科
選修・日本語選修」と教育支援専門職養成課程
の教育課程を年次進行で実施する。 

② 教育学研究科修士課程では，教科教育に関す
る領域を再構築し，実践的指導力及び高度な研
究指導能力を持った教員を養成するための体制
を構築する。また，教育実践研究科（教職大学
院）では，新しい学校づくりの有力な一員とな
り得る新人教員の養成，理論と実践力・応用力
を備えたスクール・リーダーとなり得る現職教
員の養成を行うために，研究能力と実践能力の
双方に精通した教員配置を行うとともに，現代
的な課題に対応した教育課程，各免許教科に対 
応した授業づくり，履修モデルを可能とする組
織の再編成を図る。さらに，教育学研究科後期
３年博士課程では，教科学分野と教育環境学分
野のそれぞれの充実を図り，教員養成分野の高
度化に対応できる研究者養成の役割を果たす。 

②【66】 教育学研究科修士課程では，従来の
教科内容，教科教育及び発達教育科学専攻等に
関する領域を再構築し，専攻の大括り化をする
とともに，教育学研究科修士課程の抜本的な再
編成を行うために，教育実践研究科（教職大学
院）との入学定員の見直しを図り，教育学研究
科修士課程と教育実践研究科（教職大学院）を
現行10対５から７対８の割合にする。なお，修
了者（現職教員，進学者，留学生，学校教育臨
床専攻修了者を除く）の教員就職率について，
第３期終了までに80％を確保する。 

【66-1】修士課程では専攻の大括り化を検討す
るとともに，教職大学院の専任・兼担等の組織
変更を検討し，その内容を決定する。 

③【67】 教育実践研究科（教職大学院）では，
受験資格を幼稚園教諭や養護教諭にも拡大し，
特別支援教育や教育臨床に関する現代的教育課
題に対応した科目開設を行い，全校種の現職教
員が学べる総合的な大学院づくりを行う。また，
教育学研究科修士課程とカリキュラム上で相互
に連携できる柔軟な組織編成・授業編成を行う。
なお，修了者（現職教員を除く）の教員就職率
について，第３期終了までに95％を確保する。 

【67-1】教職大学院の受験資格として幼稚園教
諭や養護教諭の受験が可能となるよう入試制度
を導入し募集を開始する。 
【67-2】現代的教育課題に対応した科目を教職
大学院のカリキュラム編成と照らし合わせ，１
科目開設する。 

【67-3】教職大学院と修士課程のカリキュラム
が相互に連携できる柔軟な組織編成，授業編成
を行う方策を検討する。 

 ④【68】 教育学研究科後期３年博士課程では，
教育を取り巻く課題に対応させるため，教科学
分野及び教育環境学分野の担当教員を50％以
上増員し，学生の多様なニーズに応える。 

【68-1】教育環境学分野及び教科学分野の担当
教員を増員し，学生の多様なニーズに応える。 

③ 実践的指導力を有する教員の育成，教員養成
の高度化等の社会的要請に応えるため，学部及
び大学院の教育研究組織の見直しを行う。 

⑤【69】 学部及び大学院の教育研究組織につ
いては，第３期における新たな教育支援人材養
成課程（仮称）の設置に伴って，既設の教員養
成課程の選修・専攻内の改編を行い，教育実践
研究科（教職大学院）の拡充に向けて教育学研
究科修士課程の大括り化を進める。また，実践
的指導力の育成・強化を図るため，学校現場（幼
稚園，小学校，中学校，高等学校，特別支援学
校等）で指導経験のある大学教員を，第３期終
了までに20％に増やす。 

【69-1】教員養成課程の初等教員養成課程に新
たに日本語選修と生活科選修構想を実現する。 

【69-2】修士課程の組織の改編を目指してカリ
キュラムや教員の授業担当の検討を進め，実践
的指導力の育成につながるようなシニア教員等
の配置の詳細を決定する。 

④ 学部と大学院をシームレスに接続した６年一
貫教員養成高度化コース（仮称）を再設計し，
現在求められている高度な教育研究能力を有し
た教員の養成に努める。 

⑥【70】 現在，質の高い教員養成を行うため
に，教員養成課程３年次からのコース選択によ
り，学部と教育学研究科修士課程及び教育実践
研究科（教職大学院）を一貫させた６年一貫教
員養成コースを設置している。第３期は新たに，
学部入学段階から大学院までの６年間のスパン
で高度な教科専門力と実践的指導力を身につ
け，現代的教育課題にも対応でき，即戦力とし
て教育現場で主導的な活躍が期待できる人材を
育成するための６年一貫教員養成高度化コース

【70-1】６年一貫教員養成高度化コースの設置
に向けて，関係機関との調整を進め，平成29年
度入学生から試行的に実施し，コースカリキュ
ラムの検討やPRによって，コース志願者を確保
するとともに，履修満足度をとらえて，次年度
のカリキュラム改善に活かす。 
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（仮称）を設置する。 

⑤ 多様なバックグラウンド（学修歴）を有す教
員免許状取得希望者に，教員免許状を取得する
ためのキャリアパスを示し，社会的ニーズに応
える。 

⑦【71】 大学における教育研究活動を活性化
し，社会的ニーズに応えるために，他大学卒業
生，高等専門学校卒業生及び社会人等で，高い
モチベーションを有する教員免許状取得希望者
に対し，６年一貫教員養成高度化コース（仮称）
を活用するなどして，学士編入又は編入学の制
度により，教員免許状取得を可能とする新たな
パスを構築する。 

【71-1】教員免許状を取得するための学士編入，
編入学制度の本学に適した形態を検討して，実
現に向けた制度設計を行う。 

⑥ 本学の基本目標のひとつである「現職教員の
再教育」を推進するために現職教員の授業受講
環境を整備するとともに,管理職養成のための教
員研修制度を中部地区の県・市教育委員会等と
連携，構築し，広域拠点型教育大学としての中
核的役割を果たす。 

⑧【72】 現在行っている教育学研究科修士課
程の昼夜開講や土曜日開講及び教育実践研究科
（教職大学院）の夜間及び土曜日開講を充実さ
せ，第３期では現職教員等を対象とした夜間コ
ース（土・日開講も含む）を開講する。アクセ
スのよい名古屋市内を中心にサテライト（名古
屋キャンパスほか）を開設し，受講環境を整え
る。また，ｅラーニングシステムを活用し，受
講環境を多様化する。さらに，本学附属学校の
教員を教育学研究科修士課程又は教育実践研究
科（教職大学院）に毎年２人以上入学させて，
高度な実践力を有する卓越教員を育成する。 

【72-1】サテライトキャンパスの候補地を決定
し，実施のための準備を行う。 

【72-2】ｅラーニングシステムやTV会議シス
テムの導入計画を作成するとともに，附属学校
教員の受講上の課題を検討する。 

⑨【73】 教育実践研究科（教職大学院）の拡
充に伴って，現行の基礎と応用の２領域，授業
づくりと学級づくりと学校づくりの３コースに
よる構成を検討し，入学希望者にとって魅力あ
る大学院づくりを行う。現在の教職実践応用領
域（現職教員対象）が担っているミドル・リー
ダー養成に加えて,中部地区の現職教員を対象
に,教育委員会と連携した現職教員研修プログラ
ムを開発すると同時に,管理職養成のための履修
モデルを構築して教員研修を積極的に行う。 

【73-1】教職大学院の授業づくり履修モデルに，
新たな教科教育系の科目開講を検討する。 

【73-2】現職教員を対象に実施した研修等を踏
まえ，新たな履修モデル「学校マネージメント
コース（仮称）」の具体的な内容を検討し，教職
大学院充実のための準備を進める。 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
３ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
東海地区の大学間連携を活用し，事務の効率

化，合理化を図るとともに，職員の能力を向上
させるため研修を充実させる。また，事務職員
の管理職登用制度を活用するなどして，業務へ
の取り組み意欲を向上させる。 

①【74】 第２期は，東海地区国立大学法人８
大学による事務連携を開始し，「研修」「法務」
「資産運用」「危機管理」等，複数の業務につい
て共同実施の可能性を探り，可能なものから取
り組んできた。第３期は，第２期末に見直し，
精選された事業を引き続き活用するなどして，
事務処理の合理化・効率化に積極的に取り組む。 

【74-1】東海地区国立大学法人８大学による事
務連携を活用し，共同事務を推進することによ
り，前年度並の実績を確保するとともに，事務
処理の合理化・効率化に取り組む。 

②【75】 第２期から実施したSD研修（事務職
員の職能開発研修），メンター制度（新入 
職員などの精神的なサポートをするために，専
任者をもうける制度），ビジネスマナー研修，コ
ンプライアンス研修等の検証を行い，研修体制
を不断に見直すとともに，第３期は新たな研修
の計画等，内容を充実させることにより，大学
運営に必要な知識を備えた事務職員を育成する。
また，本学事務職員に広い知識，経験を身につ
けさせるために，文部科学省や他機関との人事
交流を毎年２人以上行う。 

【75-1】従前の研修の検証・見直しを行うとと
もに，大学設置基準改正の趣旨に沿ったSD研修
を実施する。また，文部科学省や他機関との人
事交流を２人以上行う。 

③【76】 平成26年度に制定した，業績評価等
による事務職員の管理職登用制度を活用して，
意欲のある優秀な職員の上位職への登用を積極
的に行う。また，本学の運営に対する貢献や他
者の模範となるような工夫・努力をした事務職
員に対して職務貢献表彰を継続して行い，職員
のやる気を引き出し，業務への取り組み意欲を
向上させる。 

【76-1】事務職員の管理職登用制度を活用し
て，意欲のある優秀な職員の上位職への登用を
積極的に行う。また，事務職員に対する職務貢
献表彰を継続して行い，職員のやる気を引き出
し，業務への取り組み意欲を向上させる。 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 
１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
科学研究費助成事業，受託研究費，受託事業

費及び寄附金等の外部資金の獲得等，自己収入
の確保及び増額に取り組む。 

①【77】 研究資金獲得のため，第２期は，研
究費公募情報の収集・周知に努め，大学組織と
して「特別支援教育の充実経費」，「大学間連携
共同教育推進事業」等を獲得した。第３期も，
同様の取り組みを継続し，第２期と同等以上の
外部資金を獲得する。また，科学研究費助成事
業の申請率，採択率を向上させるために，申請
者に対するインセンティブを導入するとともに，
申請書類作成のサポート体制を強化し，採択者
数４割を実現する。 

【77-1】研究費公募情報の収集・周知の方法を
改善するとともに，インセンティブ，申請サポ
ート体制を検討し，科学研究費助成事業の申請
率，採択率向上に組織的に取り組む。 

②【78】 経営基盤強化の観点から，自己収入
の増額に向け，第２期に教員と事務職員による
「増収方策等ワーキンググループ」を立ち上げ，
自動販売機の契約方法の見直し等，様々な取り
組みを実施した。第３期は，「増収方策等ワーキ
ンググループ」を進化させ，シンボルマーク等
を活用したグッズ開発等，更なる増収方策を検
討することにより，第２期に比べ20％の収入を
増加させる。 

【78-1】「第２次増収方策等ワーキンググルー
プ」を継続し，自己収入額を第２期の平均額に
比べ16％以上増加させる。 

③【79】 教育研究活動や学生の修学を支援す
るため，第１期に「教育研究基金」を創設し，
第２期には，基金により実施する事業を明確化
し，保護者，卒業生及び企業の各ステークホル
ダーに応じた寄附の要請活動を行った。第３期
は，基金の使途を一層明確化した上で，募金額
を増加させるための教員と事務職員による新た
な組織を立ち上げる。また，平成31年の本学創
立70周年に向け，教育研究基金とは別に，戦略
的な募金活動を行う。 

【79-1】新たに立ち上げた未来基金の募金依頼
を継続するとともに，経済的な理由で修学が困
難な学生に対する支援事業に着手する。また，
70周年記念事業に向けて，寄附の要請活動を活
発化する。 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 
２ 経費の抑制に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
① 厳しい財政状況に対応するため，適正な人員
配置を行い，人件費削減に取り組む。 

①【80】 第２期は，ポイント制（総人件費管
理制。職種別の標準給与に基づき職種ごとのポ
イント数を定め，これをそれまでの各部局の職
種別教員定数に掛けることによりポイント総数
を算出し，その範囲内において任用する職種と
人数を管理するもの）の導入等により人件費削
減を行ってきたが，財源確保が困難になったた
め，ポイント制を見直した。第３期は大学改革
の動向を見据えながら教職員の採用計画の基本
方針を早期に策定し，同方針に沿って人件費の
削減を行い，人件費比率を70％以下にする。 

【80-1】大学改革の動向を見据えながら教職員
の採用計画の基本方針を策定し，人件費の削減
を行い，人件費比率を前年度以下にする。 

② 詳細な財務分析による経費の効率化及び抑
制を行い，削減に取り組む。 

②【81】 教員研究費について，第２期におい
ては，一律10％削減した。第３期においては，
研究費の配分方法について更に検討し，財政状
況を勘案しつつ，研究費総額の削減を行い，大
学の目指す方向性に沿った研究に重点配分する。 

【81-1】研究費の配分方法について，平成28
年度実績を検証しつつ，更に検討し，研究費総
額を第２期最終年度よりも減額するとともに，
大学の目指す方向性に沿った研究費の重点配分
を実施する。 

③【82】 第２期には，ゴミの減量による経費
節減や物品リユースの推進により一般管理費の
抑制を行ってきた。第３期もゴミの分別や物品
リユース等の取り組みを継続し，さらに学内へ
の周知を徹底するなどして，業務費における一
般管理費比率について，全国11教員養成大学に
おける平均値（平成25年度4.3％）以下にする。 

【82-1】ゴミの分別や物品リユース等の取り組
みを積極的に行い，一般管理費比率を4.75％以
下にする。 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 
３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
経営的視点に立って大学が保有する資産の使

用状況を点検・評価し，効率的，効果的な運用
を行う。 

①【83】 資産を有効に活用するため教育研究
スペースの確保に向け，第２期には，「施設の有
効活用に関するワーキンググループ」を立ち上
げて現状調査を行い，教育研究のための共同利
用スペース確保に成果を上げた。第３期は，教
育研究スペースの配分ルールを新たに策定し，
共同利用スペースを増加させ，施設の有効活用，
並びに教育組織にあった再配置を行う。 

【83-1】既存施設を有効活用し，教育研究に供
する共同利用スペースを大学の施設面積比13％
以上確保する。 
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②【84】 第２期は，職員宿舎の改善のため，
２棟の職員宿舎を長期借入金により耐震改修を
行った。第３期は，耐震性が劣るため入居休止
している残り１棟の職員宿舎を有効活用する観
点から，留学生と日本人学生の混住型留学生宿
舎に国の財政措置の状況を踏まえ改修し，学内
における多文化体験の場として活用する。 

【84-1】国の財政措置の状況を踏まえ，職員宿
舎を国際教育棟に改修する計画を進める。 

③【85】 資金計画に基づき流動資産の安全か
つ積極的運用により運用益を確保し，資産を有
効活用する。第２期は，東海地区国立大学法人
事務連携による共同運用に参加したことにより
約3,800千円の運用益があった。第３期も，共
同運用に積極的に参加し，第２期と同等の運用
益を獲得する。 

【85-1】東海地区国立大学法人事務連携による
共同資金運用等に積極的に参加し，第２期最終
年度と同等以上の運用を行い，利益を獲得する。 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
１ 評価の充実に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
自己点検・評価及び外部評価等に基づき，大

学の教育研究並びに組織及び運営等の改善を着
実に進める。 

①【86】 第２期には，外部評価における指摘
事項に基づき，重点的な項目について自己点検・
評価を行うとともに，評価結果を検証し，改善
の進展を図るために必要な措置を講ずるための
PDCAサイクル（事業活動において，「Plan（計
画），Do（実行），Check（評価），Action（改
善）」の4段階を繰り返すことによって，業務を
継続的に改善し，管理業務を円滑に進める手法
の一つ）を確立した。第３期においても積極的
に自己点検・評価及び外部評価を行うとともに，
評価結果をフィードバックし，大学業務の改善
に活用する。 

【86-1】自己点検・評価を行う。また，第２期
の教育研究評価や平成28年度業務実績評価を
検証し，課題事項があった場合の改善はもとよ
り，注目点とされた事項の更なる進展にも結果
を反映させる。 

②【87】 大学教員の業績評価体制を構築し，
その結果を適正に研究費の配分に反映させると
ともに，本学が取り組んでいるプロジェクト等
の担当者や地域活動の担当者に，その貢献度に
応じた研究費や給与等におけるインセンティブ
を与える。 

【87-1】大学教員の業績評価に基づき，研究費
の配分に反映させる準備を行う。また，プロジ
ェクト等の担当者や地域活動の担当者に，その
貢献度に応じた研究費や給与等におけるインセ
ンティブを与える準備を行う。 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
教育研究並びに組織・運営等に関する情報を，

ステークホルダーや外部者の理解が得られるよ
うに，積極的に発信するとともに，それを留学
生獲得に生かす。 

①【88】 第２期で行ってきた広報活動を活性
化し，第３期では，大学や附属学校における特
色ある教育活動の紹介，「AUE学生チャレンジ・
プログラム」の成果報告，教員と学生の共同に
よる研究成果，地域貢献活動等をWebサイトや
広報誌を活用して積極的に社会に発信する。ま
た，受験生を対象としたオープンキャンパスや
大学説明会等の開催に加えて，第３期には本学
卒業生・修了生を対象としたホームカミングデ
ーを開催して教職員との交流の場を提供すると
ともに，教育研究活動などの本学の取り組みを
紹介し，参加者から意見を集約して，教育研究
の改善に生かす。 

【88-1】大学活動の積極的な発信を続ける。
Webサイトのカテゴリ別アクセス数や全体のア
クセス数を分析し，効率のよい情報発信につな
げるとともに，必要に応じ改善を行う。また，
本学卒業生・修了生を対象としたホームカミン
グデーを開催する。 

①【89】 第２期はWebサイトをリニューアル
し，日々の大学における諸活動を発信した。第
３期はアクセス方法や閲覧状況を確認しつつ，
情報更新のスピードアップなど，情報発信に向
けた内容の見直しを迅速に行う。また，第２期
では記者懇談会を月１回開催し，本学の活動や
行事等を発信した結果，多くの記事が新聞に掲
載された。第３期もこれを継続し，大学ポート
レート（データベースを用いた国公私立の大学
の教育情報を公表・活用する共通的な仕組みと
して，大学の教育情報を広く社会一般に公表す
るもの）やWebサイト等を活用し，積極的に教
育研究活動，学生生活，地域貢献をはじめとし
た大学の取り組みなどを発信する。さらに，Web
サイトの一部を多言語化し海外居住者に向けて
大学の情報を発信することで，海外からの留学
生数の増加に活用する。 

【89-1】記者懇談会を月１回程度開催，又はこ
まめなプレスリリースにより，多くの記事が新
聞等で紹介されるように働きかけ，年間50件の
報道を目指す。さらに，大学ポートレートやWeb
サイト等を活用し，大学の取り組みを多様な方
法で発信する。加えて，多言語化の調査結果を
もとに，留学生の増加につながるよう，日本語
以外のWebサイトを充実する。 

③【90】 第２期は，年度実績の概要をわかり
やすくまとめて公表したり，財務諸表の内容を
財務レポートとしてまとめたりするなど，学外
のステークホルダーの理解を得るための工夫を
し，発信してきた。第３期は，公表の方法や中
期目標・中期計画のポイントをわかりやすくま
とめて公表する。 

【90-1】前年度の実績をわかりやすく工夫して
公表する。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
本学が目指す教育，研究，社会貢献等の活動

を支援する施設とキャンパス環境を整備充実し，
有効活用に努め，適切に維持管理する。 

①【91】 第２期には，大学院の教育充実を目
的とした教育未来館をはじめとする施設整備を
行い教育研究環境の改善を図った。また，耐震
改修を計画的に実施し，耐震化率100％を達成
したほか，屋外環境についても魅力あるキャン
パスづくりを目指し実施するとともに，若手職
員による自主的な活動である「花プロジェクト」
及び附属図書館職員による「種プロジェクト」
を実施した。第３期は，既存の研究棟等の機能
改善及び教育実践研究科（教職大学院）の教育
研究スペースの集中化も視野に入れた新たなキ
ャンパスマスタープランを作成し，計画的な整
備･維持保全を国の財政措置の状況を踏まえ行
う。 

【91-1】キャンパスマスタープランに基づき，
施設の計画的な整備･維持保全を国の財政措置
の状況を踏まえ行う。 

②【92】 教育環境の充実のために，第２期に
は教育総合棟改修の際にラーニング・コモンズ
（約300㎡）を確保し，屋外には地域交流にも
活用できる環境を整備した。第３期は，学修環
境の更なる充実を図るため，図書館機能の高度
化や教育研究環境の機能改善を国の財政措置の
状況を踏まえ実施する。併せて，グローバル化
に対応できる国際性豊かな教員を養成するため
に，既存職員宿舎を日本人学生と留学生が共に
生活する混住型留学生宿舎として国の財政措置
の状況を踏まえ改修整備し，ラーニング・コモ
ンズとしても活用する。 

【92-1】国の財政措置の状況を踏まえ，施設の
計画的な整備を進め，学修環境の充実を図る。 

③【93】 第２期においては，太陽光発電，地
下水の利用，グリーンカーテン等のエコキャン
パスづくりに積極的に取り組んだ。第３期にお
いても，エコキャンパスに配慮した整備を国の
財政措置の状況を踏まえ実施するとともに，維
持管理計画を策定し，施設，設備等の定期的に
点検するなど，施設の長寿命化に配慮した維持
管理を行う。また，第３期は，CO2 削減目標
として平成27年度比（単位面積当たり）６％の
削減を行う。 

【93-1】維持管理計画に基づき，施設の計画的
な整備・維持保全を進めるとともに，CO2削減
目標は，平成27年度比（単位面積当たり）６％
の削減を維持する。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 
２ 安全管理に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
① 第２期で行った危機管理についての自己点
検・評価結果を踏まえ，第３期では，危機意識・
防災意識の向上，化学物質の適切な管理等のた
めの具体的な改善策を早期に策定し実施する。 

①【94】 第２期は，携帯用の「防災ハンドブ
ック－ポケット版－」を作成し，全学生と全教
職員に配付した。また，震災に直接関わった人
の体験に学ぶ危機管理セミナーを開催し，危機
管理意識の向上を図った。第３期は，更なる防
災意識の向上のための活動として，従来の防災・
防火訓練及び危機管理セミナーの開催に加え，
事業継続計画に基づく訓練等を実施するほか，
東海地区の他大学との災害時の相互援助や協力
体制，対応の連携を深める協議を行う。また，
防災関連物資を点検し，現在の食糧備蓄量（学
生の1割に対して1日分）を計画的に増やす。 

【94-1】防災・防火訓練及び危機管理セミナー
の開催に加え，事業継続計画に基づく訓練等を
実施する。また，防災関連物資を点検し食料備
蓄計画を作成した上で，食糧備蓄量を学生の１
割に対して1.5日分に増量する。さらに，東海
地区8大学で，災害時の相互援助や協力体制，
対応の連携を深める協議を行う。 

②【95】 第２期は，化学物質の適切な管理を
推進し，安全上の危害及び健康障害並びに環境
への影響を未然に防止するため「化学物質管理
規程」及び「化学物質管理委員会規程」を定め
た。また，危機管理担当職員を新たに配置し，
複数の担当部局による管理を一元化した。第３
期は，当該規程に沿った化学物質の取り扱いの
周知徹底を図るとともに，化学物質管理支援シ
ステム（TULIP）を利用した化学物質の購入か
ら廃棄までの適正管理を徹底する。また，現在
ある50項目の危機事象に対応した危機管理マニ
ュアルをより実効性のあるものに見直すととも
に，平成27年度に実施した危機管理に係る自己
点検・評価に基づき，必要に応じて新たな危機
管理マニュアルの作成や内容の見直しを行う。 

【95-1】「化学物質管理規程」及び「化学物質
管理委員会規程」に沿った化学物質の取り扱い
の周知徹底を図り，化学物質管理支援システム
（TULIP）を利用した化学物質の購入から廃棄
までの適正管理を徹底する。 

③【96】 第２期は，サーバ管理者向け講習会，
個人情報保護・情報セキュリティセミナー，初
心者向けセキュリティ講習会を実施した。第３
期は，情報セキュリティに対する侵害の阻止及
び情報資産の適切な管理・保護を推進するため，
定期的に情報基盤を見直すとともに，全構成員

【96-1】本学の情報セキュリティ対策３か年基
本計画に従い，情報セキュリティに対する侵害
の阻止及び情報資産の適切な管理・保護を推進
するため情報基盤を見直し，またICT教育基盤
センターシステムのリプレースにあたっては，
前年度までの情報基盤の見直し結果を踏まえ，
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を対象とした情報セキュリティ対策に関する教
育と支援を行う。 

より高度な情報管理が可能となるようなシステ
ムを構築する。併せて，全構成員を対象とした
情報セキュリティ対策に関する研修会を開催し，
教育と支援を行う。 

② 附属学校で生じた災害，事故，事件等の個々
の危機事象に対して取るべき附属学校並びに大
学の危機管理体制を日常的に点検・強化すると
ともに，大学の専門家と連携して，幼児，児童
及び生徒が自ら危険を回避する行動がとれるよ
うに安全管理・教育の充実に取り組む。 

④【97】 平常時及び緊急時に幼児，児童及び
生徒の安全を確実に確保できるように，第２期
で作成した各附属学校の危機管理マニュアルを
もとに，危機管理体制を点検，整備する。危機
管理にあたっては，情報を共有し，大学との連
携を強化する。なお，本学学生に対する実習中
の危機管理については，個人情報の取り扱いを
含め，実習の手引きを利用して，事前指導時に
周知徹底する。 

【97-1】既存の各附属学校の危機管理マニュア
ルをもとに，大学と各校の情報を共有しつつ危
機管理体制を点検し，必要に応じ改善する。さ
らに，大学と各校の連携を強化するため，附属
学校関係者に対し大学が開催する各種研修会へ
の参加を促すとともに，大学の委員会への出席・
陪席が可能となるよう運営体制を見直す。 
【97-2】学生の教育実習にあたっては，個人情
報の取り扱いを含め事前指導時に周知徹底する。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 
３ 法令遵守等に関する目標 

中期目標 中期計画 年度計画（平成29年度） 
社会的使命を果たしつつ，その活動を適正か

つ持続的に行っていくため，法令遵守（コンプ
ライアンス）の徹底及び危機管理体制の機能の
充実・強化を行う。 

①【98】 教職員一人ひとりに国立大学法人法
及び関係法令遵守の意識を徹底させるため，第
２期では，外部講師による講演会や監事の説明
会を開催した。その際，参加率を高めるために
教授会の前後に設定し，成果を上げた。また，
検収センターを設置し，会計上の不正行為が発
生しないような体制を整えた。第３期では，研
究費等に係る不正使用防止計画に基づき，「研究
費等に係る不正防止計画マニュアル」を利用し
た研修会を実施し，全教職員を対象に実施する
とともに，ｅラーニングを活用して，100％の
受講を義務付ける。なお，研修の実施に際して
は，研修会への参加を促すため，教授会の前後
に行うなど工夫する。 

【98-1】「研究費等に係る不正防止計画マニュ
アル」を利用した研修会を，参加促進のため教
授会の前後に行うなど工夫の上で開催する。併
せて，研究倫理に係るｅラーニングを活用した
研修を実施し，研究活動全般における不正防止
を図る。 

②【99】 研究活動における不正行為への対応
に関する規程を改正し，全教員から「研究活動
を行うに当たっての誓約書」，取引業者から「誓
約書」を提出させるなど不正行為をけん制する
ための取組を行った。第３期については，新規
採用教職員及び新規取引業者から誓約書を徴取
するとともに，研究活動における不正行為への
対応等に関するガイドラインを踏まえ，研究倫
理に関する研修を実施し，３年に一度全教員に
受講させ，不正防止策を徹底する。 

【99-1】不正行為のけん制のため，新規採用教
職員及び新規取引業者から誓約書を徴取すると
ともに，ｅラーニングによる研究倫理に関する
研修を平成29年度から３年間で全教員に受講さ
せる。 
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３ 沿革 

沿革略図                                      2017/5/1 現在 
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第２章 管理運営体制 

１ 運営組織 

（１）役員名簿          2017/5/1 現在 

  

 

 

（２）組織図                                    2017/5/1 現在 

国立大学法人 愛知教育大学 
 

愛  知  教  育  大  学 
 

  
 役 員 会  学 長  

 
      
   
 学 長    副学長（10人）  教育組織 附属施設等 

 

 
 

 

 

   
教育学部 

 初等教育教員養成課程 14選修 

 中等教育教員養成課程 12専攻 

 特別支援学校教員養成課程 

 養護教諭養成課程 

教育支援専門職養成課程 ３コース 

 現代学芸課程 ６コース 

 

大学院教育学研究科 

修士課程 13専攻/29領域 

  後期３年博士課程 １専攻 

 

大学院教育実践研究科（教職大学院） 

専門職学位課程 １専攻/２領域 

 

特別支援教育特別専攻科 １専攻 

附属図書館 

 

センター 

教職キャリアセンター 

教育臨床総合センター 

国際交流センター 

地域連携センター 

科学･ものづくり教育推進センター 

 健康支援センター 

 ICT教育基盤センター 

キャリア支援センター 

教員養成開発連携センター 

 

なんでも相談室 

 

附属学校部 

 附属幼稚園 

附属名古屋小学校 

 附属岡崎小学校 

 附属名古屋中学校 

 附属岡崎中学校 

 附属高等学校 

 附属特別支援学校  

 特命学長補佐（2人）  
  理事（教育・学生担当）   

 

  
       
  理事（研究・附属学校担当）   
     
  理事（連携担当）    
     教授会  代議員会  
  理事（総務・財務担当）      
  

 

 

 

  役員部局長会議  
 

 
  

  教職員会議 
 

 監 事（2人）    
  職員会議  
  

 
 教育研究評議会    各種委員会  
  
    

 大学改革推進委員会 

 教員人事委員会 

 財務委員会 

 教務企画委員会 

 入学試験委員会 

 学生支援委員会 

 評価委員会 等 

 

 経営協議会  
 

  

  
   

 

学長選考会議 

    
 

     
 

     
  

  事務局長（理事） 
  学 系 長 

   
   

   研究組織 ４学系／21講座・2センター 

事務組織 ４部／13課，１室 グループ制           

教育科学系 
生活科教育、特別支援教育、幼児教育、養護教育、 
学校教育、心理、福祉、教育ガバナンス、教職実践 
教員養成開発連携センター 事務局  

人文社会科学系 国語教育、日本語教育、社会科教育、外国語教育 
総務企画部 総務課、人事労務課、附属学校課  

危機管理室  
自然科学系 数学教育、情報教育、理科教育 

財務部 財務企画課、経理調達課、施設課  

教育・学生支援部 教務課、学生支援課、キャリア支援課、入試課  
創造科学系 

音楽教育、美術教育、保健体育、技術教育、家政教育、 
健康支援センター 研究推進部 情報図書課、高度教員養成支援課、研究連携課  

学長 後藤 ひとみ 
理事（教育・学生担当）・副学長（兼） 中田 敏夫 
理事（研究・附属学校担当）・副学長（兼） 菅沼 教生 
理事（連携担当）・副学長（兼） 西淵 茂男 
理事（総務・財務担当）・副学長・事務局長（兼） 上口 孝之 
監事（非常勤） 東 幸雄 
監事（非常勤） 福谷 朋子 
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２ 各種会議開催状況 

① 役員会（開催回数23回） 

審 議 事 項 （国立大学法人法第11条第２項） 審 議 報 告 

①中期目標についての意見に関する事項 0 件  0 件  

②年度計画に関する事項 1 件  2 件  

③法人法により文部科学大臣の認可又は承認を受けなければならない事項 1 件  1 件  

④予算の作成及び執行に関する事項 2 件  3 件  

⑤決算に関する事項 2 件  2 件  

⑥当該国立大学、学部、学科その他の重要な組織の設置又は廃止に関する事項 0 件  0 件  

⑦その他役員会が定める重要事項 63 件  12 件  

② 学長選考会議 

国立大学法人法第１２条第２項の規定に基づき，学長選考会議規程を定め，学長選考会議を運営しています。 

２０１７年度は，学長の選考基準と業績評価について検討するために６回開催しました。 

③ 経営協議会（開催回数5回） 

審 議 事 項 （国立大学法人法第20条第４項） 審 議 報 告 

①中期目標についての意見に関する事項のうち、国立大学法人の経営に関するもの 0 件  0 件  

②中期計画に関する事項のうち、国立大学法人の経営に関するもの 1 件  0 件  

③年度計画に関する事項のうち、国立大学法人の経営に関するもの 2 件  3 件  

④経営に係る重要な規則の制定又は改廃に関する事項 

（学則、会計規程、役員報酬規程、職員の給与及び退職手当の支給基準など） 
8 件  2 件  

⑤翌年度予算 3 件  2 件  

⑥前年度決算 1 件  4 件  

⑦組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 

（自己点検・評価のうち、組織及び運営の状況に関する事項など） 
1 件  0 件  

⑧その他国立大学法人の経営に関する重要事項 0 件  9 件  

④ 教育研究評議会（開催回数11回） 

審 議 事 項 （国立大学法人法第21条第３項） 審 議 報 告 
①中期目標についての意見に関する事項 （国立大学法人の経営に関する部分を除く） 0 件  0 件  

②中期計画及び年度計画に関する事項 （国立大学法人の経営に関する部分を除く） 2 件  3 件  

③学則（国立大学法人の経営に関する部分を除く。）その他の教育研究に係る重要な規則の制定又は改廃に関する事項 32 件  5 件  

④教員人事に関する事項 30 件  21 件  

⑤教育課程の編成に関する方針に係る事項 1 件  4 件  

⑥学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言、指導その他の援助に関する事項 0 件  25 件  

⑦学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関する方針及び学位の授与に関する方針に関する事項 11 件  19 件  

⑧教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項 0 件  2 件  

⑨その他国立大学の教育研究に関する重要事項 8 件  35 件  

⑤ 教授会（開催回数6回） 

審 議 事 項 （教授会規程第３条、教授会細則第１条） 審 議 報 告 
①学生の入学、卒業及び課程の修了 （規程第３条第１項） 2 件 0 件 

②学位の授与 （規程第３条第２項） 0 件 0 件 

③教育課程の改編に関する事項 （細則第１条第１号） 1 件 0 件 

④教育研究に係る組織整備及び予算に関する事項 （細則第１条第２号） 3 件 0 件 

⑤教員の採用、昇進に係る教育研究業績に関する事項 （細則第１条第３号） 7 件 0 件 

⑥役員会、教育研究評議会、経営協議会から付託された事項 （細則第１条第４号） ０ 件 ０ 件 

⑦その他の事項 2 件 47 件 

 

⑥ 代議員会（開催回数13回） 

審 議 事 項 （代議員会規程第４条） 審 議 報 告 
①学生の入学に関する事項 18 件  1 件  

②学生の卒業又は課程の修了に関する事項及び学位の授与に関する事項 2 件  0 件  

③学生の退学、留学、休学、除籍その他学生の在籍に関する事項 14 件  5 件  

④学生の懲戒に関する事項 2 件  0 件  

⑤その他教授会の議に基づき、教授会から委任された事項 1 件  0 件  
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３ 教育組織 

教育組織図                                           2017/5/1 現在 

  

 愛知教育大学
▼

教育学部
初等教育教員養成課程 幼児教育選修

理科選修

附属図書館
教育科学選修
情報選修
国語選修 センター

中等教育教員養成課程

社会選修
数学選修

音楽選修
美術選修
保健体育選修
家庭選修

数学専攻

附属幼稚園

理科専攻
音楽専攻

英語選修

国語・書道専攻
情報専攻

美術専攻
保健体育専攻

附属岡崎中学校
附属高等学校

教育科学専攻

附属学校部

附属名古屋小学校

教員養成開発連携センター

社会専攻

家庭専攻

臨床福祉心理コース
造形文化コース

現代学芸課程 国際文化コース

附属特別支援学校

英語専攻

養護教諭養成課程

附属名古屋中学校
附属岡崎小学校

自然科学コース
宇宙・物質科学専攻
分子機能・生命科学専攻

大学院教育学研究科

情報教育領域

技術専攻

教育ガバナンスコース

情報科学コース

特別支援学校教員養成課程

特別支援教育科学専攻 特別支援教育科学領域

発達教育科学専攻 教育学領域
教育心理学領域
幼児教育領域
生活科教育領域
日本語教育領域

養護教育専攻 養護教育学領域
学校教育臨床専攻 学校教育臨床領域
国語教育専攻 国語科教育学領域

理科内容学領域

音楽科教育学領域

社会科教育専攻 社会科教育学領域

数学教育専攻

英語教育専攻 英語科教育学領域
英語科内容学領域

社会科内容学領域
数学科教育学領域

特別支援教育特別専攻科

保健体育専攻 保健体育科教育学領域

美術科教育学領域

家政教育専攻 家庭科教育学領域

教職実践応用領域

技術科内容学領域

大学院教育実践研究科 （教職大学院）

家庭科内容学領域
技術教育専攻 技術科教育学領域

共同教科開発学専攻 （後期３年 博士課程）

数学科内容学領域

保健体育科内容学領域

美術科内容学領域

音楽科内容学領域

理科教育専攻

芸術教育専攻
音楽分野

国語科内容学領域

日本語教育コース

美術分野

教職キャリアセンター
教育臨床総合センター
国際交流センター
地域連携センター
科学・ものづくり教育推進センター
健康支援センター

理科教育学領域

▼

ICT教育基盤センター
キャリア支援センター

心理コース
福祉コース

教育支援専門職養成課程

なんでも相談室

特別支援教育専攻

教職実践専攻 教職実践基礎領域
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４ 研究組織（教員組織） 

研究組織（教員組織）                                        2017/10/1 現在 

教育科学系 教育研究分野 
生活科教育講座 教育学，生活科教育，教科教育学 
特別支援教育講座 特別支援教育，聴覚障害教育，聴覚障害学，手話学，臨床心理学，視聴覚障害心理学，福祉教育 

幼児教育講座 
教育学，児童福祉，障害児保育，身体教育学，保育内容学(健康・表現)，身体表現，教科教育学，造形教育， 
造形表現，社会心理学，音楽表現教育，作曲 

養護教育講座 
実験心理学，生理人類学，生理学一般，地域看護学，応用健康科学，教科教育学，公衆衛生学・健康科学， 
地域・老年看護学，細菌学(含真菌学)，分子生物学，食品科学，分析化学，健康・スポーツ科学 

学校教育講座 
キャリア・カウンセリング，キャリア・ガイダンス(キャリア教育・進路指導)，教育心理学，教授心理学， 
発達心理学，教育哲学，教育学，社会心理学，教育方法学，カリキュラム研究，リテラシー教育， 
学校心理学，教育社会学，教育課程，日本教育史，キャリア教育，特別活動，比較教育学 

心理講座 
心理学，臨床心理学，精神分析学，精神分析的心理療法，児童養護施設の心理臨床，高齢者臨床， 
自尊感情の変動性 

福祉講座 社会福祉学，ソーシャルワーク，社会福祉，地域福祉，福祉政策 

教育ガバナンス講座 
言語学，ドイツ語教育，教育法学，教育行政学，教師論，英語学，外国語教育，教育学，ヨーロッパ語系文学， 
教育工学，メディア教育，社会学，ドイツ現代文学，交通地理学，図書館情報学， 
人文社会情報学，フランス現代史，ジェンダー論，イギリス植民地研究，各国文学・文学論，国際金融，法学 

教職実践講座 

カリキュラム・教育方法学，教育経営学，アメリカ教育学，言語技術教育，授業研究，学力・評価論， 
日本近現代文学，学校経営，道徳教育，教材論，授業論，数学教育学，英語教育，小学校英語教育， 
アジア諸国の言語教育，社会言語学，応用言語学，外国語教育，社会学，教育社会学，教育学，理科教育， 
環境教育，情報教育，学校づくり，学校保健学，養護教育学，教科教育学，教育施策，教育法規，教科教育， 
児童福祉，教職実践 

教員養成開発連携センター 比較教育学 

人文社会科学系 教育研究分野 

国語教育講座 
中国近代思想，中国近代史，日本語学，日本文学，教科教育学，美学・美術史，書道，書道史，書論， 
書道科教育，教科教育学(国語科教育学)，日本近現代文学，アニメーション文化学，中国文学，中国哲学 

日本語教育講座 
言語学，日本語学，ドイツ語学，社会言語学，ツングース語学，中国語学，文学，翻訳，対照言語学， 
日本語教育学 

社会科教育講座 

日本古代史，人文地理学，地域研究，地理学，基礎法学，民事法学，宗教史，西洋史，教科教育学，日本史， 
学校教育学，教科教育，日本思想史，日本中世史，法律学(憲法)，文化人類学・民俗学，人文地理学， 
教科開発学，社会科教育，宗教学，中東地域研究，ジェンダー論，哲学・論理学，東洋史(中国史)，社会学， 
都市地理学，社会・文化地理学，論理学 

外国語教育講座 
外国語教育，教科教育学，ヨーロッパ語系文学，各国文学・文学論，英語史，英語学，言語学，応用言語学， 
英語教育，教員養成教育実習，第二言語習得，リサーチメソッド 

自然科学系 教育研究分野 

数学教育講座 
科学教育，解析学基礎，常微分方程式，数学教材研究，位相幾何学，教科教育学，統計科学，微分方程式論， 
代数学，数学一般(含確率論・統計数学)，大域解析学，低次元位相幾何学(結び目理論)，代数的組合せ論 

情報教育講座 
情報学基礎，メディア情報学・データベース，教育工学，ファジイ集合論，知能情報学， 
図書館情報学・人文社会情報学，認知科学，言語学，日本語学，実験心理学，情報工学，知覚情報処理， 
知能情報学，人工知能，人工生命，プログラミング教育，ソフトウェア 

理科教育講座 

文化財科学，地質学，層位・古生物学，無機化学，錯体化学，ナノ材料，物性，量子ビーム科学，科学教育， 
教科教育学，素粒子・原子核物理学，発生遺伝学，宇宙物理学，天文学，ブラックホール物理学，一般相対論， 
固体地球物理学，物理探査学，有機化学，生物生産化学，生物有機化学，有機金属化学，機能物質化学， 
生体関連化学，生物分子科学，生物学，表面科学，岩石学，鉱物学，素粒子論，物理化学，合成化学， 
高分子化学，環境関連化学，有機合成化学，細胞生物学，高分子・繊維材料，植物遺伝学，生物多様性・分類， 
生態・環境，気象・海洋物理・陸水学，X線天文学，ナノ材料・ナノバイオサイエンス，個体地球惑星物理学， 
物性Ⅱ，原子・分子・量子エレクトロニクス・プラズマ，素粒子・原子核・宇宙線・宇宙物理，理科教育， 
植物系統分類学，進化生態学，太陽惑星系科学，プラズマ科学，計算科学 

創造科学系 教育研究分野 

音楽教育講座 科学教育，実験心理学，教科教育学，音楽教育法，ピアノ演奏法，音楽教育(声楽)，教育学，作曲・指揮 

美術教育講座 
美術科教育，ビザンティン美術史，鋳造，仏教絵画史，美術教育学，幼児の造形・遊び，教科教育学， 
デザイン教育，新聞活用学習，広告コミニュケーション，教科教育，プロダクトデザイン，ガラス工芸，教育工学，
美学・美術史 

保健体育講座 
西洋史，社会学，教育学，スポーツ運動学，体育科教育学，スポーツ科学，運動生理学，公衆衛生学， 
保健科教育学，体育科教育，地球化学，環境保全，環境安全学，身体教育学，舞踊教育 

技術教育講座 
科学教育，応用物性・結晶工学，電子・電気材料工学，技術教育，農学，栽培学，機能材料・デバイス， 
金属物性，教科教育学，教育工学，コンピュータサイエンス教育，計測・制御を用いたプログラミング教育， 
プログラミング言語，情報教育，計算機科学，情報技術教育 

家政教育講座 食生活学，食品学，被服構成学，家政学，社会学，教育方法学，家庭科教育 

健康支援センター 精神健康学，内科学，神経内科学，学校保健 
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５ 事務組織 

事務組織図                                              2017/5/1 現在 
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第３章 大学教員、教育支援者の構成 

１ 大学教員 

（１）専任教員 

① 教育学部専任教員                                    2017/5/1 現在（単位：人） 

課 程 
大学設置 
基準上の 

必要教員数 

専任教員数  
入学 
定員 

教員１人 
当たり 
学生数 

特別 
教授 

教授 准教授 講師 助教 計 

初等教育教員養成課程 35 ２ 20 12 4 1 39 455 11.7 

中等教育教員養成課程 44 10 55 56 11 3 135 210 1.6 

特別支援学校教員養成課程 7 1 3 3 0 1 8 30 3.8 

養護教諭養成課程 3 0 4 2 0 0 6 40 6.7 

教育支援専門職養成課程 9 1 12 6 6 1 26 130 5.0 

全収容定員に応じた教員数 33 － － － － － － － － 

合 計 131 14 94 79 21 6 214 865 4.0 

※ 特別支援教育特別専攻科担当教員を含む。 

② 大学院教育学研究科専任教員（大学院設置基準）                     2017/5/1 現在（単位：人） 

専 攻 

大学院設置基準上の必要教員数 専任教員配置状況 
入学 
定員 

研究指導教員 
１人当たり 

学生数 
研究指導 

教員 
研究指導 
補助教員 

基準計 
研究指導 

教員 
研究指導 
補助教員 

計 

発達教育科学専攻 6 4 10 19 19 38 20 1.1 

特別支援教育科学専攻 3 2 5 4 5 9 5 1.3 

養護教育専攻 （設置審査申請時の人数） 9 4 2 6 3 0.8 

学校教育臨床専攻 （設置審査申請時の人数） 7 3 2 5 8 2.7 

国語教育専攻 4 3 7 7 2 9 5 0.7 

英語教育専攻 3 2 5 6 6 12 4 0.7 

社会科教育専攻 6 6 12 13 11 24 9 0.7 

数学教育専攻 4 3 7 7 9 16 7 1.0 

理科教育専攻 6 6 12 18 11 29 13 0.7 

芸術教育専攻 8 6 14 10 7 17 14 1.4 

保健体育専攻 4 3 7 9 6 15 6 0.7 

家政教育専攻 4 3 7 5 2 7 3 0.6 

技術教育専攻 3 2 5 4 2 6 3 0.8 

修士課程 小 計 51 40 107 109 84 193 100 0.9 
共同教科開発学専攻 
(後期３年博士課程) 

3 3 6 11 4 15 4 0.4 

博士課程 小 計 3 3 6 11 4 15 4 0.4 

合 計 54 43 113 120 88 208 104 0.9 

③ 大学院教育実践研究科（教職大学院）専任教員（専門職大学院設置基準）           2017/5/1 現在（単位：人） 

専 攻 
専門職大学院設置基準上の 
必要教員数 

専任教員数  
入学 
定員 

教員１人 
当たり 
学生数 

特別 
教授 

教授 准教授 
みなし 
専任 

計 
うち 

実務家 

教職実践専攻 

教 授 ６人以上 
実務家 ５人以上 
(うちみなし専任３人以内) 

11 0 6 5 7 18 9 50 2.8 

うち他学部等専任算入教員３人以内 0 1 0 0 1 0 － － 

 

 

（２）本務教員 

① 教育組織別本務教員                                   2017/5/1 現在（単位：人） 

 合計 特別教授 教授 准教授 講師 助教 特別助手 

 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

教育組織 187 41 228 14  14 86 15 101 65 19 84 18 5 23 4 2 6    
教育学部 177 37 214 14  14 81 13 94 61 18 79 17 4 21 4 2 6    

大学院教育実践研究科 9 2 11    4 1 5 4 1 5 1  1       

健康支援センター 1 1 2    1 1 2             

教員養成開発連携センター  1 1           1 1       
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② 講座等別本務教員                                        2017/5/1 現在（単位：人） 

 合計 特別教授 教授 准教授 講師 助教 特別助手 
 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

研究組織 187 41 228 14  14 86 15 101 65 19 84 18 5 23 4 2 6    
教育科学系 57 21 78 4  4 25 8 33 18 9 27 9 3 12 1 1 2    

生活科教育講座 3  3    2  2 1  1          

幼児教育講座 3 3 6    2 2 4  1 1 1  1       

養護教育講座 4 2 6    2 2 4 2  2          

学校教育講座 12 5 17 2  2 2 1 3 6 3 9 2 1 3       

心理講座 5 3 8    2 1 3 1 1 2 2 1 3       

福祉講座 2 1 3       1 1 2 1  1       

教育ガバナンス講座 12 3 15 1  1 8 1 9 1 1 2 2  2  1 1    

特別支援教育講座 7 1 8 1  1 3  3 2 1 3    1  1    

教職実践講座 9 2 11    4 1 5 4 1 5 1  1       

教員養成開発連携センター  1 1           1 1       

人文社会科学系 40 5 45 5  5 19 1 20 13 4 17 2  2 1  1    

国語教育講座 12 1 13 2  2 6  6 2 1 3 2  2       

日本語教育講座 4 2 6    3 1 4 1 1 2          

社会科教育講座 17 2 19 3  3 8  8 5 2 7    1  1    

外国語教育講座 7  7    2  2 5  5          

自然科学系 53 4 57 2  2 22  22 23 2 25 5 1 6 1 1 2    

数学教育講座 15 1 16    5  5 6  6 4  4  1 1    

情報教育講座 8 2 10 1  1 2  2 5 2 7          

理科教育講座 30 1 31 1  1 15  15 12  12 1 1 2 1  1    

創造科学系 37 11 48 3  3 20 6 26 11 4 15 2 1 3 1  1    

音楽教育講座 3 3 6    2 1 3 1 2 3          

美術教育講座 12  12 1  1 6  6 4  4 1  1       

保健体育講座 13 2 15    7  7 4 1 5 1 1 2 1  1    

技術教育講座 6  6 1  1 3  3 2  2          

家政教育講座 2 5 7 1  1 1 4 5  1 1          

健康支援センター 1 1 2    1 1 2             

 

（３）取得学位等の構成 

① 大学教員取得学位                                    2017/5/1 現在（単位：人） 

取得学位（最上位） 特別教授 教授 准教授 講師 助教 助手 合計 

学 士   3  3 (2)         

修 士 8  48 (7) 31 (4) 9 (1)       

博 士 6  50  50  14  6      

専門職学位（修士）               

合 計 14  101 (7) 84 (6) 23 (1) 6      

* １人につき最上位の学位を計上。外国の学位の場合は最も該当する学位とする。 
* (  ) は本学で取得した人数で内数。 

 

② 大学教員専門分野                                    2017/5/1 現在（単位：人） 

専門分野 * 

合計 特別教授 教授 准教授 講師 助教 助手 

男 女 計 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 
187 41 228 14  86 15 65 19 18 5 4 2   

文学関係 17 1 18 2  9  4 1 2      

史学関係 4  4 1  2  1        

哲学関係 5 1 6   2  2   1 1    

人文科学その他 9 3 12 2  1  5 3 1      

法学・政治学関係 2 1 3 1  1       1   

商学・経済学関係 1  1       1      

社会学関係 3 3 6    2 2 1 1      

社会科学その他 1 1 2       1 1     

数学関係 13 1 14   4  6  3   1   

物理学関係 9  9   5  3  1      

化学関係 6  6   4  2        

生物関係 5 1 6   2  3   1     

地学関係 5  5 1  2  2        

理学その他  1 1      1       

電気通信工学関係 7  7 2    5        

応用化学関係 1  1     1        

工学その他 4 2 6   4   2       

農学関係 1  1   1          

医学 3 1 4   2 1 1        

保健その他 1 3 4   1 2  1       
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家政学関係  1 1    1         

食物学関係 2 1 3 1  1   1       

被服学関係  1 1    1         

家政その他  1 1    1         

教育学関係 30 7 37 3  11 2 13 4 3 1     

教員養成関係 28 7 35 1  20 3 4 4 2  1    

体育学関係 11 1 12   6  3  1 1 1    

教育その他 4 1 5   1 1 2    1    

美術関係 7  7   4  2  1      

デザイン関係 2  2   1  1        

音楽関係 4 2 6   2 1 1 1 1      

人文・社会科学関係 2  2     2 
 

       

* 専門分野は、「学校教員統計調査」で使用されるコードの「中分類」で集計。 

 

（４）年齢構成・男女構成 

※年齢は、5月1日在籍者の年度末年齢で計上。 

 

 

② 2011~2017年度大学教員男女比率の状況  

 

 

（５）新規採用・退職状況 

新規採用・退職状況                （単位：人）             

年 度 
新規採用者数 退職者数  

男 女 計 男 女 
 計 

計 
2011 15 3 18 14 3 17 

2012 11 5 16 16 2 18 

2013 11 4 15 15 3 18 

2014 16 0 16 13 2 15 

2015 15 3 18 13 3 16 

2016 0 1 1 10 4 14 

2017 2 3 5 21 2 23 

 

 

年 齢 男 女 計 比 率 
65 以上 8  8 3.5% 

 64～60 31 4 35 15.4% 

59～55 39 10 49 21.5% 

54～50 34 5 39 17.1% 

49～45 26 6 32 14.0% 

44～40 27 11 38 16.7% 

39～35 17 1 18 7.9% 

34～30 5 4 9 3.9% 

29～25   0  

24 以下   0  

合 計 187 41 228  

年 度 男 女 計 

2011 209 43 252 

2012 206 44 250 

2013 202 45 
 

247 

2014 202 44 246 

2015 205 45 250 

2016 195 43 238 

2017 187 41 228 
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（６）長期研修制度等の実施状況 

長期研究・長期研修、サバティカル制度の取得状況                              （単位：人） 

年 度 
長期研究・長期研修制度 サバティカル制度 

大学教員 附属教員 事務職員 合計 大学教員 附属教員 事務職員 合計 
2011 0 0 0 0 3 0 1 4 

2012 0 0 0 0 1 0 0 1 

2013 0 0 0 0 1 0 0 1 

2014 0 0 0 0 0 0 0 0 

2015 0 0 0 0 1 0 0 1 

2016 0 0 0 0 0 0 0 0 

2017 0 0 0 0 0 0 0 0 

（7）兼職の状況 

2013~2017年度学外兼業の状況 

兼業先又は内容等 2013 2014 2015 2016 2017 
国立大学法人 43 47 56 60 58 

公私立大学（短大含む） 101 114 115 104 124 

専修学校・専門学校 11 14 15 18 19 

審議会委員等（教育委員会） 49 65 75 75 74 

〃   （地方公共団体） 37 57 54 65 79 

〃   （その他） 19 25 29 15 17 

国の機関 38 28 39 54 53 

講習会・研修会講師 10  3  5  2  1 

病院・診療所等 7 8 8 7 9 

その他 4 10 0 18 38 

計 318 371 396 408 472 

２ 兼務教員（非常勤講師） 

2017年度非常勤講師のべ採用数                               2018/3/31 現在（単位：人） 

 男 女 計   男 女 計 
教育学部 200 132 332  大学院教育学研究科 30 14 44 

教養科目 19 6 25  
 

発達教育科学 10 3 13 

幼児教育 6 9 15  特別支援教育科学 1  1 

教育科学 16 13 29  養護教育 1 4 5 

特別支援教育 5 2 7  学校教育臨床 2 2 4 

養護 3 9 12  国語教育 3 1 4 

生活科教育 2 6 8  英語教育    

臨床福祉心理 6 1 7  社会科教育 2  2 

国語 7 11 18  数学教育 1  1 

社会 20 4 24  理科教育 3  3 

英語 8 9 17  芸術教育 1 3 4 

国際文化 26 6 32  保健体育 2  2 

日本語教育 4 1 5  家政教育 1 1 2 

数学 6 2 8  技術教育 3  3 

理科 4 1 5  生活科教育    

情報教育 11 4 15  大学院教育実践研究科 1  1 

情報科学     特別支援教育特別専攻科 5  5 

自然科学 9 2 11  その他 37 22 59 

音楽 2 11 13  教育実習 29 8 37 
美術 11 3 14  ６年一貫教員養成コース   0 

保健体育 27 13 40  国際交流センター  3 3 

技術 1  1  免許状更新講習 6 10 16 

家政 1 12 13  免許状認定講習 1  1 

造形文化 6 7 13  大学間連携 1 1 2 

     合 計 273 168 441 

３ 研究員 

年 度 所 属 
実 人 数 （人） 

男 女 合 計 
2011 教育学部・教育実践研究科 2  1  3 
2012 〃 1 4  5 
2013 〃 0 5  5 
2014 教育学部・教育実践研究科・教員養成開発連携センター 1  4  5 
2015 教育学部・教育実践研究科・教員養成開発連携センター 2  1  3 
2016 教育学部・教育実践研究科・ICT教育基盤センター 1  1  2 
2017 高度教員養成支援課 0  1  1 
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４ ティーチングアシスタント（TA） 

ティーチングアシスタント（TA）活用状況                        当該年度 年間累計 

年 度 所 属 
実 人 数 （人） 

従事時間数 
男 女 合 計 

2011 教育学研究科（修士課程） 13 18 31 1242.0  h 

2012 〃 11 14 25 1072.0  h 

2013 〃 13 8 21 878.0  h 

2014 〃 10 10 20 776.0  h 

2015 〃 9 5 14 882.0  h 

2016 〃 12 6 18 772.0  h 

2017 〃 15 12 27 1240.0  h 
 

 

５ 事務職員 

（１） 現員数 

事務職員・技術職員・非常勤職員の現員数                                   2017/5/1 現在 （単位：人） 

* 事務職員・研究員は正規・常勤の人数で、休職者を含み代替職員は含まない。 

 
* 役職を兼務していても一つの主たる所属・役職のみに計上。ただし、理事が兼務している事務局長は（ ）で表示し合計に含まない。 
* 人事交流者（他大学等に出向中の者、他大学等から受入れている者）は、本学に籍がある場合のみ計上。 
* 非常勤職員も一つの主たる所属先のみに計上し、休職者等は含まない。 
 
 
 
 
 
 
 

部 課 名 

事務職員（常勤職員）  非常勤職員 

事務局長 部長 課長 副課長 
室長 係長 主任 係員 その他 

男 女 計 
 

男 女 計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女  

合 計 (1)  3  11 1 14  42 12 3 7 22 29  1 95 50 145  42 89 131 
事務局長 (1)                       

総務企画部   1  3  5  16 4  1 7 10   32 15 47  11 42 53 

部長   1              1  1     

総務課     1  3  6 2   2 2   12 4 16  2 5 7 

人事労務課     1  2  5   1 4 4   12 5 17  1 1 2 

附属学校課     1     1    1   1 2 3     

附属幼稚園                      6 6 

附属名古屋小学校         1     1   1 1 2  1 7 8 

附属岡崎小学校          1   1    1 1 2  1 8 9 

附属名古屋中学校         1     1   1 1 2  1 2 3 

附属岡崎中学校         1     1   1 1 2  1 8 9 

附属高等学校         1        1  1  2 1 3 

附属特別支援学校         1        1  1  2 4 6 

財務部   1  2  3  9 1 2  4 6   21 7 28  1 6 7 

部長   1              1  1     

財務企画課     1  1  3  1  1 1   7 1 8   1 1 

経理調達課       1  4 1 1  1 3   7 4 11  1 3 4 

施設課     1  1  2    2 2   6 2 8   2 2 

教育・学生支援部   1  3 1 2  9 3 1 2 9 6  1 25 13 38  22 12 34 

部長   1              1  1     

教務課     1  1  6   2 4 4   12 6 18   3 3 

学生支援課      1   1 2   2 1  1 3 5 8  2 6 8 

入試課     1  1  1  1  2    6  6  1  1 

キャリア支援課     1    1 1   1 1   3 2 5  19 3 22 

研究推進部     3  4  8 4  4 2 7   17 15 32  8 29 37 

部長                        

情報図書課     1  2  1 2  3 2 4   6 9 15   7 7 

高度教員養成支援課     1  1  1 1  1  1   3 3 6  4 11 15 

研究連携課     1  1  3     2   5 2 7  1 2 3 

教育系担当係          1        1 1  1 2 3 

人文社会系担当係         1        1  1   2 2 

自然系担当係         1        1  1  1 2 3 

創造系担当係         1        1  1  1 3 4 
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（２）年齢構成・男女構成 

① 事務職員男女別年齢分布         （単位：人） 

※年齢は、5月1日在籍者の年度末年齢で計上 

 

 

② 2011~2017年度事務職員男女比率の状況  

 

 

（３）新規採用・退職状況  

新規採用・退職状況             （単位：人） 

年 度 
新規採用者数 退職者数  

男 女 計 男 女  計 
2011 4 3 7 8 0 8 

2012 7 2 9 4 1 5 

2013 5 3 8 10 1 11 

2014 6 3 9 9 1 10 

2015 9 6 15 3 8 11 

2016 2 5 7 11 0 11 

2017 9 1 10 3 3 6 

 

 

（４）研修等状況 

① 2017年度 事務系職員研修状況（本学主催分） 

研修会名 開催期間 研修形式 受講者数 

新採用職員研修会・新採用事務職員研修 H29/04/03 (月) －04/04 (火) 対面式 8人 

語学学習研修（ｅラーニング英語学習） H29/06/01 (木) －02/28 (水) メディア形式 21人 

語学学習研修（英会話体験等）（招へい職員との懇談会） H29/06/15 (木)   対面式 17人 

教職員ＰＤ（ＦＤ・ＳＤ）学部･大学院の公開授業①（ＨＡＴＯプロジェクト） H29/06/21 (水)   対面式 1人 

教職員ＰＤ（ＦＤ・ＳＤ）学部･大学院の公開授業②（ＨＡＴＯプロジェクト） H29/06/22 (木)   対面式 1人 

教職員ＰＤ（ＦＤ・ＳＤ）学部･大学院の公開授業③（ＨＡＴＯプロジェクト） H29/06/23 (金)   対面式 9人 

語学学習研修（英会話体験等）（招へい職員による講演会） H29/06/29 (木)   対面式 20人 

教職員ＰＤ（ＦＤ・ＳＤ）ＰＤ講座（ＨＡＴＯプロジェクト） H29/09/07 (木)   対面式 15人 

事務系職員育成研修（文部科学省行政実務研修生報告会） H29/09/15 (金)   対面式 31人 

消費税に関する業務説明会 H29/09/27 (水) －10/02 (月) 対面式 30人 

年 齢 男 女 計 比率 
65 以上 1  1 0.7% 

64～60 5  5 3.4% 

59～55 20 2 22 15.2% 

54～50 20 5 25 17.2% 

49～45 11 8 19 13.1% 

44～40 8 5 13 9.0% 

39～35 8 6 14 9.7% 

34～30 10 9 19 13.1% 

29～25 11 12 23 15.9% 

24 以下 1 3 4 2.8% 

合 計 95 50 145  

年 度 男 女 計 

2011 97 40 137 

2012 100 43 143 

2013 100 44 144 

2014 96 46 142 

2015 97 52 149 

2016 97 50 147 

2017 95 50 145 
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広報ＳＤ研修会 H29/11/28 (火)   対面式 7人 

個人情報保護・情報セキュリティセミナー H29/11/29 (水)   対面式 39人 

教職員ＰＤ（ＦＤ・ＳＤ）学部･大学院の公開授業④（ＨＡＴＯプロジェクト） H29/11/28 (火)   対面式 3人 

教職員ＰＤ（ＦＤ・ＳＤ）学部･大学院の公開授業⑤（ＨＡＴＯプロジェクト） H29/11/29 (水)   対面式 2人 

教職員ＰＤ（ＦＤ・ＳＤ）学部･大学院の公開授業⑥（ＨＡＴＯプロジェクト） H29/12/05 (火)   対面式 2人 

法人文書管理研修（文書管理者用） H29/12/08 (金)   対面式 12人 

危機管理セミナー H30/01/17 (水)   対面式 34人 

（女性職員による）座談会「育児と仕事の両立について」 H29/01/26 (木)   対面式 21人 

事務系職員育成研修（異動管理職による） H30/03/15 (木)   対面式 40人 

職員の国際理解研修会（海外研修報告会） H30/03/22 (木)   対面式 8人 

 

② 2012~2017年度研修参加実績（主催別）               （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

年度 本学 行政機関独法等 その他民間等 計 
2012 50 49 30 129 

2013 194 55 32 281 

2014 106 51 78 235 
2015 453 95 63 611 
2016 351 70 57 478 
2017 329 58 38 425 
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第４章 教育活動 

 

１ 学生の受入 

（１）入試日程 

平成30年度教育学部入学者選抜試験 

入試の種類 出 願 試 験 発 表 

一般入試 
前 期 2018/1/22(月) － 1/31(水) 2018/2/25(日)  － 2/26(月) 2018/3/8(木) 

後 期 2018/1/22(月) － 1/31(水) 2018/3/12(月) 2018/3/23(金) 

特別入試 

推薦Ａ 2017/11/1(水) － 11/7(火) 2017/12/2(土) － 12/3(日) 2017/12/18(月) 

推薦Ｂ 2018/1/15(月) － 1/19(金) 2018/1/27(土) 2018/2/7(水) 

高大連携 2017/11/1(水) － 11/7(火) 2017/11/29(水) 2017/12/18(月) 

帰国子女 2017/10/16(月)－ 10/20(金) 2017/11/25(土) 2017/12/18(月) 

外国人留学生 2018/1/15(月) － 1/19(金) 2018/2/26(月) 2018/3/8(木) 

編入学 実施せず   

平成30年度大学院教育学研究科（修士課程）入学者選抜試験 

入試の種類 出 願 試 験 発 表 

一般選抜・特例措置選抜 

第１次 2017/8/9(水) － 8/23(水) 2017/9/23(土) － 9/24(日) 2017/10/13(金) 

第２次 2017/11/28(火) －12/7(木) 2018/2/3(土)  － 2/4(日) 2018/2/16(金) 

第３次 2018/2/19(月) － 2/23(金) 2018/3/11(日) 2018/3/23(金) 

外国人特別選抜 

第１次 2017/8/9(水) － 8/23(水) 2017/9/24(日) 2017/10/13(金) 

第２次 2017/11/28(火) －12/7(木) 2018/2/3(土)  － 2/4(日) 2018/2/16(金) 

第３次 2018/2/19(月) － 2/23(金) 2018/3/11(日) 2018/3/23(金) 

 

平成30年度大学院教育学研究科（後期３年博士課程）入学者選抜試験 

入試の種類 出 願 試 験 発 表 

一般選抜 
第１次 2017/9/25(月)－10/3(火) 2017/11/4(土) 2017/11/17(金) 

第２次 2018/1/15(月)－1/22(月) 2018/2/3(土) 2018/2/16(金) 

 

平成30年度教育実践研究科（教職大学院）入学者選抜試験 

入試の種類 出 願 試 験 発 表 

推薦選抜 
一般選抜 
社会人特例措置選抜 

前 期 2017/8/9(水) － 8/23(水) 2017/9/16(土) － 9/17(日) 2017/10/13(金) 

後 期 2017/10/23(月) － 10/27(金) 2017/11/25(土) 2017/12/18(月) 

第2次 実施せず   

*前期試験日／（基礎領域）学部直進者推薦選抜、社会人特例措置選抜は、9/16(土)、（応用領域）現職教員は、9/17(日)に実施。 

平成30年度特別支援教育特別専攻科入学者選抜試験 

入試の種類 出 願 試 験 発 表 

一般選抜 第１次 2017/10/23(月) － 10/27(金) 2017/11/25(土) 2017/12/18(月) 

 

（２）広報活動の取組 

オープンキャンパス 

概  要 毎年７月下旬に２日間開催されており、高校生やその保護者が主な来場者となる。学長メッセージ・全体説明会、各課程・選
修・専攻・コース別の説明、模擬授業、キャンパスツアーなどが実施されており、来場者にとっては大学生活について知る貴
重な機会となっている。 

2017年度実績 実施日：2017/7/22(土) － 7/23(日) 
訪問者数：4,711組 

高校訪問ＰＲ活動 

概   要 「平成29年度 高校訪問ＰＲ活動」として、志願者数割合80％を占める愛知県（50校）、近隣県である岐阜県（３校）、三重
県（４校）、静岡県（３校）計60校の高校（過去６年間の平均志願者数の上位校）に対し、役員部局長（理事２名、副学長６
名、学系長４名）及び入試課職員が、直接高校の進路指導部（進路担当、学年担当）を訪問し、平成30年度一般入試（前期／
後期）の大幅な変更（前期／小論文、後期／面接の導入）について、その趣旨も含めて説明を行い、併せて、昨年度からの学
部改組、推薦枠の拡大等について再確認し、入試状況、今後の入試改革の内容、本学に対する高校側からの意見・要望等につ
いて意見交換を行った。 

2017年度実績 訪問高校： 過去６年間の平均志願者数の上位校 愛知県 50校、岐阜県 3校、三重県 ４校、静岡県 ３校 計60校 
実施時期： 平成29年10月13日（金）～11月16日（木） 

進学相談会等 

概   要 各高等学校及び受験産業が主催 

2017年度実績 年間74箇所、1845人の高校生等に「大学案内」「入学者選抜要項」等を用いて、講演形式・ブース形式にて、大学の概要、
入試方法、就職状況などについて広報を行ったほか、各募集要項、入学者選抜要項を愛知県内及び近隣他県の高等学校等に一
斉送付した。 

 

高校直接訪問   31高校  957人 

 特設会場参加   43会場  888人   左記のほか､66会場に資料参加した 

計 74箇所 1,845人  
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（３）入学者選抜の実施状況 

平成30年度教育学部入学者選抜実施状況 ＜2017年度実施＞                        （単位：人） 

 
入学 
定員 

志願者 
 

合格者 入学者 
 

倍率 男 女 充足率 

教育学部 865 2786 (7) 3.21 938 (1) 914 (1) 380  534 (1) 105.5 ％ 

教員養成課程 735 2202 (2) 2.99 792  782  356  426  106.4 ％ 

初等教育教員養成課程 455 1264 (2) 2.77 481  475  209  266  104.4 ％ 

幼児教育選修 25 117 (1) 4.64 25  25  1  24  100.0 ％ 

教育科学選修 25 104 (1) 4.12 26  26  7  19  104.0 ％ 

国語選修 50 168  3.36 54  53  20  33  106.0 ％ 

社会選修 60 140  2.33 64  64  42  22  106.7 ％ 

数学選修 50 139  2.78 54  54  40  14  108.0 ％ 

理科選修 70 150  2.14 72  70  51  19  100.0 ％ 

生活科選修 10 27  2.70 10  10  3  7  100.0 ％ 

音楽選修 25 93  3.72 25  25  6  19  100.0 ％ 

美術選修 25 72  2.88 28  27  7  20  108.0 ％ 

保健体育選修 40 112  2.80 44  42  18  24  105.0 ％ 

家庭選修 30 61  2.03 31  31  1  30  103.3 ％ 

英語選修 15 33  2.20 16  16  5  11  106.7 ％ 

日本語教育選修 20 41  2.05 22  22  3  19  110.0 ％ 

情報選修 10 7  0.70 10  10  5  5  100.0 ％ 

中等教育教員養成課程 210 710  3.38 234  230  142  88  109.5 ％ 

教育科学専攻 5 29  5.80 5  5  1  4  100.0 ％ 

国語･書道専攻 20 65  3.25 23  23  9  14  115.0 ％ 

社会専攻 20 100  5.00 24  23  18  5  115.0 ％ 

数学専攻 40 172  4.30 44  43  33  10  107.5 ％ 

理科専攻 50 92  1.84 53  53  37  16  106.0 ％ 

音楽専攻 5 27  5.40 7  6    6  120.0 ％ 

美術専攻 5 18  3.60 6  6  1  5  120.0 ％ 

保健体育専攻 20 52  2.60 23  23  14  9  115.0 ％ 

技術専攻 15 92  6.13 16  16  11  5  106.7 ％ 

家庭専攻 5 8  1.60 5  5    5  100.0 ％ 

英語専攻 15 34  2.27 16  16  10  6  106.7 ％ 

  情報専攻 10 21  2.10 12  11  8  3  110.0 ％ 

特別支援学校教員養成課程 30 109  3.63 33  33  5  28  110.0 ％ 

養護教諭養成課程 40 119  2.98 44  44    44  110.0 ％ 

教職支援専門職養成課程 130 584 (5) 4.45 146 (1) 132 (1) 24  108 (1) 100.8 ％ 

心理コース 50 242 (4) 4.76 56 (1) 51 (1) 4  47 (1) 100.0 ％ 

福祉コース 20 67 (1) 3.30 23  20  2  18  100.0 ％ 

教育ガバナンスコース 60 275  4.58 67  61  18  43  101.7 ％ 

* 本表には、編入学試験を含まない。 
* ( )は外国人留学生を示し、内数。 
* 志願者倍率 (倍)   ＝ 志願者 ÷ 入学定員（志願者に外国人留学生を含まない。） 
* 入学定員充足率(%) ＝ 入学者 ÷ 入学定員（入学者に外国人留学生を含む。） 
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平成30年度大学院教育学研究科入学者選抜実施状況＜2017年度実施＞                       （単位：人） 

 
入学 
定員 

志願者 
 

合格者 入学者 
 

倍率 男 女 充足率 

教育学研究科 104 148 (7) 1.36 105 (6) 84 (6) 35 (3) 49 (3) 80.8 % 

修士課程 100 142 (5) 1.37 100 (5) 79 (5) 30 (2) 49 (3) 79.0 % 

発達教育科学専攻 20 26 (2) 1.20 23 (2) 22 (2) 7 (1) 15 (1) 110.0 ％  

教育学領域 － 5  － 5  5  2  3  － 

教育心理学領域 － 2  － 2  2    2  － 

幼児教育領域 － 8  － 5  5  2  3  － 

生活科教育領域 － 3  － 3  2  1  1  － 

日本語教育領域 － 4  － 4  4    4  － 

情報教育領域 － 4 (2) － 4 (2) 4 (2) 2 (1) 2 (1) － 

特別支援教育科学専攻 5 5  1.00 4  3  1  2  60.0 ％  

養護教育専攻 3 4  1.33 4  4    4  133.3 ％  

学校教育臨床専攻 8 50  6.25 20  12  1  11  150.0 ％  

国語教育専攻 5 5  1.00 3  3  2  1  60.0 ％ 

英語教育専攻 4 1  0.25 1  1  1    25.0 ％ 

社会科教育専攻 9 6  0.67 5  4  2  2  44.4 % 

数学教育専攻 7 6  0.86 5  3  2  1  42.9 % 

理科教育専攻 13 15 (2) 1.00 13 (2) 12 (2) 8 (1) 4 (1) 92.3 ％ 

芸術教育専攻 14 14 (1) 0.93 13 (1) 9 (1) 3  6 (1) 64.3 ％ 

音楽分野 － 8 (1) － 7 (1) 5 (1)   5 (1) － 

美術分野 － 6  － 6  4  3  1  － 

保健体育専攻 6 7  1.17 6  5  2  3  83.3 ％  

家政教育専攻 3   －         －  

技術教育専攻 3 3  1.00 3  1  1    33.3 ％  

後期３年博士課程 4 6 (2) 1.00 5 (1) 5 (1) 5 (1) 0  125.0 ％  

共同教科開発学専攻 4 6 (2) 1.00 5 (1) 5 (1) 5 (1) 0  125.0 ％  

* 共同教科開発学専攻には、静岡大学分を含まない。 
* ( )は外国人留学生を示し、内数。 
* 志願者倍率 (倍) ＝ 志願者 ÷ 入学定員（志願者に外国人留学生を含まない。） 
* 入学定員充足率（%） ＝ 入学者 ÷ 入学定員（入学者に外国人留学生を含む。） 

 

平成30年度大学院教育実践研究科（教職大学院）入学者選抜 ＜2017年度実施＞                  （単位：人） 

教育実践研究科 
入学 
定員 

志願者 
 

合格者 入学者 
   

倍率 男 女 充足率 

教職実践専攻 50 64 1.28 54 51 34 17 102.0 ％ 

教職実践応用領域 － 16 － 16 16 16  － 

前 期 試 験 － 16 － 16 16 16  － 

後 期 試 験 －  －     － 

教職実践基礎領域 － 48 － 38 35 18 17 － 

前 期 試 験 － 29 － 25 22 10 12 － 

後 期 試 験 － 19 － 13 13 8 5 － 

第 ２ 次 実施せず  . －     － 

* 志願者倍率 (倍)  ＝ 志願者 ÷ 入学定員 
* 入学定員充足率（%）＝ 入学者 ÷ 入学定員 
* 基礎領域には、6年一貫教員養成コースの入学者選抜を含む。 

平成30度特別支援教育特別専攻科入学者選抜 ＜2017度実施＞                        （単位：人） 

特別支援教育特別専攻科 
入学 
定員 

志願者 
 

合格者 入学者 
   

倍率 男 女 充足率 

特別支援教育専攻 30 37 1.23 33 33 12 21 110.0 ％ 

第１次 30 37 1.23 33 33 12 21 110.0 ％ 

* 志願者倍率 (倍)   ＝ 志願者 ÷ 入学定員 
* 入学定員充足率（%） ＝ 入学者 ÷ 入学定員 
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２ 学生数 

（１）入学定員、収容定員 

教育学部入学定員・収容定員                                          （単位：人） 

 
入学定員 収容定員 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

教育学部 875 875 875 875 875 865 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,490 

教員養成課程 643 643 643 643 643 735 2,572 2,572 2,572 2,572 2,572 2,664 

初等教育教員養成課程 392 392 392 392 392 455 1,568 1,568 1,568 1,568 1,568 1,631 

中等教育教員養成課程 186 186 186 186 186 210 744 744 744 744 744 768 

特別支援学校教員養成課程 25 25 25 25 25 30 100 100 100 100 100 105 

養護教諭養成課程 40 40 40 40 40 40 160 160 160 160 160 160 

教育支援専門職養成課程      130      130 

教育支援専門職養成課程      130      130 

現代学芸課程 232 232 232 232 232  928 928 928 928 928 696 

現代学芸課程 232 232 232 232 232  928 928 928 928 928 696 

大学院教育学研究科入学定員・収容定員                                     （単位：人） 

 
入学定員 収容定員 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

教育学研究科 104 104 104 104 104 104 204 208 212 212 212 212 

修士課程 100 100 100 100 100 100 200 200 200 200 200 200 

発達教育科学専攻 20 20 20 20 20 20 40 40 40 40 40 40 

特別支援教育科学専攻 5 5 5 5 5 5 10 10 10 10 10 10 

養護教育専攻 3 3 3 3 3 3 6 6 6 6 6 6 

学校教育臨床専攻 8 8 8 8 8 8 16 16 16 16 16 16 

国語教育専攻 5 5 5 5 5 5 10 10 10 10 10 10 

英語教育専攻 4 4 4 4 4 4 8 8 8 8 8 8 

社会科教育専攻 9 9 9 9 9 9 18 18 18 18 18 18 

数学教育専攻 7 7 7 7 7 7 14 14 14 14 14 14 

理科教育専攻 13 13 13 13 13 13 26 26 26 26 26 26 

芸術教育専攻 14 14 14 14 14 14 28 28 28 28 28 28 

保健体育専攻 6 6 6 6 6 6 12 12 12 12 12 12 

家政教育専攻 3 3 3 3 3 3 6 6 6 6 6 6 

技術教育専攻 3 3 3 3 3 3 6 6 6 6 6 6 

後期３年博士課程 4 4 4 4 4 4 4 8 12 12 12 12 

共同教科開発学専攻 4 4 4 4 4 4 4 8 12 12 12 12 

大学院教育実践研究科（教職大学院）入学定員・収容定員                             （単位：人） 

教育実践研究科 
入学定員 収容定員 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

教職実践専攻 50 50 50 50 50 50 100 100 100 100 100 100 

特別支援教育特別専攻科入学定員・収容定員                                   （単位：人） 

特別支援教育特別専攻科 
入学定員 収容定員 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

特別支援教育専攻 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 
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（２）在籍者数 

① 全学集計表 

教育学部在籍者数                                       各年度 5/1 現在（単位：人） 

 2012 2013 2014 2015 2016 2017 
内 訳 

１年 ２年 ３年 ４年 男 女 

教育学部 3,976 3,985 3,958 3,901 3,874 3,844 925 945 936 1,038 1,732 2,112 

教員養成課程 2,916 2,919 2,899 2,863 2,851 2,940 787 705 694 754 1,386 1,554 

初等教育教員養成課程 1,751 1,760 1,743 1,721 1,713 1,793 488 425 422 458 832 961 

中等教育教員養成課程 869 864 866 855 849 856 223 209 201 223 529 327 

特別支援学校教員養成課程 111 112 113 111 111 115 32 27 26 30 25 90 

障害児教育教員養成課程 2 － － － － － － － － － － － 

養護教諭養成課程 183 183 177 176 178 176 44 44 45 43 0 176 

教育支援専門職養成課程 
（新課程） 

－ － － － － 138 138 － － － 29 109 

教育支援専門職養成課程 － － － － － 138 138 － － － 29 109 

現代学芸課程（旧課程） 1,060 1,066 1,059 1,038 1,023 766 － 240 242 284 317 449 

現代学芸課程 1,051 1,063 1,059 1,038 1,023 766 － 240 242 284 317 449 

国際理解教育課程 4 2 － － － － － － － － － － 

生涯教育課程 2 1 － － － － － － － － － － 

情報教育課程 3 － － － － － － － － － － － 

環境教育課程 － － － － － － － － － － － － 

大学院教育学研究科在籍者数                                  各年度 5/1 現在（単位：人） 

 2012 2013 2014 2015 2016 2017 
内 訳 

社会人 
 

１年 ２年 3年 男 女 うち教員 

教育学研究科 288 238 212 204 227 243 111 121 11 112 131 71 25 

修士課程 284 230 200 188 209 223 106 117 － 101 122 51 17 

発達教育科学専攻 62 49 43 37 38 38 18 20 － 21 17 17 5 

特別支援教育科学専攻 5 8 9 5 4 4 3 1 － 1 3 1 0 

養護教育専攻 10 5 3 4 8 6 1 5 － 0 6 4 1 

学校教育臨床専攻 30 20 20 24 26 25 11 14 － 2 23 11 0 

国語教育専攻 11 6 7 5 6 12 8 4 － 3 9 1 1 

英語教育専攻 10 9 6 5 6 9 4 5 － 4 5 0 0 

社会科教育専攻 53 38 21 23 23 20 14 6 － 13 7 3 2 

数学教育専攻 17 13 10 8 9 11 7 4 － 10 1 2 1 

理科教育専攻 25 27 25 18 22 30 14 16 － 23 7 5 3 

芸術教育専攻 34 31 30 34 37 37 15 22 － 5 32 2 1 

保健体育専攻 18 14 15 16 21 20 7 13 － 12 8 4 2 

家政教育専攻 5 6 8 5 3 4 1 3 － 0 4 0 0 

技術教育専攻 4 4 3 4 6 7 3 4 － 7 0 1 1 

後期３年博士課程 4 8 12 16 18 20 5 4 11 11 9 20 8 

共同教科開発学専攻 4 8 12 16 18 20 5 4 11 11 9 20 8 

大学院教育実践研究科（教職大学院）在籍者数                        各年度 5/1 現在（単位：人） 

教育実践研究科 2012 2013 2014 2015 2016 2017 
内 訳 

社会人 
 

1年 2年 男 女 うち教員 

教職実践専攻 83 91 105 99 98 100 50 50 54 46 35 30 

教職実践基礎領域 53 60 73 70 68 70 35 35 30 40 5 0 

教職実践応用領域 30 31 32 29 30 30 15 15 24 6 30 30 

特別支援教育特別専攻科在籍者数                       年度 5/1 現在（単位：人） 

特別支援教育特別専攻科 2012 2013 2014 2015 2016 2017 
内   訳 

男 女 社会人 うち教員 

特別支援教育専攻 23 30 27 34 30 32 12 20 19 6 
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② 外国人留学生数 

教育学部外国人留学生在籍者数                                 2017/5/1 現在（単位：人） 

 １ 年 ２ 年 ３ 年 ４ 年 １ 合計 男 女 

教育学部 1 (0) 0 (0) 2 (0) 1 (0) 2 (0) 2 (0) 4 (0) 

教員養成課程 1 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (0) 0 (0) 1 (0) 

初等教育教員養成課程 1 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (0) 0 (0) 1 (0) 

中等教育教員養成課程 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

特別支援学校教員養成課程 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

養護教諭養成課程 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

教育支援専門職養成課程（新課程） 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

教育支援専門職養成課程 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

現代学芸課程（旧課程） 0 (0) 0 (0) 2 (0) 1 (0) 1 (0) 2 (0) 3 (0) 

現代学芸課程 0 (0) 0 (0) 2 (0) 1 (0) 1 (0) 2 (0) 3 (0) 

* ( )は国費留学生を内数で示す。 

 

大学院教育学研究科外国人留学生在籍者数                            2017/5/1 現在（単位：人） 

 １年 ２年 3年 
合 計 

男 女  

教育学研究科 9 (1) 5 (1) 0 (0) 7 (2) 7 (0) 14 (2) 

修士課程 9 (1) 5 (1) － － 7 (2) 7 (0) 14 (2) 

発達教育科学専攻 1 (0) 1 (0) － － 0 (0) 2 (0) 2 (0) 

特別支援教育科学専攻 0 (0) 0 (0) － － 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

養護教育専攻 0 (0) 0 (0) － － 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

学校教育臨床専攻 0 (0) 0 (0) － － 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

国語教育専攻 0 (0) 0 (0) － － 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

英語教育専攻 0 (0) 0 (0) － － 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

社会科教育専攻 6 (0) 1 (0) － － 4 (0) 3 (0) 7 (0) 

数学教育専攻 1 (0) 1 (0) － － 1 (0) 1 (0) 2 (0) 

理科教育専攻 1 (1) 1 (1) － － 2 (2) 0 (0) 2 (2) 

芸術教育専攻 0 (0) 0 (0) － － 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

保健体育専攻 0 (0) 0 (0) － － 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

家政教育専攻 0 (0) 1 (0) － － 0 (0) 1 (0) 1 (0) 

技術教育専攻 0 (0) 0 (0) － － 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

後期３年博士課程 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

共同教科開発学専攻 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

* ( )は国費留学生を内数で示す。 
* 正規学生のみ計上。 
 

 

（３）定員の充足状況 

定員充足率                                         各年度 5/1 現在（単位：％） 

 
入学定員充足率（過去６年間） 

収容定員 
充足率 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 平均 2017 

教育学部 109.1 109.4 107.8 107.7  108.2 106.8 108.0 110.1 

教員養成課程 109.8 108.7 108.1 108.6 110.0 106.9 108.5 110.4 

初等教育教員養成課程 108.9 108.0 106.4 107.9 108.7 107.0 107.6 109.9 

中等教育教員養成課程 114.0 109.7 111.3 109.1 112.9 106.2 110.5 111.5 

特別支援学校教員養成課程 100.0 116.0 112.0 108.0 108.0 106.7 108.5 109.5 

養護教諭養成課程 105.0 107.5 107.5 112.5 110.0 110.0 108.8 110.0 

教育支援専門職養成課程 
（新課程） 

－ － － － － 106.2 106.2 106.2 

教育支援専門職養成課程 － － － － － 106.2 106.2 106.2 

現代学芸課程（旧課程） 107.3 111.2 106.9 105.2 103.4 － 106.8 110.1 

現代学芸課程 107.3 111.2 106.9 105.2 103.4 － 106.8 110.1 

教育支援専門職養成課程
（新課程） 

－ － － － － 106.2 106.2 106.2 

教育学研究科 117.3 81.7 85.6 84.6 96.2 106.7 95.4 114.6 

修士課程 118.0 81.0 85.0 84.0 96.0 106.0 95.0 111.5 

発達教育科学専攻 145.0 70.0 80.0 65.0 80.0 90.0 88.3 95.0 

特別支援教育科学専攻 60.0 60.0 60.0 0.0 40.0 60.0 46.7 40.0 

養護教育専攻 66.7 33.3 33.3 100.0 166.7 33.3 47.2 100.0 

学校教育臨床専攻 150.0 112.5 137.5 162.5 162.5 137.5 143.8 156.3 

国語教育専攻 60.0 60.0 80.0 20.0 100.0 160.0 71.0 120.0 

英語教育専攻 75.0 50.0 50.0 25.0 100.0 100.0 66.7 112.5 

社会科教育専攻 211.1 100.0 55.6 144.4 55.6 155.6 120.4 111.1 



第４章 教育活動 

45 

数学教育専攻 85.7 57.1 42.9 71.4 57.1 100.0 69.0 78.6 

理科教育専攻 123.1 100.0 84.6 61.5 100.0 107.7 79.5 115.4 

芸術教育専攻 107.1 78.6 121.4 114.3 100.0 107.1 104.8 132.1 

保健体育専攻 116.7 116.7 133.3 133.3 183.3 116.7 133.3 166.7 

家政教育専攻 66.7 100.0 100.0 0.0 33.3 33.3 55.6 66.7 

技術教育専攻 33.3 66.7 33.3 100.0 100.0 100.0 72.2 116.7 

後期３年博士課程 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 125.0 104.2 166.7 

共同教科開発学専攻 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 125.0 104.2 166.7 

教育実践研究科 66.0 100.0 104.0 86.0 96.0 100.0 92.0 100.0 

教職実践専攻 66.0 100.0 104.0 86.0 96.0 100.0 92.0 100.0 

特別支援教育特別専攻科 76.7 100.0 86.7 113.3 100.0 106.7 97.2 106.7 

特別支援教育専攻 76.7 100.0 86.7 113.3 100.0 106.7 97.2 106.7 

* 入学定員充足率（%） = 入学者 ÷ 入学定員 
* 収容定員充足率（%） = 在籍者 ÷ 収容定員（国立大学法人評価で用いられる基準：90％以上） 
* 平均入学定員充足率（%） = 各年度の入学定員充足率の計 ÷ ６年（大学機関別認証評価で用いられる基準：70％以上130％未満） 
* 現代学芸課程（旧課程）全体の収容定員充足率の算定に、改組前の国際理解教育課程（旧）及び生涯教育課程（旧）の数値を含む。 
 
 
 
定員超過率                                         各年度 5/1 現在（単位：人） 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

収容定員 在学者数 長期履修 
算定人数 

外国人留学生 
(国費等) 

休学者 留年者 
２年以内 

超過率 
算定人数 

収容定員 
超過率（％） 

教育学部 

2012 3,500 3,976 3,976  0 63 68 3,845 109.9 % 

教員養成課程 2,572 2,916 2,916  － 40 38 2,838 110.3 % 

現代学芸課程 928 1,060 1,060  － 23 30 1,007 108.5 % 

2013  3,500 3,985 3,985  0 78 84 3,823 109.2 % 

教員養成課程 2,572 2,919 2,919  － 49 51 2,819 109.6 % 

現代学芸課程 928 1,066 1,066  － 29 33 1,004 108.2 % 

2014 3,500 3,958 3,958  0 51 72 3,835 109.6 % 

教員養成課程 2,572 2,899 2,899  － 30 41 2,828 110.0 % 

現代学芸課程 928 1,059 1,059  － 21 31 1,007 108.5 % 

2015 3,500 3,901 3,901  0 60 71 3,770 107.7 % 

教員養成課程 2,572 2,863 2,863  － 39 43 2,781 108.1 % 

現代学芸課程 928 1,038 1,038  － 21 28 989 106.6 % 

2016 3,500 3,874 3,874 0 48 85 3,741 106.9 % 

教員養成課程 2,572 2,851 2,851 － 31 52 2,768 107.6 % 

現代学芸課程 928 1,023 1,023 － 17 33 973 104.8 % 

2017 3,490 3,844 3,844 0 54 87 3,703 106.1 % 

教員養成課程 2,664 2,940 2,940 － 36 55 2,849 106.9 % 

教育支援専門職養成課程 130 138 138 － 0 － 138 106.2 % 

現代学芸課程 696 766 766 － 18 32 716 102.9 % 

2012 教育学研究科 204 288 278 1 10 7 260 127.5 % 

修士課程 200 284 274 1 10 7 256 128.0 % 

通常（２年） － 217 217.00 － － 7 － － 

小学校教員免許取得（３年） － 44 44.00 － － 0 － － 

長期履修（３年） － 8 5.28 － － 0 － － 

長期履修（４年） － 15 7.50 － － 0 － － 

後期３年博士課程 4 4 4 0 0 0 4 100.0 % 

通常（３年） 4 4 4 0 0 0 4 － 

2013 教育学研究科 208 238 231 0 11 6 214 102.9 % 

修士課程 200 230 223 0 11 6 206 103.0 % 

通常（２年） － 180 180.00 － － 6 － － 

小学校教員免許取得（３年） － 34 34.00 － － 0 － － 

長期履修（３年） － 5 3.30 － － 0 － － 

長期履修（４年） － 11 5.50 － － 0 － － 

後期３年博士課程 8 8 8 0 0 0 8 100.0 % 

通常（３年） 8 8 8 0 0 0 8 － 

2014 教育学研究科 212 212 204 1 11 4 188 88.7 ％ 

修士課程 200 200 193 1 11 4 177 88.5 ％ 

通常（２年） － 156 156.00 － － 4 － － 

小学校教員免許取得（３年） － 28 28.00 － － 0 － － 

長期履修（３年） － 5 3.30 － － 0 － － 

長期履修（４年） － 11 5.50 － － 0 － － 

後期３年博士課程 12 12 11 0 0 0 11 91.7 ％ 

通常（３年） － 8 8 － － 0 － － 

長期履修（４年） － 4 3 － － 0 － － 

2015 教育学研究科 212 204 195 3 10 8 174 82.1 ％ 

修士課程 200 188 180 3 9 6 162 81.0 ％ 
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通常（２年） － 147 147.00 － － 5 － － 

小学校教員免許取得（３年） － 23 23.00 － － 1 － － 

長期履修（３年） － 5 3.30 － － 0 － － 

長期履修（４年） － 13 6.50 － － 0 － － 

後期３年博士課程 12 16 15 0 1 2 12 100.0 ％ 

通常（３年） － 11 11.00 － － 2 － － 

長期履修（４年） － 5 3.75 － － 0 － － 

2016 教育学研究科 212 227 216 1 16 9 190 89.6 ％ 

修士課程 200 209 200 1 12 4 183 91.5 ％ 

通常（２年） － 170 170.00 － － 3 － － 

小学校教員免許取得（３年） － 18 18.00 － －  － － 

長期履修（３年） － 9 6.00 － － 1 － － 

長期履修（４年） － 12 6.00 － －  － － 

後期３年博士課程 12 18 16 0 4 5 7 58.3 ％ 

通常（３年） － 10 10.00 － － 3 － － 

長期履修（４年） － 8 6.00 － － 2 － － 

2017 教育学研究科 212 243 232 0 14 9 209 98.6 % 

修士課程 200 223 214 0 10 6 198 99.0 % 

通常（２年） － 184 184 － － 6 － － 

小学校教員免許取得（３年） － 18 18 － －  － － 

長期履修（３年） － 7 4.67 － －  － － 

長期履修（４年） － 14 7 － －  － － 

後期３年博士課程 12 20 18 0 4 3 11 91.7 % 

通常（３年） － 11 11 － － 1 － － 

長期履修（４年） － 9 6.75 － － 2 － － 

教育実践研究科 

2012 100 83 82 0 3 2 77 77.0 %   

2013 100 91 91 0 1 0 90 90.0 %   

2014 100 105 105 0 1 1 103 103.0 %  

2015 100 99 99 0 1 0 98  98.0 %  

2016 100 98 98 0 0 0 98 98.0 %  

2017 100 100 100 0 1 0 99 99.0 %  

特別支援教育特別専攻科 

2012 30 23 23 0 0 0 23 76.7 %   

2013 30 30 30 0 1 1 28 93.3 %   

2014 30 27 27 0 0 1 26 86.7 %   

2015 30 34 34 0 0 0 34 113.3 %   

2016 30 30 30 0 0 0 30 100.0 ％   

2017 30 32 32 0 0 0 32 106.7 ％   

* 平成20年２月14日19文科高第715号通知「国立大学の学部における定員超過の抑制について(通知)」に基づき算出（基準定員超過率110％、国立大
学法人評価の定員超過率の上限値130％） 

* ③長期履修算定人数は、長期履修３年 = 在籍者×2/3、長期履修４年 = 在籍者×2/4、左記以外は②在学者数と同じ人数。 
教育学部では長期履修制度を行っていないため、②在学者数と同じ人数。 

* ④外国人留学生（国費等）は、国費留学生、外国人政府派遣留学生、大学間交流協定等に基づく私費留学生の合計人数（自己点検・評価報告書2011
～2015基礎資料集については、国費等以外の合計人数が記載されていたため、修正した）。 
* ⑥留年生２年以内は、単位不足による履修年限超過者のうち、修業年限を超える在籍期間が２年以内の者の人数。 
* ⑦超過率算定人数は、③長期履修算定人数 -（④外国人留学生（国費等）＋⑤休学者＋⑥留年者２年以内）の人数。 
* ⑧収容定員超過率は、⑦超過率算定人数 ÷ ①収容定員。 

 

（４）休学者数、退学者数、除籍者数、留年者数 

休学者・退学者・除籍者・留年者及びその理由                                （単位：人） 

 

当該年度 5/1 現在 当該年度 4/1 ～ 3/31 累計 

在学者 留年者 休学者 休学者 退学者 除籍者 

2016 2017 2016 2017 2016 2017 2016 2017 2016 2017 2016 2017 

教育学部 3874 3844 105 102 48 54 53 66 20 12 5 5 

教員養成課程 2851 2940 66 64 32 36 33 39 14 10 3 4 

１年 707 787 － － 1 0 1 3 2 1 0 2 

２年 695 705 － － 5 1 6 3 1 1 0 0 

３年 691 694 － － 1 5 5 10 1 1 0 0 

４年 758 754 66 64 25 30 21 23 10 7 3 2 

教育支援専門職
養成課程 

－ 138 － － － 0 － 0 － 0 － 0 

１年 － 138 － － － 0 － 0 － 0 － 0 

現代学芸課程 1023 766 39 38 16 18 20 27 6 2 2 1 

１年 240  － － 0 － 0 － 0 － 0 － 

２年 244 240 － － 2 0 2 0 2 0 0 0 

３年 246 242 － － 3 2 4 10 0 1 0 1 

４年 293 284 39 38 11 16 14 17 4 1 2 0 

休学・退学・除籍の理由 経済事情 2 
 

8 1 0 0 0 
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家庭の事情 0 0 2 0 0 0 

一身上の都合 17 25 1 1 0 0 

私費留学 24 23 0 0 0 0 

傷病 10 10 0 0 0 0 

方針変更 0 0 16 11 0 0 

授業料未納 0 0 0 0 3 4 

死亡又は行方不明 0 0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 2 1 

 
在学者 留年者 休学者 休学者 退学者 除籍者 

2016 2017 2016 2017 2016 2017 2016 2017 2016 2017 2016 2017 

教育学研究科 227 243 35 30 16 14 18 16 3 6 1 1 

修士課程 209 223 29 23 11 10 12 9 2 1 1 1 

１年 96 106 － － 2 1 2 1 0 0 1 1 

２年 113 117 29 23 9 9 10 8 1 1 0 0 

後期3年博士課程 18 20 6 7 5 4 6 5 1 2 0 0 

１年 4 5 － － 0 0 0 0 0 0 0 0 

２年 4 4 － － 0 0 0 1 0 0 0 0 

３年 10 11 6 7 5 4 6 4 1 2 0 0 

教育実践研究科 98 100 12 5 0 1 0 2 6 3 0 0 

１年 48 50 － － 0 0 0 1 3 2 0 0 

２年 50 50 12 5 0 1 0 1 3 1 0 0 

専攻科 30 32 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

休学・退学・除籍の理由 

経済事情 3 2 0 0 0 0 
家庭の事情 4 4 1 0 0 

 
0 
 一身上の都合 8 8 0 0 0 0 

私費留学 0 1 0 0 0 0 
傷病 3 1 0 0 0 0 

方針変更 0 0 8 6 0 0 
授業料未納 0 0 0 0 1 1 

死亡又は行方不明 0 0 0 0 0 0 
その他 0 0 0 0 0 0 

* 教育学部の留年者は４年を超えて在籍している者を計上し、在学期間不足（休学等）と単位不足の両方を含んだ人数。 
（2016年内訳：在学期間不足40人、単位不足 65人（履修年限超過２年以内46人、３年以上19人）） 
（2017年内訳：在学期間不足29人、単位不足 73人（履修年限超過２年以内60人、３年以上13人）） 
 

* 大学院の留年者は、修士課程の場合は２年、博士課程の場合は３年、専攻科の場合は１年を超えて在籍している者を計上しているため、長期履修３年、
４年が含まれた人数となっている。 

 

（５）卒業・修了者数 

卒業（修了）者・卒業（修了）延期者                                      （単位：人） 

 2012 2013 2014 2015 2016 2017 
  

卒業・修了月 延期者 (判定時) 

９月 ３月 期間不足 単位不足 合計 

教育学部 923 931 967 951 930 924 11 913 35 74 109 

教員養成課程 683 693 717 705 681 682 5 677 18 50 68 

初等教育教員養成課程 406 424 435 426 401 415 4 411 11 30 41 

中等教育教員養成課程 205 193 208 211 207 196 1 195 6 19 25 

特別支援学校教員養成課程 28 27 28 26 28 28 0 28 1 1 2 

障害児教育教員養成課程 1 － － － － － － － － － － 

養護教諭養成課程 43 49 46 42 45 43 0 43 0 0 0 

現代学芸課程 240 238 250 246 249 242 6 236 17 24 41 

現代学芸課程 236 238 250 246 249 242 6 236 17 24 41 

国際理解教育課程 1 － － － － － － － － － － 

生涯教育課程 1 － － － － － － － － － － 

情報教育課程 2 － － － － － － － － － － 

環境教育課程 － － － － － － － － － － － 

教育学研究科 128 109 84 72 91 91 0 91 22 15 37 

修士課程 128 109 84 71 89 91 0 91 19 7 26 

発達教育科学専攻 25 21 17 16 18 15 0 15 4 1 5 

学校教育専攻（旧） － － － － － － － － － － － 

特別支援教育科学専攻 0 2 3 1 2 1 0 1 0 0 0 

障害児教育専攻（旧） － － － － － － － － － － － 

養護教育専攻 6 3 2 1 3 3 0 3 2 0 2 

学校教育臨床専攻 18 11 9 11 12 12 0 12 2 0 2 

国語教育専攻 8 3 3 4 1 4 0 4 0 0 0 

英語教育専攻 3 4 2 3 1 4 0 4 0 1 1 

社会科教育専攻 23 21 10 4 16 2 0 2 2 2 4 

数学教育専攻 8 6 6 3 5 3 0 3 0 1 1 

理科教育専攻 8 11 11 9 6 14 0 14 1 1 2 

芸術教育専攻 14 18 10 10 15 18 0 18 4 0 4 

保健体育専攻 11 7 6 6 8 9 0 9 3 1 4 
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家政教育専攻 2 1 3 2 0 3 0 3 0 0 0 

技術教育専攻 2 1 2 1 2 3 0 3 1 0 1 

後期３年博士課程 － － 0 1 2 0 0 0 3 8 11 

共同教科開発学専攻 － － 0 1 2 0 0 0 3 8 11 

教育実践研究科 教職実践専攻 38 33 45 43 42 36 0 36 1 0 1 

教職実践基礎領域 22 20 27 29 27 21 0 21 1 0 1 

教職実践応用領域 16 13 18 14 15 15 0 15 0 0 0 

特別支援教育特別専攻科 22 29 27 34 30 30 0 30 0 0 0 

特別支援教育専攻 22 29 27 34 30 30 0 30 0 0 0 

* 後期３年博士課程は2012年度設置。 

 

３ 教育課程 

（１）教育学部の履修基準（課程別）                            （数値：単位数）                         

 
教員養成課程 教育支援専門職

養成課程 
初等教育教員 

養成課程 
中等教育教員 

養成課程 
特別支援学校 
教員養成課程 

養護教諭 
養成課程 

共 

通 

科 

目 

教養科目 19 19 19 19 19 
日本国憲法 2 2 2 2 2 

情報教育入門 2 2 2 2 2 

外国語科目 5 5 5 5 6 

スポーツ科目 2 2 2 2 2 

専 

門 

教 

育 

科 

目 

教科研究科目 6 ～ 10 0 ～ 2 10 － － 

課程内共通科目 － － － － 22 
専攻科目 

教科専攻科目 
教育科学専攻科目 
幼児教育選修科目 
情報専攻科目 
特別支援教育専攻科目 
養護教育専攻科目 

14 ～ 21 34 ～ 44 33 48 50 

教職科目 
教科教育科目 
保育内容研究科目 
教育科目 

36 ～ 45 33 43 25 － 

教科又は教職に関する科目 2 2 2 － － 

養護又は教職に関する科目 － － － 2 － 

卒業研究 6 6 6 6 10 

 自由科目 21 ～ 27 13 ～ 21 4 17 15 

合 計 128 128 128 128 128 

 

（２）授業形態の組合せ・バランス 

2017 年度授業形態比率 

教育学部 

授業形態 共通科目 
専門教育科目 

初等 中等 特別支援    養護 教育支援 

講義 33.3 % 49.7 % 43.6 % 66.1 % 71.1 % 71.3 % 

演習 48.5 % 37.6 % 39.4 % 32.2 % 12.0 % 20.1 % 

実験・実習・実技 18.2 % 12.7 % 17.0 % 1.7 % 16.9 % 8.6 % 

教育学研究科（修士課程） 

授業形態 比率 開設科目数 

講義 54.4 % 433 

演習 44.1 % 351 

実験・実習・実技 1.5 % 12 

合計  796 

2017年度教育学研究科（修士課程）開講状況 

開設形態別 

 
前 期 後 期 合 計 

開講数 未開講 開設数 開講数 未開講 開設数 開講数 未開講 開設数 

通 常 133 36 169 127 36 163 260 72 332 

土 曜 6 2 8 4 2 6 10 4 14 

夜 間 51 43 94 45 36 81 96 79 175 

集 中 43 5 48 26 2 28 69 7 76 

合 計 233 86 319 202 76 278 435 162 597 

受講者数別 

 開講数 比 率 開講数 比 率 開講数 比 率 
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11人以上 32 13.7 % 20 9.9 % 52 12.0 % 

10人以下 201 86.3 % 182 90.1 % 383 88.0 % 

合 計 233  202  435  

受講者数 総人数 平均受講者数 総人数 平均受講者数 総人数 平均受講者数 

受講者のべ人数 1170 人 5.0 人  838 人 4.1 人  2,008 人 4.6 人  

 

（３）教育実地研究（教育実習）の実施状況 

教育実地研究（教育実習）一覧 

実習の種類 

教員養成課程 現 
代 
学 
芸 
課 
程 

実習校 実施時期・期間 

実習の目的 
初 
等 
教 
育 

中 
等 
教 
育 

特 
別 
支 
援 

養 
護 
教 
諭 

幼 
稚 
園 
 

小 
学 
校 
 

中 
学 
校 
 

高 
等 
学 
校 

特 
別 
支 
援 

１ 
年 
次 

３ 
年 
次 

４ 
年 
次 

主免実習 ◎ ◎    □ □ □ ◇   10月3週間  
教師の仕事や使命の理解、指導実務能力
の獲得、教職適正確認のための実習 

基礎免実習   ◎    □     10月3週間  〃 

養護実習    ◎   □     10月４週間  
養護教諭としての役割理解、教師の仕事
や使命の理解、指導実務能力の獲得、教
職適正確認のための実習 

隣接校種実習 ○ ○     □ □ □    ６月２週間 
隣接校種の理解、主免実習の深化･拡充
の実習 

副免実習    ○    □     ６月３週間 〃 

特別支援教育実習   ◎       □   ６月3週間 障害児の理解と指導資質向上の実習 

導入実習     ○   ◇ ◇   
９月１日間 
又は５日間 

 
学校・教師・子ども理解のための観察実
習 

教育実習     ○   □ □    
６月２週間 
又は３週間 

教師の仕事や使命の理解、指導実務能力
の獲得、教職適正確認のための実習 

* ◎ 必修科目 ○ 選択科目 □ 附属学校＆協力校 ◇ 附属学校 
* １つの実習で複数の実習期間が設定されているのは、所属する教育課程や取得する教員免許状の種類等の違いによるもの。 

2017年度教育実地研究（教育実習）実施状況集計表 

実習の種類 

実 習 生 数（のべ人数）  実 習 校 数  

教員養成課程 現代 
学芸 
課程 

専攻科 
 

合計 
(人) 

学校種 合計 
(校) 初等 

教育 
中等 
教育 

特別 
支援 

養護 
教諭 

幼稚園 小学校 中学校 
高等 
学校 

特別 
支援 

主免実習 *428 196 － － － － 624       

基礎免実習 － － 23 － － － 23 9 251 81 1 1 343 

養護実習 － － － 45 － － 45       
特別支援教育実習 
(特専) 

     30 30     11 11 

隣接校種実習 323 123 － － － － 446       

副免実習 － － － 33 － － 33 － 10 180 30 － 220 

教育実習 － － － － 99 － 99       
特別支援教育実習 
(特支) 

－ － 27 － － － 27 － － － － 10 10 

小計 751 319 50 78 99 30 1,327 9 261 261 31 22 584 

導入実習 － － － － 88 － 88 － － 2 1 － 3 

小計 0 0 0 0 88 0 88 0 0 2 1 0 3 

合計 751 319 50 78 187 30 1415 9 261 263 32 22 587 

* 主免実習に参加した初等教育教員養成課程 428人には、小学校教員免許取得コースに在籍する大学院生16人を含む。 

主免実習・基礎免実習・養護実習 

実習校種 実習校数 

実 習 生 数（人）  

主免実習（3週間） 基礎免実習（3週間） 養護実習（4週間） 
合計（人） 

初等教育 中等教育 特別支援 養護教諭 
幼稚園 9 23    23 

愛知県内協力園 8 12    12 

附属幼稚園 1 11    11 

小学校 251 (16)  405    22 45 (16)  472 

愛知県協力学校 227 252   13 37   302 

名古屋市協力学校 22 57    2 59 

附属名古屋小学校 1 (8)   54  4  3 (8)   61 

附属岡崎小学校 1 (8)   42  5 3 (8)   50 

中学校 81  185   185 

愛知県協力学校 71  91   91 

名古屋市協力学校 8  17    17 

附属名古屋中学校 1  39   39 

附属岡崎中学校 1  38   38 
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高等学校 1  11   11 

附属高等学校 1  11   11 

聾学校 1   1  1 

愛知県協力学校 1   1  1 

合計 343 (16)  428    202 23 45 (16)  692 

 
* 主免実習、基礎免実習、養護実習は、卒業要件となる校種の教育実習で、３年次に教員養成４課程の学生が履修する必修科目 
* 教師の仕事や使命の理解、指導実務能力の獲得、教職適正確認が目的 
* 実施期間 3 週間： 2017. 10.2(月) ～ 10.20(金) 
* ( )は小免取得コースに在籍する大学院生16人（教育学研究科4人、教育実践研究科12人）を示し内数。 
* 基礎免実習において，聴覚障害を持っている学生は聾学校にて実習を行う。 
 

隣接校種実習・副免実習・教育実習 

実習校種 実習校数 

実 習 生 数（人）  

隣接校種実習 副免実習 教育実習 
合計（人） ２週間 

初等教育 
２週間 

中等教育 
３週間 

養護教諭 
３週間 

現代学芸 
２週間 

現代学芸 
小学校 10 15 98    113 

愛知県協力学校 0      0 

名古屋市協力学校 8  22    22 

附属名古屋小学校 1 11 43    54 

附属岡崎小学校 1 4 33    37 

中学校 180 308  33 50  391 

愛知県協力学校 163 210  28 30  268 

名古屋市協力学校 15 55  2   57 

附属名古屋中学校 1 23  1 10  34 

附属岡崎中学校 1 20  2 10  32 

高等学校 30  25  20 29 74 

愛知県協力学校 25  5  14 14 33 

名古屋市協力学校 1     2 2 

岐阜県協力学校 2  1   1 2 

私立協力学校 1     1 1 

附属高等学校 1  19  6 11 36 

合計 230 323 123 33 70 29 578 

* 隣接校種実習、副免実習、教育実習は、隣接校種の理解、主免実習の深化・拡充を目的として、４年次に履修する選択科目 
* 隣接校種実習は初等教育教員養成課程及び中等教育教員養成課程の学生が、副免実習は養護教諭養成課程の学生が、それぞれ副免許状を取得するため

に履修 
* 教育実習は現代学芸課程の学生のうち、中学校及び高等学校の１種免許状の取得希望者が３週間の実習を履修し、高等学校１種免許状のみの取得希望

者は２週間の実習を行う。 
* 実施期間３週間： 2017. 5.29(月) ～  6.16(金) /  実施期間２週間： 2017. 5.29(月) ～  6.9(金) 
 

特別支援教育実習 
 
 
 
 
 
 
 
 
* 特別支援教育実習は、特別支援学校教員養成課程 
 の学生が４年次の６月に 3 週間、特別支援教育特 

別専攻科の学生は 10 月に２週間の実習を履修す 
る必修科目 

* 障害児の理解と指導資質向上が目的 
* 実施期間3週間：2017. 5.29(月) ～ 6.16(金) 
* 実施期間２週間：2017.10.2(月) ～ 10.13(金) 

 

 

導入実習 

* 導入実習は、現代学芸課程の学生のうち教育職員
免許状の取得希望者を対象に、本学附属学校で 5 日
間の実習を行う選択科目。ただし、高等学校１種免
許状のみの取得希望者は１日の実習を行う。 
* 「観察」的な実習を中心に「教師の使命・仕事」
及び「生徒理解・授業づくり」を省察し、教育とい
う営みをとらえ直し、教育者としての自覚やその資
質の向上を図る土台を築くことが目標。 

* 実施期間５日間： 2017. 9.11(月) ～ 10.12(木) 
* 実施期間１日 ： 2017. 9.11(月) 

 

実習校種 実習校数 
実 習 生 数（人） 

合計（人） 3週間 
特別支援 

２週間 
専攻科 

特別支援学校 5 18  18 

愛知県協力学校 4 7  7 

附属特別支援学校 1 11  11 

聾学校 5 9  9 

愛知県協力学校 5 9  9 

特別支援学校 11  30 30 

愛知県協力学校 8  12 12 

名古屋市協力学校 2  4 4 

附属特別支援学校 1  14 14 

合計 21 27 30 57 

実習校種 
実 習 生 数（人）  

5日間/現代学芸 １日/現代学芸 合計（人） 

附属名古屋中学校 26  26 

附属岡崎中学校 18  18 

附属高等学校 26 18 44 

合計 70 18 88 
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（４）介護等体験活動の実施状況 

2017年度 介護等体験実施状況 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

* 介護等体験は、これから教員を目指す学生が、障害のある児童や生徒が学ぶ学校で介護や介助、交流等を自らの体験として持つとともに、この体験を
今後の教育活動に生かすことを期待して行われるもの。 
* 介護等体験の内容としては、障害者、高齢者等に対する直接的な介護、介助のほか、話し相手、散歩の付き添い、行事の補助、掃除、洗濯など、交流
体験をはじめとする幅広い活動内容となっている。 
* 本学では、教員養成課程（特別支援学校教員養成課程を除く）の学生は１年次に附属特別支援学校で２日間、２年次に県内の社会福祉施設で５日間の
体験を実施している。また、現代学芸課程の学生は、３年次に県内の公立特別支援学校で２日間、県内の社会福祉施設で５日間の体験を実施している。 

 

（５）教育実践研究科（教職大学院）学校実習の実施状況 

科目名称 
単位 
数 

配当 
年次 

受講者(人) 
実習実施（配当）先 実施時期等 

基礎 応用 

特別課題実習(基礎) 1 1 37 － 豊田市立東保見小学校 ①10/10(火)・10/13(金)・10/17(火)・10/20(金) 
②10/24(火)・10/27(金)・10/31(火)・11/7(火) 
※ ①②のいずれかで受講 特別課題実習(応用Ａ) 1 1 － 15 豊田市立西保見小学校 

他校種実習 1 1 － 9 
犬山市立犬山中学校 始め連携協力校 
9校（小3校、中6校） 

10/10(火)・10/13(金)・10/17(火)・10/20(金) 

教師力向上実習Ⅰ 4 2 21 － 
名古屋市立杉村小学校 始め連携協力校 
19校（小13校、中5校、高1校） 

①5/8(月)～6/2(金) ②5/29(月)～6/23(金) 
※ 基本日程①②のいずれかで受講（４週） 

教師力向上実習Ⅱ 4 2 21 － 
名古屋市立杉村小学校 始め連携協力校 
19校（小13校、中5校、高1校） 

①9/25(月)～10/20(金) ②10/2(月)～10/27(金) 
※ 基本日程①②のいずれかで受講（４週） 

教師力向上実習Ⅲ 1 2 21 － 応用領域学生の現任校15校 
（小8校、中7校） 
※両実習の履修者がペアを組んで行う。 

①11/6(月)～11/10(金) 
②11/13(月)～11/17(金) 
※ 基本日程①②のいずれかで受講（２週） 
※ メンター実習には、事前事後のメンティー指導や校内調整

活動を含む。 
メンター実習 2 2 － 15 

課題実践実習 6 2 － 15 
応用領域学生の現任校15校 
（小8校、中7校） 

前期を通じて実施（270時間） 

多様なフィールド 
実習 

1 2 21 0 

豊橋市自然史博物館 始め連携協力(社会教
育系)機関7機関（15人配当） 
名古屋市子ども適応相談センター 始め連携
協力(社会福祉系)機関2機関（6人配当） 

前期の７～９月において１週間実施 

開講 ９科目 
のべ数 121 54 88 機関  

実数 58 30 52 機関  

* 教職実践専攻の「学校における実習科目」の実施にあたっては、実習実施要項（各実習の目的、課題、指導と評価、評価観点と方法などを明示）を定
めて、学生及び連携協力校へ配付し、実習についての理解を図っている。また、実習履修要件（事前の単位修得等の要件）を設け、各実習のための準備
時間を担保し、資質・能力の修得目標が達成できるように留意している。 

 

 

（６）多様なニーズ、社会的動向等への取組 

① ６年一貫教員養成コース 

設置 
2006年４月 
目的 

４年間の学部教育で培う教員としての資質に加えて、実践力・企画力・コミュニケーション能力・研究能力・組織力等の高度な教職専
門能力を養成すること 

特色 
・大学院修了６年次までの一貫した研究指導が受けられ、計画的な実践研究、理論研究が受けられます。 
・教育の現代的課題、学校現場や授業・教師の資質能力に対する知見を深める課題実習・テーマ実習や、海外で研修する海外教育研究Ⅰ、

受入機関等 受入機関数 参加人数 

本学附属特別支援学校 1 754 
県内公立特別支援学校 3 72 
県内社会福祉施設 78 728 

特別養護老人ホーム 14 110 
養護老人ホーム 4 30 
老人デイサービスセンター 17 144 
児童発達支援センター 4 47 
障害者支援施設 15 140 
児童養護施設 2 23 
障害児入所支援施設 1 10 
母子生活支援施設 3 31 
乳児院 1 12 
生活介護施設 16 171 
救護施設 1 10 
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Ⅱをはじめとする本コース独自の授業が予定されています。 

目指す能力の育成 
・教育実践活動における実践力・コミュニケーション能力（実践力） 
・総合的・長期的な視点に立つ単元の企画・開発能力（企画力） 
・教育実践に関する高度な研究能力（研究能力） 
・以上の能力を踏まえたリーダーシップ（組織力） 

コースの編成 
・本コースは、教員養成課程の２年次生を対象に15人程度を募集し、３年次から本コースに所属となります。 
・教育課程は、それぞれの所属課程・専攻等の教育課程に基づき履修し、３年次及び４年次で課題実習、テーマ実習等を履修しながら大
学院へとつないでいく６年間を通したプログラムが設定されています。 

コース進学状況（学部 3 年次）（単位：人）  学部から大学院への進学状況                   （単位：人） 

コース進学年度 コース進学者数 
 

年 度 
教育学研究科 

進学者 
教育実践研究科 

進学者 ※ 
大学院 

進学辞退者 
2012 7  2012 6 0 6 

2013 5  2013 6 0 1 

2014 2  2014 4 2 1 

2015 ８  2015 4 ０ 1 

2016 ３  2016 2 ０ 0 

2017 2  2017 4 0 4 

※ 2012年度大学院進学者から６年一貫教員養成コースと教育実践研究科の接続を開始 

② 小学校教員免許取得コース 

設置 
2005年４月（教職大学院は2008年４月） 
概要 

教員養成大学・学部以外では取得が困難な小学校教員免許を持たない大学卒業者の、小学校教員免許取得のニーズに応えるため、大学
院の合格（入学）者が、別途申請の上、許可された場合に、大学院で小学校教員免許取得に必要な学部の科目を履修することができるコ
ースを設置した。（大学院教育実践研究科にあっては、教職実践基礎領域のみ）。 

特色 
・通常の大学院教育学研究科（修士課程）または大学院教育実践研究科（教職大学院）の履修とともに、小学校教員免許状の取得に必要
な学部の科目を履修する必要から修業年限を３年とし、単位修得上支障がないように配慮している。 
・このコースの大学院を修了することにより修士（修士課程）若しくは教職修士（教職大学院）の学位と共に、小学校教諭専修免許を取
得する資格が得られる。（ただし、修士課程の特別支援教育科学専攻、養護教育専攻、英語教育専攻及び技術教育専攻においては、小学校
教諭1種免許となる。） 

小学校教員免許取得コース入学者数                                       （単位：人） 

年 度 
教育学研究科 

入学者数 
内 訳 教育実践研究科 

入学者数 
内 訳 

他大学 本学卒業者 他大学 本学卒業者 

2012 13 12 1 5 4 1 

2013 5 5 0 9 8 1 

2014 10 9 1 12 11 1 

2015 6 6 0 11 11 0 

2016 ４ 4 0 12 11 1 

2017 7 6 1 11 10 1 

教員免許を全く取得していない場合の単位修得例（教育実践研究科を除く）      （数値：単位数） 

学 年 教育学研究科 学   部 合 計 

１年次 4 41 45 

２年次 18 20 38 

３年次 8 － 8 

計 30 61 91 
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③ 単位認定の実施状況 

教育学部 

① 入学前の既修得単位の認定  

年 度 認定者数 1～4単位 5～9単位 10～14単位 15～19単位 20単位以上  

2013 3 0 1 2 0 0  

2014 1 1 0 0 0 0  

2015 ３ １ ２ ０ ０ ０  

2016 2 1 0 0 1 0  

2017 1 0 1 0 1 0  

② 大学以外の教育施設等における学修の単位認定 

年 度 認定者数 1単位 2単位 3単位 4単位 英 検 
トーフル 
(TOEFL) 

トーイック 
(TOEIC) 

2013 58 20 37 0 1 0 0 58 

2014 19 12 6 1 0 0 1 18 

2015 13 7 4 2 0 0 0 13 

2016 11 8 2 0 1 0 0 11 

2017 22 11 8 2 1 0 1 21 

 ③ 海外留学中に修得した単位の認定  

年 度 認定者数 1～4単位 5～9単位 10～14単位 15～19単位 20単位以上  

2013 0 0 0 0 0 0  

2014 3 2 1 0 0 0  

2015 1 1 0 0 0 0  

2016 0 0 0 0 0 0  

2017 0 0 0 0 0 0  

 ④ 単位互換に関する包括協定により修得した単位の認定  

年 度 認定者数 1単位 2単位 3単位 4単位 5単位以上  

2013 2 0 1 0 1 0  

2014 3 0 3 0 0 0  

2015 5 0 4 0 0 1  

2016 4 0 1 1 1 1  

2017 3 0 2 0 1 0  

* 海外に留学して履修した授業科目や他大学等において履修した授業科目については、60 単位を超えない範囲で本学において履修したものとみなして
います（学則第 69 条～第 71 条）。 
* 特に、「英語コミュニケーション」及び「外国語科目」については、大学以外の教育施設等における学修の単位認定を認めています。 

大学院（教育学研究科（修士課程）及び教育実践研究科（教職大学院）） 

① 他の大学院において履修した授業科目の認定  

年 度 
教育学研究科（修士課程） 教育実践研究科（教職大学院）  

認定者数 1～5単位 6～10単位 認定者数 1～5単位 6～10単位  

2012 0 0 0 0 0 0  

2013 0 0 0 0 0 0  

2014 0 0 0 0 0 0  

2015 0 ０ ０ 0 0 0  

2016 0 0 0 0 0 0  

2017 0 0 0 0 0 0  

② 入学前の既修得単位の認定  

年 度 
教育学研究科（修士課程） 教育実践研究科（教職大学院）  

認定者数 1～5単位 6～10単位 認定者数 1～5単位 6～10単位  

2012 0 0 0 0 0 0  

2013 1 0 1 0 0 0  

2014 0 0 0 0 0 0  

2015 1 0 1 0 0 0  

2016 0 0 0 0 0 0  

2017 0 0 0 0 0 0  

③ 実習科目の履修免除に伴う認定（教職大学院のみ） 

年 度 

教育実践研究科（教職大学院） 

教育実践応用領域 教育実践基礎領域 

認定者数 
他校種実習 

(1単位) 
特別課題実習 

(1単位) 
多様なフィールド

実習(1単位) 
認定者数 

特別課題実習 
(1単位) 

多様なフィールド 
実習(1単位) 

2012 20 6 0 14 2 0 2 

2013 21 8 0 13 0 0 0 

2014 16 4 2 10 1 0 1 

2015 16 4 0 12 2 0 2 

2016 21 5 0 16 0 0 0 

2017 20 6 0 14 0 0 0 

* 他大学等において履修した授業科目や本学入学前に他の大学院等において履修した授業科目については、10 単位を超えない範囲で本学において履修
したものとみなしています（学則第 85 条～第 86 条）。 
* 教職大学院においては、入学前の教員実務経験等により、実習科目の一部で履修を免除することができます。（学則第 87 条第 5 項、愛知教育大学教
育実践研究科履修規程第 8 条） 
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④ 編入学の実施状況  

３年次編入学（養護教諭養成課程）入学状況 

 

 

*養護教諭養成課程においてのみ、若干名の３年次編入
学生を受け入れ，受入側は、２年間で学生が卒業でき
るよう時間割編成等に配慮していました。 

 

 
 

 
⑤ インターンシップの実施状況 

2017年度インターンシップ実施状況                                    参加人数 72人 

所 属 学年 性別 体験先 受入期間 実働日数 

初等教育教員養成課程      

教育科学選修 3 女 安城市役所福祉部社会福祉課 8月1日～8月10日 5 

国語選修 3 女 愛知県産業労働部労政局産業人材育成課 9月4日～9月8日 5 

国語選修 3 女 豊橋市役所こども未来政策課 9月11日～9月15日 5 

国語選修 3 男 豊橋市役所人事課 9月4日～9月8日 5 

国語選修 3 女 
豊田市役所市民活躍支援課（とよた市民活動セ

ンター） 
9月13日～9月17日 5 

国語選修 3 男 刈谷市役所企画政策課 2月13日～2月15日 3 

社会選修 3 女 岐阜市役所ハートフルスクエアーG 8月7日～8月11日 5 

社会選修 3 女 刈谷市役所国保年金課 8月21日～8月23日 3 

数学選修 3 男 一宮市役所教育総務課 8月30日～9月5日 5 

理科選修 3 男 刈谷市役所文化観光課 8月22日～8月24日 3 

理科選修 3 女 刈谷市役所環境推進課 2月5日～2月7日 3 

音楽選修 4 女 刈谷市役所文化観光課 10月26日～10月28日 3 

美術選修 3 女 豊田市役所農政課 9月2日 1 

家庭選修 3 女 半田市役所観光課 8月15日～8月19日 5 

家庭選修 2 女 岐阜市役所ハートフルスクエアーG 8月21日～8月25日 5 

家庭選修 3 女 豊橋市役所市民病院管理課 8月14日～8月18日 5 

家庭選修 3 女 豊田市役所農政課 8月26日 1 

中等教育教員養成課程 

教育科学専攻 3 女 多治見市役所秘書広報課 8月21日～9月1日 10 

社会専攻 3 男 岐阜市役所ドリームシアター岐阜 8月16日～8月20日 5 

社会専攻 2 女 豊橋市役所自然史博物館 9月3日～9月14日 8 

社会専攻 3 男 刈谷市役所国保年金課 1月23日～1月25日 3 

数学専攻 3 男 刈谷市役所農政課 
2月8日，2月9日，2月11日，2月13日， 

2月14日 
5 

理科専攻 3 男 豊田市役所廃棄物対策課 8月22日 1 

理科専攻 3 女 刈谷市役所税務課 8月8日～8月10日 3 

理科専攻 3 女 静岡市役所議会事務局調査法制課 9月14日～9月19日 3 

保健体育専攻 3 男 豊田市役所ラグビーワールドカップ2019推進課 9月22日～9月26日 5 

家庭専攻 3 女 みよし市役所学校教育課 9月4日～9月8日 5 

家庭専攻 3 女 
刈谷市役所次世代育成部子育て推進課，子育て

支援課，子ども課 
2月5日～2月9日 5 

特別支援学校教員養成課程 

 3 女 みよし市役所福祉課 8月7日～8月10日，8月14日 5 

養護教諭養成課程 

 3 女 
豊田市役所市民活躍支援課（とよた市民活動セ

ンター） 
9月20日～9月24日 5 

 3 女 刈谷市役所福祉総務課，生活福祉課 8月7日～8月9日 3 

現代学芸課程 

国際文化コース 3 女 春日井市役所経済振興課 8月21日～8月25日 5 

国際文化コース 3 男 半田市役所スポーツ課 9月4日～9月8日 5 

国際文化コース 3 女 
岐阜市役所教育委員会科学館，ドリームシアタ

ー岐阜 

8月17日～8月21日 

8月23日～8月27日 

5 

5 

国際文化コース 3 女 小牧市役所教育委員会事務局教育総務課 8月14日～8月25日 10 

国際文化コース 3 男 豊橋市役所生活福祉課 9月11日～9月15日 5 

国際文化コース 3 女 豊橋市役所人事課 8月21日～8月25日 5 

国際文化コース 3 女 みよし市役所協働推進課 8月21日～8月25日 5 

国際文化コース 3 女 愛知教育大学附属学校課 8月28日～8月30日 3 

国際文化コース 2 女 豊田市役所未来都市推進課 9月19日～9月22日 4 

入学年度 入学者数 出身大学 内訳 

2010 2 人 国立大学 1  私立大学 1 

2011 2 人 国立大学 1   私立短大 1 

2012 2 人 国立大学 0  私立大学 2 

2013 2 人 国立大学 1   私立大学 1 

2014 1 人 国立大学 0   私立大学 1 
2015年度から取り

やめ 
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国際文化コース 3 女 豊田市役所次世代育成課 8月4日，8月6日～8月9日，8月18日 6 

国際文化コース 3 男 刈谷市役所くらし安心課 9月25日～9月27日 3 

国際文化コース 3 女 刈谷市役所財務課 8月2日～8月4日 3 

国際文化コース 3 女 刈谷市役所商工業振興課 9月27日～9月29日 3 

国際文化コース 3 女 刈谷市役所広報広聴課 1月15日～1月19日 5 

日本語教育コース 3 女 岐阜市役所ドリームシアター岐阜 8月16日～8月20日 5 

日本語教育コース 3 女 岐阜市役所市民参画部国際課 8月7日～8月10日 4 

日本語教育コース 3 女 岡崎市役所中央図書館 9月1日～9月5日 5 

日本語教育コース 2 女 豊田市役所道慈こども園 9月11日～9月15日 5 

臨床福祉心理コース 3 女 刈谷市役所福祉総務課，生活福祉課 1月29日～1月31日 3 

造形文化コース 3 女 一宮市役所教育文化部博物館 9月13日～9月16日 4 

造形文化コース 3 女 
豊田市役所市民活躍支援課（とよた市民活動セ

ンター） 
8月23日～8月27日 5 

造形文化コース 3 女 蒲郡市役所財務課，交通防犯課 9月8日，9月9日，9月11日 3 

造形文化コース 3 女 刈谷市役所生涯学習課 8月24日～8月28日 5 

造形文化コース 3 女 刈谷市役所長寿課 2月7日～2月9日 3 

情報科学コース 3 男 豊橋市役所都市交通課 8月14日～8月25日 10 

情報科学コース 3 女 愛知教育大学学術研究支援課 8月28日～8月30日 3 

情報科学コース 3 男 愛西市役所生涯学習課 8月8日～8月10日 2 

情報科学コース 3 女 豊田信用金庫 8月14日～8月18日 5 

情報科学コース 3 女 エヌエスディ（株） 8月21日～8月25日 5 

情報科学コース 3 男 刈谷市役所企業立地推進室 2月14日～2月15日 2 

情報科学コース 3 男 尾張旭市役所白鳳児童館 3月12日，3月13日 2 

自然科学コース 3 女 岐阜市役所教育委員会科学館 8月15日～8月19日 5 

自然科学コース 3 男 岡崎市役所企画課，広報課 8月7日～8月10日，8月13日，8月14日 6 

自然科学コース 3 男 豊田市役所環境政策課 9月14日，9月15日 2 

自然科学コース 3 女 刈谷市役所学校教育課，教育総務課 8月23日～8月25日 3 

自然科学コース 3 男 刈谷市役所教育総務課，学校教育課 1月23日～1月25日 3 

自然科学コース 3 男 刈谷市役所農政課 
1月24日～1月26日，1月28日， 

1月30日 
5 

自然科学コース 3 男 尾張旭市役所企画部人事課 2月20日，2月21日，2月28日～3月2日 5 

教育学研究科 

発達教育科学専攻 1 男 名古屋家庭裁判所 8月7日～8月9日 3 

国語教育専攻 1 女 愛知教育大学人事労務課 8月28日～8月30日 3 

理科教育専攻 1 男 知立市役所協働推進課，都市計画課 
8月21日，8月22日， 

8月23日～8月25日 
5 

 

インターンシップ参加者推移状況                                        （単位：人） 

年 度 参加者数 
課 程 別 内 訳 業 種 別 内 訳 

教員養成課程 現代学芸課程 教育学研究科 官 公 庁 企 業 

2010 12 4 8 0 8 4 

2011 14 6 8 0 10 4 

2012 13 2 11 0 8 5 

2013 20 8 12 0 17 3 

2014 46 23 23 0 23 23 

2015 63 28 33 2 51 12 

2016 67 32 34 1 63 4 

2017 72 31 38 3 67 5 
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（７）単位の実質化への配慮（年間授業予定） 

月 週 日

4年生… 3月29日（水）
在 学 生 ガ イ ダ ン ス 3年生… 3月30日（木）

2年生… 3月31日（金）
4月 入 学 式 ・・・・・・・ 4月4日（火）

新 入 生 ガ イ ダ ン ス ・・・・・・・ 4月4日（火）・5日（水）
1 6～7 授 業 開 始 ・・・・・・・ 4月6日（木）
2 10～14
3 17～21
4 24～28 5月3日（水） 憲法記念日
5 1～2 5月4日（木） みどりの日

5月 6 8～12 5月5日（金） こどもの日
7 15～18 大 学 祭 （ 全 学休 講） ・・・・・・・ 5月19日（金）
8 22～26
9 29～2 隣接校種実習（小・中・高） 5月29日（月）～6月 9日（金）

6月 10 5～9 教 育 実 地 研 究 特別支援教育実習 5月29日（月）～6月16日（金）
11 12～16 副免実習（養護教諭課程） 5月29日（月）～6月16日（金）
12 19～23 教育実習（現代学芸課程） 5月29日（月）～6月16日（金）
13 26～30
14 3～7

7月 15 10～14
16 18～21 ○ 休 講 日 ・・・・・・・ 8月1日（火）,3日（木） 7月17日（月） 海の日
17 24～28 ○ 夏 季 休 業 ・・・・・・・ 8月7日（月）～10月20日（金）
18 31,2,4 →夏季休業中の行事

8月 ①第4学年の授業日数不足による授業日…8月30日（水）～9月12日（火）

②9月卒業予定者卒業研究
研究業績提出期間 ・・・・・・ 8月1日（火）～8月21日（月）正午

③教育実習事前指導日　 ・・・・・・ 8月25日（金）・28日（月）・29日（火）

④導入実習（現代学芸課程） 9月14日（木）・15日（金）・10月4日（水）［名中］
9月15日（金）・22日（金）・10月3日（火）・［岡中］

9月 9月12日（火）～ 9月14日（木）［高校］

⑤教育実地研究 主免実習（小・中・高） 10月2日（月）～10月20日（金）
主免実習（幼） 9月25日（月）～10月20日（金）
基礎免実習（小） 10月2日（月）～10月20日（金）
養護実習 10月2日（月）～10月27日（金）

前期分成績報告期限　4年生分・・・ 9月15日（金），1～3年生分…8月18日（金）

前 期 成 績 公 開 ・・・・・・・ 9月21日（木）
9 月 卒 業 式 ・・・・・・・ 9月29日（金）

10月 10月　9日（月） 体育の日
後 期 授 業 開 始 ・・・・・・・ 10月23日（月）

19 23～27
20 30～2 11月3日（金） 文化の日
21 6～10

11月 22 13～17
23 20～24 11月23日（木） 勤労感謝の日
24 27～1
25 4～8 卒業研究

12月 26 11～15 研究業績提出期間 文科系 12月11日（月）～1月10日（水）正午
27 18～22 理科系 1月5日（金）～1月31日（水）正午
28 25～26

○ 冬 季 休 業 ・・・・・・・ 12月27日（水）～1月3日（水）
平30 29 4～5
1月 30 9～11 ○ 臨 時 休 講 ・・・・・・・ 1月12日（金） 1月８日（月） 成人の日

31 15～19
32 22～26
33 29～2

2月 34 5～9
35 13～16 2月12日（月） 振替休日
36 19,21～23 ○ 休 講 日 ・・・・・・・ 2月20日（火）,27日（火）～3月1日（木）
37 2 ○ 学 期 末 休 業 ・・・・・・・ 3月6日（火）～3月31日（土）
38 5

3月 ※卒業研究成績提出期限　・・・・・ 2月28日（水）

後期分成績報告期限 4年生分 2月16日（金）
1～３年生分 3月16日（金）

卒 業 式 ・・・・・・ 3月23日（金）

（注）補講日は，休講日に指定する日（大学祭及びセンター試験のための臨時休講を除く。）又は休業中に適宜実施する。

２０１７年度（平成２９年度）　学部授業予定

摘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

（休日）

 
* 各学期の授業期間  前期：４月６日～8 月４日  後期：10 月 23 日～翌年３月５日 



第４章 教育活動 

57 

（８）教育活動に係る管理運営 

教務企画委員会 

概要 

大学の学部、大学院及び専攻科の教育内容、実施体制及び教育課程に関する企画立案を行う組織として、教務企画委員会を設置しています。委員会
は、副学長（カリキュラム改革担当）を委員長として、学長が指名した理事、学長が指名した学系長、各学系選出の教育研究評議会評議員、代議員
会代議員、各センターから選出された教員、教務課職員で構成しています。さらに、その下に、教育実習の改善・点検・円滑な運営に関する事項、
時間割編成・シラバスの作成等授業運営に関する事項、大学院教育学研究科の授業運営等の改善・充実に関する事項、eラーニングによる授業運営に
関する事項、実践力育成科目の授業運営に関する事項及びカリキュラムの立案・検討・評価・改善等に関する専門的事項を検討するため、各種の専
門委員会を設置しており、教育における本学の取組を不断に点検するとともに、その具体化を図っています。 

2017年度実績 11回開催 

愛知教育大学・静岡大学共同教科開発学専攻連絡協議会 

概要 

大学院設置基準第31条第１項に基づき、静岡大学大学院教育学研究科との共同教育課程として2012年４月に設置された共同教科開発学専攻（後期３
年博士課程）では、同条第２項に基づく構成大学院の協議の場として、愛知教育大学・静岡大学共同教科開発学専攻連絡協議会を設けています。 

この連絡協議会が共同専攻の管理運営に係る案件の審議を担い、本学教授会及び静岡大学大学院教育学研究科委員会から権限の一部委譲を受けて、
議決・実施しています。同連絡協議会は、各構成大学の共同専攻を担当する専任教員等を構成員とし、月１回程度の頻度で遠隔テレビ会議システム
を用いて開催しています。 

2017年度実績 13回開催 

教職大学院運営協議会 

概要 

教育実践研究科（教職大学院）における教育研究及び組織運営について協議し、教職大学院の目標達成に資することを目的として、教職大学院運営
協議会を設置しています。教職大学院運営協議会は、研究科長（学長）を始めとする学内委員9人に加えて愛知県教育委員会３人、名古屋市教育委員
会2人及び連携協力校の校長３人の学外委員で構成されています。なお、教職大学院に係る案件の本学としての意思決定は、各分野の全学委員会、教
育研究評議会及び教授会等の審議機関を経て、役員会において行われることとなります。 

2017年度実績 1回開催 

教育実践研究科会議 

概要 

教育実践研究科（教職大学院）の人事、教学、入試等の実務案件を発議するための機関です。教育実践研究科会議の下には、カリキュラム・授業運
営、実習、入試・広報の各部会が置かれ、それぞれの所掌に応じて、研究科会議に諮る案件の原案作成等を担っています。 

2017年度実績 13回開催 

 

４ 成績評価 

成績評価方法 

成績評価基準にしたがって、授業の出欠状況、レポート、中間テスト最終試験の組み合わせにより、成績（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、D）を判定しています。 

GPA制度 

2008年度から教育改善・学びの支援システムの充実の一環として、学生の履修した授業の成績評点の平均値をデータ化して、学生の履修・学習・進
路等の指導・支援活動に活用するGPA（Grade Point Average）制度を導入しています。本学のGPA値は、以下の計算によって求められた数値です。 

GPA値 ＝ 
成績に応じた指標値（S=４、A=3、B=2、C=1、D=0）× その科目の単位数 の合計 

指定した期間に履修した単位数の合計 

2015年度からGPA値が2.0以下の学生については、指導教員による修学指導が実施され、その指導内容の報告を修学支援に活用しています。 

2017年度指導実績 931人 

学生からの成績評価の申立て手続き 

学生への成績通知は、学期ごとに指定された公開日に、ウェブサイト上の教務システムにより通知（公開）しています。成績の内容に疑義がある場
合は、成績公開日から10日以内に授業担当教員へ学生自身が直接申し出る（担当教員との連絡が困難である場合は、教務課へ学生自身が所定の方法
により申し出る）ことができます。 

 申立件数 

 
年度 教育学部 

教育学研究科 
（修士課程） 

教育学研究科 
（後期３年博士課程） 

教育実践研究科 
特別支援教育 
特別専攻科 

2012 57 1 0 0 0 

2013 52 1 0 0 0 

2014 35 0 0 0 0 

2015 45 0 0 1 0 

2016 27 0 0 0 ０ 

2017 30 0 0 0 0 
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５ 学習成果 

（１）教育職員免許状及び保育士の資格取得状況 

2017年度教育職員免許状・保育士資格取得状況                                （単位：人） 

 
卒 
業 
者 

取 
得 
者 

教育職員免許状 取得状況 
保 
育 
士 

小学校 中学校 高校 幼稚園 
特別 
支援 

養護 
教諭 

１種 ２種 計 １種 ２種 計 １種 １種 ２種 計 １種 １種 

教育学部       (%)     66.1   77.3 67.1   11.7 3.0 4.7 2.1 

 924 778 596 15 611 674 40 714 620 19 89 108 28 43 19 

教員養成課程     (%)     89.6   94.3 76.8   15.8 4.1 6.3 2.8 

 682 680 596 15 611 603 40 643 524 19 89 108 28 43 19 

初等教育教員養成課程 415 413 412 0 412 374 12 386 297 19 76 95 0 0 19 

中等教育教員養成課程 196 196 156 15 171 196 2 198 196 0 0 0 0 0 0 

特別支援学校教員養成課程 28 28 28 0 28 0 26 26 0 0 13 13 28 0 0 

養護教諭養成課程 43 43 0 0 0 33 0 33 31 0 0 0 0 43 0 

現代学芸課程     (%)     0.0   29.3 39.7   0.0 0.0 0.0 0.0 

 242 98 0 0 0 71 0 71 96 0 0 0 0 0 0 

現代学芸課程 242 98 0 0 0 71 0 71 96 0 0 0 0 0 0 

* 取得者は、小・中・高・幼・特支・養護のいずれかの教育職員免許状取得者の実人数を示す（保育士は除く）。 

2017年度教育職員免許状・保育士資格取得状況                                （単位：人） 

 
修 
了 
者 

取 
得 
者 

教育職員免許状 取得状況 保 
育 
士 

小学校 中学校 高等学校 幼稚園 特別支援 養護教諭 

専修 専修 専修 専修 専修 専修 

教育学研究科     (%)   35.2 52.7 50.5 2.2 － 2.2 － 

 91 57 32 48 46 2 － 2 － 

発達教育科学専攻 15 8 7 4 4 2 0 2 0 

特別支援教育科学専攻 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

養護教育専攻 3 2 0 2 2 0 0 0 0 

学校教育臨床専攻 12 5 1 4 3 0 0 0 0 

国語教育専攻 4 4 2 4 5 0 0 0 0 

英語教育専攻 4 4 0 4 3 0 0 0 0 

社会科教育専攻 2 0 0 0 0 0 0 0 0 

数学教育専攻 3 2 2 2 2 0 0 0 0 

理科教育専攻 14 10 6 9 10 0 0 0 0 

芸術教育専攻 18 11 6 9 9 0 0 0 0 

保健体育専攻 9 7 6 6 6 0 0 0 0 

家政教育専攻 3 2 2 2 2 0 0 0 0 

技術教育専攻 3 2 0 2 0 0 0 0 0 

* 取得者は、小・中・高・幼・特支・養護のいずれかの教育職員免許状取得者の実人数を示す（保育士は除く）。 
* 教育学研究科は、保育士免許の認定課程ではない。 
* 共同教科開発学専攻（後期３年博士課程）は、教育職員免許状の認定課程でない。 

2017年度教育職員免許状・保育士資格取得状況                                 （単位：人） 

教育実践研究科 
修 
了 
者 

取 
得 
者 

教育職員免許状 取得状況 保 
育 
士 

小学校 中学校 高等学校 幼稚園 特別支援 養護教諭 

専修 専修 専修 専修 専修 専修 

教職実践専攻 (%)   42.9 81.0 128.6 
〔認定課程でない。〕 

 36 21 9 17 27 

教職実践基礎領域 21 21 9 17 27  

教職実践応用領域 15 
 

〔応用領域（現職教員）学生は一括申請対象外。〕  

* 小・中・高いずれかの教育職員免許状授与の大学一括申請を行った分について計上。 
* 取得者数の、全体は実人数、校種別は延べ人数（=件数）である。取得割合（％）は、基礎領域の修了者に対する値である。 

2017年度教育職員免許状取得状況             （単位：人） 

特別支援教育特別専攻科 
修 
了 
者 

取 
得 
者 

教育職員免許状 取得状況 

特別支援学校 

１種 

特別支援教育専攻 (%)   100.0 

 30 30 30 
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（２）学生授業アンケートの実施 

授業アンケートは科目を３グループに分けて、３年かけて全科目のアンケートを実施し、その後に分析の年を１年加え、４年を１

サイクル（2014 年度はカリキュラム改訂のため特別に共通科目，初年次演習のアンケートを実施）として行っています。各授業の

アンケート結果については、教員個々に知らせ、それを受けての自己評価書を各教員が作成することにより、授業改善に生かせるよ

うに取り組んでいます。 

2017 年度は、初年次演習及び共通科目についてアンケート項目を設定し、授業アンケートを実施しました。 

2017 年度アンケート実施状況  ※受講者数が 10 人未満のクラスはアンケートを実施していない。 

対象科目： 初年次演習（FS），共通科目（教養科目（L）、日本国憲法（CJ）、情報教育入門（C）、外国語科目（F）、スポーツ科目
（Sｐ）） 

対象授業数 対象学生数（延べ人数）(Ａ) 全回答数 (Ｂ) 回収率（Ｂ／Ａ） 

410 17,300 13,998 80.9％ 

科目別回答数 

初年次演習（FS） 市民・多文化リテラシー（L） 科学・ものづくりリテラシー（L） 教師教養科目（L） 

805 1,617 1,544 832 

旧教養科目（L） 日本国憲法（CJ） 情報教育入門（C） 英語（F） 

1,560 670 783 1,710 

英語コミュニケーション（F） 初習外国語（F） スポーツ（Sｐ）  

1,405 1,560 1,512  

 

集計結果 

 

問１ この授業で、新しい考え方や知識・技能が身についた。 

 

 

 
 

 

 

問２ 授業で提示された課題・参考文献・資料などを自ら検索・参照

した上で、自分で問題点を深く考えた。さらに、その考えに基づき行

動した。 
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問３ 授業を受けた上で、自ら関連項目について文献やインターネッ

トなどで調査し、新たな思考を展開した。さらにその思考に基づき行

動した。 

 
 

 

問４ 学生どうしで授業内容を深めあった。 

 

 

 

 

問５ 授業で修得したことがらについて、自らの表現で伝えることが

できる。 

 

問６ 授業を受けたことで、多様な考え方ができるようになった。 
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問７ この授業の学習目標が達成できた。 

 
 

 

 

 

問８ 教員の話し方は聞き取りやすい。 

 
 

 

問９ 教員の説明はわかりやすい。 

 

 
 

問 10  教材・教具（板書、プロジェクター、配布資料等）はわかり

やすい。 
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問11 教員とのコミュニケーション（質疑、討論コメント用紙、ネッ

トなどで）はうまくとれている。 

 
 

 

問12 この授業の内容をさらに学びたい。 

 

 
 

 

 

問13 授業の難易度 

 
 

 

 

問14 一回当たりで扱われる授業内容の量 
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授業アンケート実施科目計画表 

2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 
教養科目(L) 
初年次演習(FS) 

共通科目*1 

初年次演習(FS) 
教職関係科目*2 専門科目*3 共通科目*1 

初年次演習(FS) 

*1共通科目･･･教養科目(L) 、日本国憲法(CJ)、情報教育入門(C)、外国語科目(F)、スポーツ科目(Sｐ) 
*2教職関係科目･･･教科研究科目(S2)、小学校の教科教育科目（M1）、中学校及び高等学校の教科教育科目(M2)、保育内容研究科目（MC）、教育科目(E) 
*3専門科目･･･教科専攻科目(S)、教育科学専攻科目(Se)、幼児教育選修科目(Sc)、情報専攻科目(Si)、特別支援教育専攻科目(Ss)、養護教育専攻科目（Sh）、 

現代学芸課程専攻科目(MS)､共通基礎専攻科目(LA)､自由科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15  この授業のための週当たりの学習時間（課題・レポートに費

やす時間も含む） 
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６ 学生支援 

（１）相談体制 

学生相談体制（相談窓口）                                    2018/3/31現在 

相談内容 担 当 係 

修学相談 教務課 

授業・成績関係  学部、専攻科 修学支援係 

授業・成績関係  大学院 大学院係 

休学・退学・転学関係 修学支援係 

教育実習関係 教育実習係 

介護等体験関係 体験活動係 

経済・生活相談 学生・国際課 

授業料免除・徴収猶予関係 奨学支援係 

奨学金関係 奨学支援係 

学生寮関係 保健・寮務係 

課外活動・ボランティア活動関係 課外教育係 

学生生活全般 学生係 

海外留学・国際交流相談 学生・国際課 国際交流室 

 国際交流係 （国際交流センター） 

就職・進路相談 キャリア支援課（教員就職特任指導員、事務職員、キャリアカウンセラー） 

健康相談 健康支援センター（医師、保健師、看護師、臨床心理士） 

ハラスメント相談 学内ハラスメント相談員 

学生相談（何でも相談） 学生・国際課 なんでも相談室 

 

 

（２）修学支援 

実施日（対象者） ガイダンス名称（説明者） ガイダンスの内容 

教育学部 

2017/3/29 (水) 

（教員養成課程４年） 

教務ガイダンス 

（教務課職員） 

・４年次の履修方法を説明 
・卒業要件の確認方法と卒業研究について説明 
・教育職員免許状の資格要件確認方法について説明 

2017/3/29(水) 

（現代学芸課程４年） 

教務ガイダンス 

（教務課職員） 

・４年次の履修方法を説明 
・卒業要件の確認方法と卒業研究について説明 
・教育職員免許状の資格要件確認方法について説明 

2017/3/29(水)，4/5(水） 

（４年 各専攻コース別） 

専攻コース別ガイダンス 

（各専攻コース教員） 
・専攻コースの授業及び履修について説明 

2017/3/30(木) 

（教員養成課程３年） 

教務ガイダンス 

（教務課職員） 

・３年次の履修方法を説明 
・卒業要件の確認方法について説明 
・教育職員免許状の資格要件単位取得について説明 

2017/3/30(木) 

（現代学芸課程３年） 

教務ガイダンス 

（教務課職員） 
・３年次の履修方法を説明 
・卒業要件の確認方法について説明 

2017/3/30(木)，4/5(水) 

（３年 各専攻コース別） 

専攻コース別ガイダンス 

（各専攻コース教員） 
・専攻コースの授業及び履修について説明 

2017/3/31(金) 

（２年） 

教務ガイダンス 

（教務課職員） 

・２年次の履修方法を説明 
・卒業要件の確認方法について説明 
・教育職員免許状の資格要件単位取得について説明 

2017/3/31(金)，4/5(水) 

（２年 各専攻コース別） 

専攻コース別ガイダンス 

（各専攻コース教員） 
・専攻コースの授業及び履修について説明 

2017/4/5 (水) 

（１年） 

教務ガイダンス 

（教務課職員） 

・授業、履修、成績及び単位について説明 
・１年次の履修方法を説明 
・卒業要件について説明 

201 教室（幼児教育、教育科学、情報、特別支援、養護教育） 
301 教室（国語、社会、英語） 
411 教室（教育支援専門職養成課程） 
421 教室（音楽、美術、保健体育、技術、家庭） 
431教室（数学、理科） 

2017/4/5 (水) 

（１年 各専攻コース別） 

専攻コース別ガイダンス 

（各専攻コース教員） 

・専攻コース教員の紹介 
・専攻コースの特色について説明 
・専攻コースの授業及び履修について説明 

教育学研究科（修士課程） 

2017/4/4 (火) 夜 

（１年 昼夜開講コース） 

教務ガイダンス 

（教務課職員） 
・授業、履修、成績及び単位について説明 
・修了要件、専修免許状について説明 

2017/4/5 (水) 

（１年） 

教務ガイダンス 

（教務課職員） 
・授業、履修、成績及び単位について説明 
・修了要件、専修免許状について説明 

2017/4/4（火），5 (水) 

（１年 各専攻・領域別） 

専攻別ガイダンス 

（専攻・領域教員） 

・専攻、領域教員の紹介 
・専攻、領域の特色について説明 
・専攻、領域の授業及び履修について説明 
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教育学研究科（後期３年博士課程） 

2017/4/2 (日) 午前 
（１年） 

合同ガイダンス 
（専攻教員、教務課職員） 

・専攻の特色について説明 
・授業、履修、成績及び単位について説明 

2017/4/2 (日) 午後 
（全学年） 

合同ガイダンス 
（専攻教員、教務課職員） 

・専攻教員の紹介 
・履修、研究、学位取得について説明 

2017/4/2 (日) 午後 
（全学年） 

分野別ガイダンス 
（各分野教員） 

・分野教員の紹介 
・履修、研究、論文執筆、学生生活等の相談 

教育実践研究科（教職大学院）  

2017/4/3 (月) 
（２年 教職実践基礎領域） 

教務・専攻領域ガイダンス 
（教務課職員、教職大学院教員） 

・授業、実習、履修、成績及び単位について説明 
・修了要件、専修免許状について説明 

2017/4/4 (火) 
（１年 教職実践基礎領域） 

教務・専攻領域ガイダンス 
（教務課職員、教職大学院教員） 

・授業、実習、履修、成績及び単位について説明 
・修了要件、専修免許状について説明 

2017/4/7 (金) 
（１年 教職実践応用領域） 

教務・専攻領域ガイダンス 
（教務課職員、教職大学院教員） 

・授業、実習、履修、成績及び単位について説明 
・修了要件、専修免許状について説明 

特別支援教育特別専攻科 

2017/4/5 (水) 

（全員） 

専攻科ガイダンス 
（専攻科担当教員） 

・履修内容について説明 

2017/4/5 (水) 

（全員） 

教務ガイダンス 

（教務課職員） 

・授業、履修、成績及び単位について説明 
・修了要件、専修免許状について説明 
・教育実習について説明 

 

 

（３）経済支援 

① 入学料免除 

2017年度入学料免除実施状況                            （単位：人） 

所 属 
入 
学 
者 

申 
請 
者 

免除許可者 免除金額 
合 計 
（円） 

全 
免 

半 
免 

一 
部 

免除金額 (千円) 計 

110 63     

教育学部 925 4 3 1 0 0 0 0 0 0 4 987,000 

１年次 入学者 925 4 3 1 0 0 0 0 0 0 4 987,000 

教育学研究科（修士課程） 93 19 0 9 6 4 2 0 0 0 15 1,835,000 

普通入学 93 19 0 9 6 4 2 0 0 0 15 1,835,000 

教育学研究科（博士課程） 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

愛知教育大学 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

教育実践研究科 50 2 0 0 2 1 1 0 0 0 2 173,000 

普通入学 50 2 0 0 2 1 1 0 0 0 2 173,000 

特別支援教育特別専攻科 32 3 3 0 0 0 0 0 0 0 3 175,200 
0 附属学校 264 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

幼稚園 53 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
高等学校 200 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特別支援学校高等部 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

* ６年一貫教員養成コース進学者（教育学研究科（修士課程）：4 人、教育実践研究科：０人）は、入学料不要のため除く。  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2017年度 入学料 

教育学部 282,000 円  附属幼稚園 31,300 円  

大学院 282,000 円  附属高等学校 56,400 円  

特別支援教育特別専攻科 58,400 円  附属特別支援学校高等部 2,000 円  
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② 授業料免除 

2017年度授業料免除実施状況                                         （単位：人） 

所 属 
在 
学 
者 

前 期 後 期 合計  
免除金額 
合 計 

 
  （円） 

申 
請 
者 

免除許可 

計 
申 
請 
者 

免除許可 

計 
申 
請 
者 

免除許可 

計 全 
免 

半 
免 

一 
部 

教
職 

全 
免 

半 
免 

一 
部 

教
職 

全 
免 

半 
免 

一 
部 

教
職 

教育学部 3,844 360 277 59 0 0 336 363 293 4 55 0 352 723 570 63 55 0 688 171,556,850 

１年 925 81 66 12 0 0 78 89 75 2 9 0 86 170 141 14 9 0 164 41,314,200 

２年 945 92 75 13 0 0 88 95 78 0 14 0 92 187 153 13 14 0 180 45,400,050 

３年 936 84 62 16 0 0 78 85 66 2 15 0 83 169 128 18 15 0 161 39,547,300 

４年 1,038 103 74 18 0 0 92 94 74 0 17 0 91 197 148 18 17 0 183 45,295,300 

教育学研 
究科(修士) 

223 41 25 9 0 0 34 38 28 1 6 0 35 79 53 10 6 0 69 16,658,200 

１年 106 21 14 3 0 0 17 20 15 0 3 0 18 41 29 3 3 0 35 8,735,950 

２年 117 20 11 6 0 0 17 18 13 1 3 0 17 38 24 7 3 0 34 7,922,250 

教育学研 
究科(博士) 

20 2 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 3 2 0 0 0 2 535,800 

１年 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

２年 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

３年 11 1 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 2 2 0 0 0 2 535,800 

教育実践 
研究科 

100 38 3 2 0 31 36 36 3 0 2 31 36 74 6 2 2 62 72 6,713,200 

１年 50 19 1 1 0 16 18 18 1 0 1 16 18 37 2 1 1 32 36 3,242,650 

２年 50 19 2 1 0 15 18 18 2 0 1 15 18 37 4 1 1 30 36 3,470,550 

特別支援教育 
特別専攻科 

32 4 4 0 0 0 4 4 4 0 0 0 4 8 8 0 0 0 8 1,095,600 

附属 
幼稚園 

126 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

３歳児 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

４歳児 52 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

５歳児 54 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

* 附属学校については、高等学校、特別支援学校高等部は，高等学校等就学支援金で措置されるため，授業料免除制度に該当するのは幼稚園のみ。 
 

2017年度 授業料 半期分 年 額  半期分 年 額 

教育学部 267,900 円  535,800 円  附属幼稚園 36,600 円  73,200 円  

特別支援教育特別専攻科 136,950 円  273,900 円   

大学院［修士課程、教職大学院］ 

通常の課程 267,900 円  535,800 円  長期履修３年 178,600 円  357,200 円  

小免コース 2009年度以降 入学 267,900 円  535,800 円  長期履修４年 133,950 円  267,900 円  

大学院［博士課程］ 

通常の課程 267,900 円  535,800 円  長期履修４年 200,925 円  401,850 円  
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③ 奨学金貸与 

2017 年度（独）日本学生支援機構 奨学金採用者／貸与者 状況            在学者：2017/5/1 現在（単位：人） 

所 属 
在 
学 
者 

2017/4/1 ～ 2018/3/31の実績 2018年３月更新時 

採 用 者 貸 与 者 

第一種（無利息） 第二種（利息付） 

合計 

第一種
(無利
息) 

 第二種
(利息
付)  合計 

予約 
採用 

在学 
採用 

返還 
免除 

緊急 
採用 計 

予約 
採用 

在学 
採用 

応急 
採用 計 

返還 
免除 

教育学部 3,840 88 47 － 0 135 76 34 0 110 245 523 － 374 897 
１年 924 88 43 － 0 131 76 25 0 101 232 131 － 95 226 
２年 945 － 2 － 0 2 － 4 0 4 6 115 － 85 200 
３年 934 － 2 － 0 2 － 4 0 4 6 138 － 87 225 
４年 1037 － 0 － 0 0 － 1 0 1 1 139 － 107 246 

教育学研究科(修士) 209 3 12 0 0 15 0 2 0 2 17 36 0 4 40 
１年 97 3 10 － 0 13 0 1 0 1 14 23 － 1 24 
２年 112 － 2  0 2 － 1 0 1 3 13  3 16 

教育学研究科(博士) 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
１年 5 0 0 － 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 0 
２年 4 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0 0 
３年 11 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 0 － 0 0 

教育実践研究科 100 0 10 0 0 10 0 0 0 1 11 16 0 1 17 
１年 50 0 8 － 0 8 0 0 0 0 8 8 － 0 8 
２年 50 － 2  0 2 － 0 0 0 2 8  1 9 

特別専攻科 32 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 1 
１年 32 0 1 － 0 1 0 0 0 0 1 1 － 0 1 

* 本表は、奨学金の対象とならない外国人留学生を除いた人数。 
* 併用貸与者（第一種と第二種の両方を貸与）は、第一種、第二種のそれぞれに計上。 
 

第一種 (無利息)  貸与月額 貸与期間 (緊急採用の場合を除く) 

大 学 
自宅通学者は、30,000 円、45,000 円から選択 
自宅外通学者は、30,000 円、45,000 円、51,000 円から選択 48 か月 

大学院 
修士は 50,000 円、88,000 円から選択 
博士は 80,000 円、122,000 円から選択 

修士 24 か月 
博士 36 か月 

第二種 (利息付)  貸与月額 貸与期間 (応急採用の場合を除く) 

大 学 ３万円、５万円、８万円、10 万円、12 万円から選択 48 か月 

大学院 ５万円、８万円、10 万円、13 万円、15 万円から選択 修士 24 か月、博士 36 か月 

予約採用 入学前の申込で、進学前の在学校にて奨学金申請を行うもの。 

在学採用 入学後に大学を通じて奨学金申請を行うもの。 

緊急採用 
応急採用 

家計の急変（家計支持者が失職・病気・事故・会社倒産・死別又は離別・災害等）で奨学金を緊急に必要とする場合のもの。 
緊急採用は第一種、応急採用は、第二種。 

返還免除 
大学院第一種貸与者であって、在学中に特に優れた業績をあげた者として機構が認定した場合に奨学金の全部又は一部の返
還が免除される制度。なお、申請にあたっては大学からの推薦が必要となる。 

 

（４）生活支援 

健康管理･健康相談 

健康支援センター 

利用時間 

月～金曜日 8:30～17:00 

スタッフ・職員構成（８人） 

センター長（教授・兼任１人） 医師（教授２人）  
看護師・保健師（常勤１人、非常勤１人） 臨床心理士（非常勤２人） 
事務係長（事務・兼任１人）  

 

総合的な相談窓口 

なんでも相談室 

利用時間 

月～木曜日 8:30～17:00，金曜日 9:00～16:45 

スタッフ・職員構成（３人） 

室長（特別教授・兼任１人） 副室長（准教授・臨床心理士・兼任１人） 嘱託職員及び事務補佐員（事務２人）  
業務内容 

学生からの相談受付と関係部署への連絡調整  
障がいに対する社会的障壁の除去等に関する相談受付と関係部署への連絡調整 
その他学生に係る相談に関すること  
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障害のある学生に対する支援 

概要 

・発達障害学生の理解と対応のためのミニブック(教員用)を各教員に配布した。教授会にて掲載内容について、作成担当者の説明を行い、発達障害学生に対する理

解、配慮、支援等について依頼した。 

・映画「もうろうをいきる」を上映（学生向け及び教職員の研修）し、共生社会の実現に向けた理解・啓発を行った。 

支援内容 

「てくてく」によるノートテイク、パソコンテイク、TAによる実験補助等 

情報保障支援学生団体「てくてく」支援内容 
・2017年の登録者は約110人 
・ＡＵＥパートナーシップ団体（本学が学生団体のうちで主体的・積極的に学内外で活動を行い、本学の教育、研究及び社会貢献活動に貢献していると認定し
た団体）に認定 
・日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Japan、事務局：筑波技術大学）の連携大学として、学内での支援活動のほか、他大学との
情報交換会を行った。 
○学内支援活動（テイク練習用の映像資料作成、支援内容のマニュアルの見直し・作成） 
○他大学との情報交換（大阪教育大学での支援体制を見学） 
○PEPNet-Japanシンポジウムへの参加（実践事例コンテスト参加） 
○支援技術研修会の開催（学生同士の意見交換、ＯＢによる講話） 
○理解啓発研修会の開催（タイピング速度大会、テイク利用体験、音声認識体験等を通じて「てくてく」の活動を周知） 

その他の支援 
・パソコンテイク用ソフトを装備したノートPC10台保有 
・式典や授業時、必要に応じて学外団体に手話通訳を依頼 

 

７ 学生生活 

（１）課外活動の状況 

① 課外活動団体と加入者数                2017/6/1 現在（在学者数：4,219 人） 

 体育系団体 文化系団体 計 

団体数（未公認を含む） 57 33 90 

加入者数（人） 男   1,135 369 1,504 

 女   1,034 680 1,714 

 計   2,169 1,049 3,218 

加入率 51.4 % 24.9 % 76.3% 

* 加入者数、在学者数は、学部・大学院・専攻科の総計 
* 加入率は、加入者数（計） ÷ 在学者数 で算出 

 

② 2017 年度課外活動実績 

第66回東海地区国立大学体育大会成績一覧表                  2017年度 幹事大学：静岡大学 

順 位 男子団体 女子団体 

１ 位 陸上競技 バスケットボール ハンドボール  陸上 バレーボール 剣道 

２ 位 馬術 アーチェリー 水泳 硬式テニス アーチェリー 

３ 位 水泳 準硬式野球 バレーボール サッカー バスケットボール 

* 第３位までを記載。オープン競技は除く。 

 
（２）大学祭、子どもまつり開催状況 
① 第 4８回大学際  テーマ「Fun ファーレ」 

日時：2017 年 5 月 13 日（土）～5 月 14 日（日）スポーツの祭典          参加：約 900 人 

201７年５月 20 日（土）～５月 21 日（日）                 参加：約 4,000 人 

企画名 実施日 企画名 実施日 

ミニゲーム 
５/13（土）～５/14（日） 
５/20（土）～５/21（日） 

It`s 笑 time（お笑い芸人ライブ） ５/21（日） 

バルーン fight ５/13（土）～５/14（日） 放送 ５/20（土）～５/21（日） 

スタンプラリー 
５/13（土）～５/14（日） 
５/20（土）～５/21（日） 

大学紹介 ５/20（土）～５/21（日） 

ステージ ５/20（土）～５/21（日） フリーマーケット ５/20（土）～５/21（日） 

路上ライブ ５/20（土） 
学外交流(参加型アーム
レスリング大会等) 

５/20（土）～５/21（日） 

自由企画 
(テーブルゲーム) 

５/20（土）～５/21（日） 室外出店・室内出店 ５/20（土）～５/21（日） 

夜祭 ５/20（土） フラッシュモブダンス ５/21（日） 
メイキングストーリー ５/20（土）～５/21（日）   
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② 第 4８回子どもまつり 

日時：2017 年５月 7 日（日）                     参加：学生 39 人，子ども 372 人 

企画名 企画名 企画名 

オカリナ教室 みんなの血圧をはかろう！ みんなで遊ぼう！わくわく教室 

たのしい人形劇をみよう♪ 
ひらいてびっくり！～おりがみであそぼ
～ 

うさりんとおもちゃ工場 

紙コップでけん玉をつくろう！  バルーンアート トラミーのジャングルだいぼうけん 

③ 秋の祭典 テーマ「和気愛々～秋の祭典いとをかし～」 

日時：2017 年 11 月 18 日（土）～11 月 19 日（日）          参加：約 800 人（スポーツ祭） 

                                      約 1,000 人(出展・ステージ) 

企画名 実施日 企画名 実施日 

屋外スポーツ 11/18（土）～11/19（日） 出店（フリーマーケット等） 11/18（土）～11/19（日） 

屋内スポーツ 11/18（土）～11/19（日） ステージ企画 11/18（土）～11/19（日） 

目玉企画 
「百人一首～優雅に咲く
か？儚く散るか？～」 

11/18（土）～11/19（日） 夜祭 11/18（土） 

スタンプラリー 11/18（土）～11/19（日）   

④ 第 41 回冬の子どもまつり 

日時：2017 年 12 月 10 日（日）     参加：学生 16 人、子ども 273 人 

企画名 企画名 

バルーンアート教室 ペンペンとロケット宇宙旅行 

クリスマスリースを作ろう！  みんなで遊ぼう！わくわく教室 
たのしい人形げきを見よう！！ スーパーボールを作ろう！ 
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８ 卒業者・修了者の進路・就職の状況 

（１）キャリア支援の実施状況 

2017 年度就職活動支援策一覧 

開催月 
対象職種 開催 

回数 
就職活動支援 対応内容 

対象学年 
教員 公務員 企業 １年 ２年 ３年 ４年 

合計 76 56 45 1,233 事業名称 23 25 99 55 
４月 教   66 教員就職特任指導員による講義・就職相談    4 

 教   33 教員就職特任指導員による面接指導    4 
 教   1 小論文添削指導    4 
 教   1 教員就職ガイダンス（愛知県願書書き方）    4 
 教   3 教員採用試験模擬試験    4 
 教   4 県外教採学内説明会    4 
  公  4 公務員論文面接対策講座    4 
  公  1 公務員採用試験模擬試験    4 
  公 企 6 企業等就職相談員による就職進路相談 1 2 3 4 
  公 企 4 学卒ジョブサポーター就職支援    4 
   企 1 企業就職ガイダンス（学内活用・就活キックオフ講座）   3  
   企 1 企業就職ガイダンス（インターンシップ講座）  2 3  

５月 教     56 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3 4 
 教     26 教員就職特任指導員による面接指導    4 
 教     1 小論文添削指導    4 
 教     1 教員就職ガイダンス（名古屋市募集要項説明会，願書書き方）    4 
 教     2 教員就職ガイダンス（模擬面接）    4 
 教     4 県外教採学内説明会    4 
 教     2 教員採用試験願書学内受付（愛知県，名古屋市）    4 
 教     1 教員採用試験模擬試験    4 
 教    4 愛知県教員採用試験直前対策講座    4 
 教    4 名古屋市教員採用試験直前対策講座    4 
   公  1 公務員採用試験模擬試験    4 
  公  1 公務員就職ガイダンス（公務員採用試験の仕組みと心構え）   3  
   公 企 7 企業等就職相談員による就職進路相談 1 2 3 4 
  公 企 4 学卒ジョブサポーター就職支援    4 
    企 1 企業就職ガイダンス（自己分析講座）   3  

６月 教   52 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3 4 
 教   38 教員就職特任指導員による面接指導    4 

 教   1 小論文添削指導    4 
 教   1 小論文対面指導    4 
 教   2 教員採用試験模擬試験    4 

 教   1 教員就職ガイダンス（第 1 回）   3  
 教   1 教員就職ガイダンス（第 1 回）  2   
 教   1 愛知県私学適性検査説明会 1 2 3 4 
  公  1 公務員採用試験模擬試験    4 
  公  2 公務員論文対策    4 
  公  1 公務員集団討論対策    4 
  公 企 5 企業等就職相談員による就職進路相談 1 2 3 4 
  公 企 2 学卒ジョブサポーター就職支援    4 
   企 1 企業就職ガイダンス（企業研究講座）   3  
 教 公 企 1 新聞活用講座 1 2 3 4 
 教 公 企 1 キャリア・デザインガイダンス（必修・キャリアデザイン科目） 1    

７月 教   42 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3 4 
 教   77 教員就職特任指導員による面接指導    4 
 教   2 教員採用試験対策講座（教養完全パック）   3  
  公  1 公務員採用試験模擬試験    4 
  公  5 公務員採用試験対策講座   3  
  公 企 4 企業等就職相談員による就職進路相談 1 2 3 4 
  公 企 3 学卒ジョブサポーター就職支援    4 
   企 1 企業就職ガイダンス（SPI 講座）   3  

８月 教   30 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3 4 
 教   79 教員就職特任指導員による面接指導    4 
 教   1 教採再チャレンジミニガイダンス    4 
 教   8 教員採用試験対策講座（教養完全パック）   3  
  公  1 公務員集団討論対策    4 
  公  8 公務員採用試験対策講座   3  
  公 企 1 企業等就職相談員による就職進路相談 1 2 3 4 

９月 教   26 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3  
 教   5 教員採用試験対策講座（教養完全パック）   3  

  公  11 公務員採用試験対策講座   3  
10 月 教   8 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3  

 教   1 教採再チャレンジガイダンス    4 
 教   5 教員就職ワンポイント講座    4 
 教   1 講師学内登録    4 

 教   1 教員採用試験対策講座（教養完全パック）   3  
 教   1 教員採用試験対策講座（小学校合格パック）   3  
 教   1 教員就職ガイダンス（第 2 回）  2   
  公  1 公務員採用試験対策講座   3  
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11 月 教   66 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3  
 教   1 教員就職ガイダンス（第 2 回）   3  

 教   1 愛知県教採学内説明会   3  
 教   3 県外教採学内説明会 1 2 3  
 教   7 教員採用試験対策講座（教養完全パック）   3  
 教   7 教員採用試験対策講座（小学校合格パック）   3  
  公  8 公務員採用試験対策講座   3  
  公  1 公務員就職ガイダンス（公務員採用試験の実施状況と対策，合格体験談）  2 3  
  公 企 3 企業等就職相談員による就職進路相談 1 2 3 4 
  公 企 1 企業・公務員就職ガイダンス（エントリーシート講座）   3  
   企 1 異業種 5 社合同業界研究セミナー 1 2 3 4 
   企 2 業界研究セミナー   3  

   企 5 就活必勝講座   3  
  公 企 1 2 年生就職ガイダンス  2   
 教 公 企 2 就活メイクアップセミナー   3  

12 月 教   4 県外教採学内説明会 1 2 3  
 教   62 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3  
 教   2 教員就職ガイダンス（体験報告）（第 3 回）   3  
 教   7 教員採用試験対策講座（教養完全パック）   3  

 教   8 教員採用試験対策講座（小学校合格パック）   3  
 教   1 教員採用試験模擬試験   3  

  公  1 公務員就職ガイダンス（各機関の公務員採用試験の概要等）   3  
  公  1 公務員採用試験模擬試験   3  
  公  7 公務員採用試験対策講座   3  
  公 企 5 企業等就職相談員による就職進路相談 1 2 3 4 

  公 企 3 就活サポーター 1 2 3  
   企 1 企業就職ガイダンス（人事担当者から見た就職活動と内定者の就職活動報告）  2 3  
   企 5 業界研究セミナー   3  
   企 6 就活必勝講座   3  

１月 教   62 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3  
 教   3 教員就職ガイダンス（第 4 回）   3  

 教   1 教員就職ガイダンス（第３回）  2   
 教   1 教員養成課程ガイダンス（第 2 回） 1    
 教   6 教員採用試験対策講座（教養完全パック）   3  

 教   5 教員採用試験対策講座（小学校合格パック）   3  
 教   1 教員採用試験模擬試験   3  
  公  1 公務員採用試験模擬試験   3  

  公  6 公務員採用試験対策講座   3  
  公  1 教育ガバナンスコースキャリアガイダンス 1    
  公  1 心理コースキャリアガイダンス 1    
  公 企 6 企業等就職相談員による就職進路相談 1 2 3 4 

  公 企 5 就活サポーター 1 2 3  
  公 企 1 企業就職ガイダンス（面接実践講座＋労働法セミナー）   3  
   企 1 企業就職ガイダンス（リアル就活事情講座）   3  
  公 企 3 エントリーシート講座（自己 PR）   3  
   企 5 就活必勝講座   3  

２月 教   65 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3  
 教   2 小論文セミナー   3  
 教   1 小論文添削指導   3  
 教   1 小論文対面指導   3  
 教   1 教員採用試験対策講座（教養完全パック）   3  
 教   8 教員採用試験対策講座（小学校合格パック）   3  
 教   1 教員採用試験模擬試験   3  
  公  2 公務員採用試験模擬試験   3  
  公  6 公務員採用試験対策講座   3  
  公 企 4 企業等就職相談員による就職進路相談 1 2 3 4 
  公 企 2 就活サポーター 1 2 3  
  公 企 1 エントリーシート講座（自己 PR）   3  
  公 企 2 エントリーシート講座（志望動機）   3  
  公 企 1 インターンシップガイダンス（教育支援専門職養成課程） 1    
   

企 1 
企業就職ガイダンス（就活スタート直前＋学内企業研究セミナー100％活用
講座） 

  
3 

 

   企 6 就活必勝講座   3  
３月 教   66 教員就職特任指導員による講義・就職相談   3  

 教   1 小論文添削指導   3  
 教   1 小論文対面指導   3  
 教   1 教員就職ガイダンス（特別）   3  
 教   6 教員採用試験対策講座（小学校合格パック）   3  
 教   10 教職教養総まとめ講座   3  
 教   2 教員採用試験模擬試験   3  
  公  8 公務員採用試験模擬試験   3  
  公  2 公務員採用試験対策講座   3  
  公  1 公務員セミナー   3  
  公 企 7 企業等就職相談員による就職進路相談 1 2 3 4 
  公 企 6 学卒ジョブサポーター就職支援   3 4 
  公 企 10 集団面接・集団討論及びエントリーシート指導会   3  
   企 2 企業研究セミナー   3  
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* 大学院学生の進路及び就職活動への取組は、学部学生と一体的に実施 

 

（２）進路・就職状況 

2017 年度卒業・修了生進路状況                                     2017/5/1 現在 

課程等 

卒
業
・
修
了
者
数 

就職   その他 

教員 企業等      

正
規
教
員 

臨
時
教
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小
計 

建
設
業 

製
造
業 

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給 

卸
売
・
小
売 

保
険
・
金
融 

不
動
産
業 

運
輸
・
通
信 

医
療
・
福
祉 

宿
泊
業
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業 

教
育
・
学
習
支
援 

サ
ー
ビ
ス
業 

左
記
以
外 

小
計 

官
公
庁 

合
計 

進
学
者 

そ
の
他 

合
計 

教育学部 924 305 176 481 6 37 3 25 21 6 47 21 4 18 26 8 222 103 806 72 46 118 
教員養成課程 682 287 156 443 5 15 0 15 8 4 8 11 1 11 15 5 98 72 613 44 25 69 
現代学芸課程 242 18 20 38 1 22 3 10 13 2 39 10 3 7 11 3 124 31 193 28 21 49 

教育学研究科 91 38 18 56             14 7 77 1 13 14 
教育実践研究科 36 30 5 35             1 0 36 0 0 0 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

* 本表は、2017年９月卒業・修了者を含む。 

* 保育士は，教員に含む。 

* 教育実践研究科修了者のうち，15名は教育委員会派遣の現職教員である。 

修了後は公立学校教員として勤務するため，本表では教員に含む。 

* その他欄は、企業等（臨時）・官公庁（臨時）、大学学部・研究生・科目等履修・専修学校等の学校入学､海外留学，アルバイト・パート・未定等である。 

 








